
 

Instructions for use

Title 中国における人民参審員制度改革の理念と現実

Author(s) 陳, 穎

Citation 北海道大学. 博士(法学) 甲第11594号

Issue Date 2014-12-25

DOI 10.14943/doctoral.k11594

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/57714

Type theses (doctoral)

File Information Chen_Ying.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


 

 

 

中国における人民参審員制度改革の理念と現実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道大学 

 

陳穎 

 

2014 年 12 月 

 

 



 

 

目 次 

はじめに ................................................................................................................................. 1 

１ 問題意識および課題 ......................................................................................... 1 

2 本稿の構成 ......................................................................................................... 5 

3 先行研究の整理 .................................................................................................. 6 

4 本研究の意義 ..................................................................................................... 11 

5 裁判制度の概観および日本語訳・表記 ............................................................. 11 

第 1 章 人民参審員制度の沿革と改革前の制度概要 .......................................................... 14 

第 1 節 戦争の年代における人民参審員制度(1932 年から建国まで) ......................... 14 

１ 革命根拠地における人民参審員制度に関する立法 ........................................ 15 

2 辺区における人民参審員制度に関する立法 .................................................... 17 

3 解放区における人民参審員制度に関する立法 ................................................. 19 

第 2 節 毛沢東時代における人民参審員制度(建国から 1978 年まで) ........................ 21 

１ この時期における人民参審員制度の法整備 ................................................... 21 

2 この時期における人民参審員制度の運用状況 ................................................. 25 

第 3 節 鄧小平時代における人民参審員制度(1978 年から 2004 年まで) .................. 27 

１ この時期における人民参審員制度の法整備と運用状況 ................................. 27 

2 旧制度の概要と問題点 ..................................................................................... 30 

第 2 章 制度改革をめぐる議論状況 ................................................................................... 33 

第１節 制度の存廃をめぐる議論 ................................................................................ 33 

１ 廃止論 ............................................................................................................. 33 

２ 存続論 ............................................................................................................. 34 

第 2 節 従来の問題点と学者の改革案......................................................................... 39 

１ 従来の問題点 .................................................................................................. 39 

２ 学者が提出した改革案 .................................................................................... 40 

第３章 現行人民参審員制度の仕組 .................................................................................... 43 

第１節 規範レベルからみる現行制度の形成過程 ...................................................... 43 

１ 現行制度の法的根拠 ....................................................................................... 43 

２ 現行制度に関する司法文書 ............................................................................ 52 

第２節 現行制度の概要 ............................................................................................... 53 

１ 制度機能に関する公式見解 ............................................................................ 53 

２ 制度の対象となる事件 .................................................................................... 55 

３ 人民参審員の選任、解任 ................................................................................ 56 

４ 事件配点手続 .................................................................................................. 59 

５ 人民参審員の権限と義務 ................................................................................ 59 



 

 

６ 合議体の構成および評議 ................................................................................ 59 

７ 人民参審員の研修・考課・手当 ..................................................................... 60 

第 4 章 改革後の実施状況 .................................................................................................. 62 

第 1 節 全国の実施概況 .............................................................................................. 62 

第 2 節 法社会学的な現地調査による点描 ................................................................. 64 

１ 各地域の人民参審員が加わった事件数と参審率 ........................................... 64 

２ 人民参審員の属性 ........................................................................................... 75 

３ 裁判官および人民参審員の自己評価 .............................................................. 94 

第 3 節 実施状況における問題点 .............................................................................. 104 

１ 制度運用上の問題点 ..................................................................................... 104 

２ 問題点を生じる原因 ..................................................................................... 107 

第 5 章 現行制度の特徴と改革のねらい .......................................................................... 109 

第 1 節 日韓との制度比較に見る人民参審員制度の特徴 ......................................... 109 

1 対象事件について ............................................................................................ 110 

2 合議体の構成について .................................................................................... 112 

3 選任資格について ............................................................................................ 113 

4 選任方法について ............................................................................................ 115 

5 評議および評決方法について ......................................................................... 117 

第 2 節 改革のねらい ................................................................................................. 118 

1 新たな改革案 ................................................................................................... 118 

2 人民法院の試みとしての｢呉中モデル｣ .......................................................... 120 

3 司法の党化と民主的正統性の調達とを目指す制度改革 ................................ 123 

おわりに ............................................................................................................................. 127 

 

 

 



1 

 

はじめに 

１ 問題意識および課題 

(1) 問題意識 

論文のタイトルにある人民参審員1制度とは、中国の国民参与裁判制度のことである。つ

まり、それは、中国において 1930 年代からソビエト法の影響で形成された市民が裁判に参

加する制度である。一般市民が裁判に参加する制度としては、比較法的にアメリカなどの

陪審制とヨーロッパ大陸法型の参審制という二つの種類がある。国によって差はあるが、

概ね以下のように両者を類型化することができる。前者は無作為に選ばれた陪審員が有罪

無罪の評決を行い、職業裁判官は量刑だけを担当する制度で、後者は一般市民から選ばれ

た参審員と職業裁判官がともに審理を担当し、有罪無罪から量刑までを決定する制度であ

る2。この基準によると、人民参審員制度は参審制に属している。 

中華人民共和国において、1980 年代ごろから実施された改革開放政策による高度経済成

長とともに、1993 年から、「建設社会主義法治国家」の政治アピールの下で、法整備は一層

促進され、大陸法への回帰と法のグローバル化という時期を迎えた。人民参審員制度につ

いては、従来から関連法律の不備を一つの原因として、深刻な形骸化に陥っていると指摘

されてきた3。1990 年代の半ばから 2000 年代の初頭にかけて、人民参審員制度を廃止すべ

きであり、または、この制度の適用を先送るべきとの訴えは学界でも、実務界4でも盛り上

がっていた5。しかし、1998 年からは、最高権力機構の全国人民代表大会(以下、｢全国人大｣

と略称する)常務委員会、および最高人民法院は、相次いで、人民参審員制度の維持ととも

                                                   
1 これは、中国語の原語で〔人民陪審員〕であり、1954 年憲法 74 条、1954 年法院組織法

8 条、9 条と 1983 年の改正された法院組織法 10 条に関連条文により定められているが、い

ずれも、「人民陪審員」または「人民陪審制」と明記されている。しかし、法官と同じ権限

を有して、事実判断と量刑を一緒に行っているので、人民参審員あるいは人民参審制と訳

さなければならない。木間正道＝鈴木賢＝高見澤磨＝宇田川幸則『現代中国法入門［第 5

版］』（有斐閣、2009 年）299 頁参照。 
2 高見澤磨＝鈴木賢『中国にとって法とは何か―統治の道具から市民の権利へ』（岩波書店、

2010 年）165 頁。 
3 「最高人民法院答問《関於完善人民陪審員制度的決定》」人民法院網

http://www.china.com.cn/chinese/zhuanti/psysg/851483.htm（最終アクセス日、2012 年 3

月 16 日）参照。最高人民法院が発表したものには、人民参審員制度の形骸化の原因について法

律の不備であったことだけ言及されているが、それが唯一の原因というわけではない。その原因

は、のちに論じる。 
4 実務界は日本では法曹界のことである。 
5 学界の観点は、申君貴「対我国陪審制的否定性思考」中国律師第 4 期（1999 年）14～15

頁と、陳新「陪審制的否定性断思」前沿 2002 年第 7 期（2002 年）89～90 頁を参照できる。

実務界の廃止論は、官忠（重慶市第三中級人民法院の法官）「陪審制的存廃問題研究」重慶

行政 2002 年第 6 期（2002 年）1～2 頁、候東順（ハルビン市中級人民法院の法官）「関於

我国陪審制度応当廃除的法律思考」黒竜江省政法管理幹部学院学報 2003 年第 5 期（2003

年）83～84 頁を参照できる。 

http://www.china.com.cn/chinese/zhuanti/psysg/851483.htm
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に改革をしようと呼びかけた。1998 年 9 月 16 日に行った全国人大の会議で、当時の全国

人大常務委員長を務めた李鵬は司法公正を促進するために、人民参審員制度を確実に実施

すべきだと指示した。この直後、同年の 12月に開いた全国高級人民法院院長会議において、

当時の最高法院院長の肖揚は、人民参審員制が、大衆が国家管理に参加する具体的体現で

もあり、司法公正を保障する有効な措置でもあり、人民参審員に機能を本当に発揮させる

ために、その制度を研究して、改革しようとの考えを示した。そのため、人民参審員制度

の改革が人民法院の 1999 年度の「五つの改革」の一つの柱として打ち出された6。同年、

最高人民法院は「人民参審員制度を完全化することに関する決定（草案）」を起草して、全

国人大常務委員会に提出した。同時に、各級人民法院に人民参審員に関する調査作業をし

っかり行い、管理部門を設立し、管理制度を制定し、人民参審員が法律に従い、職責を履

行するために、良好な任務条件を提供し、着実にこの改革を実行することを要求した7。   

最高人民法院がそのように制度の改革に情熱を傾けて、促したにもかかわらず、草案の

成立はそれほど順風満帆ではなかった。2000 年 10 月、第 9 期全国人大常務委員会第 18 回

会議で、その草案の最初の審議を行った後、全国人大常務委員会法制工作委員会8が、中央

の関係部門、各地方人大、および法律に関連する教育または研究機構に草案を配って、意

見を求めた。しかし、それらの意見に大幅な相違があること、そして法院組織法などの法

律の修正に及ぶおそれがあることなどを理由として、2002 年 12 月 17 日、全国人大常務委

員会委員長会議で、草案の審議を停止する決定をした。これによって、学界における人民

参審員制度に関する研究は低調となり、外国の関連法律と制度を紹介することに止まった9。 

しかしながら、「人民参審員制度を完全化することに関する決定」の施行により人民参審

員制度は、再び世論の注目を集めるようになった。2004 年、第十届全国人民代表大会常務

委員会第十一次会議で「人民参審員制度を完全化することに関する決定」（以下、「決定」

と略称する）が採択された。同年、最高人民法院は司法部と共同で「人民参審員の選任、

                                                   
6 劉敬懐、黄海「沿着司法公正的方向推進人民法院的五大改革――訪最高人民法院院長肖揚」

瞭望新聞周刊第 51 期（1998 年 12 月 21 日）26－27 頁。1999 年に制定した「人民法院改

革綱要」は、人民参審員制度の改革を進めようと明記した。「人民法院改革綱要」の全文は

『中華人民共和国最高人民法院公報』》1999 年第 6 期 185～190 頁に参照できる。 
7祝銘山「関於『人民法院五年改革綱要』的説明」中華人民共和国最高人民法院公報 1999

年第 6 期 190～196 頁参照。 
8 立法活動を補佐するために、全国人大常務委員会の下に設置された機構で、職責は日本の

衆議院法制局にあたる。 
9 1999 年から 2004 年にかけて、人民参審員制度と裁判方式は、いずれも当時の最高人民

法院が主導した改革の対象である。しかし、学界の反応はそれぞれ違った。中国期刊全文

数拠庫により、1999 年から 2004 年まで、「裁判方式」をキーワードとして調べると、1403

篇の関連文章が現れて、その中、コア・ジャーナルに登載された論文数は 280 達する一方、

「人民参審員」をキーワードで検索すると、現れるのは 325 篇だけであり、その中、コア・

ジャーナルに登載されたのは、たった 50 篇であって、しかも、外国の法律と制度の紹介に

関する論文数が 13 篇を占めている。だから、当時、人民参審員制度に関する研究は裁判方

式の研究と比べて盛んではなかったと考えられる。 
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研修、勤務評定業務に関する実施意見」を定めた。その後、2005 年には、最高人民法院は

「人民参審員に関する管理規則（試行）」を制定し、そして、財政部と共に「人民参審員の

経費管理の諸問題に関する通達」を公布した。それらの法規と司法文書の制定等によって、

制度改革は司法実務に影響を与え始めた。現在まで、最高人民法院は一連の関連法律規定

や司法文書を制定してきた。それとともに、人民参審員制度の法整備はある程度充実して

きたといえよう10。 

これに対応して、実務上、2005 年以来、全国では七万七千人の人民参審員が選任され、

基層法院裁判官の人数の半分を上回るようになり、参審事件の数量と比率も年々増加して

きた11。2006 年には、人民参審員が参与した事件数が 339,965 件であったのが、2009 年に

は 632,006 件に達したし、2005 年 5 月から 2010 年 3 月にかけて、参審事件数は全部合わ

せて 1,947,364 件で、これは基層法院での通常公判手続による事件の総数の 19.5％を占め

た12。2010 年 5 月 14 日に、第二次全国法院人民参審員工作会議で、最高人民法院院長の王

勝俊は人民参審員制度を活用し、人民参審員の人数を増やし、適用する事件範囲を広めよ

うと実務界に対して呼び掛けた13。 

さらに、人民参審員制度は、政治上とても重要視されるようになった。2007 年、第一次

全国法院人民参審員工作会議で、当時の中国司法界のトップにあたる中央政法委員会の書

記だった羅幹は、人民参審員制度に関して、「人民参審員制度の実施は、社会主義民主政治

を発展させるための大切な実践、法によって国を治めることを推進する大切な内容、社会

の調和を促進する大切な手段、司法公正を守る大切な措置であり、我国の国情と司法実情

に合い、非常に根強い現実的対応力を備えているのである。」と述べ、中国特色がある人民

参審員制度を作り出そうと提案した14。同じ会議に出席した当時の最高人民法院の院長であ

る肖揚も、「社会主義和諧社会を建設するためには、中国特色がある人民参審員制度が条件

となる。……中国特色がある人民参審員制度が公正かつ効率、さらに権威ある社会主義司

                                                   
10 「決定」をはじめとする制度改革以来の関連法律規定や司法文書などに関する分析は、

本稿の第３章の第 1 節で展開する。 
11 最近、100%参審率に達した各地の基層人民法院が模範として報道されたことは、次々に

あらわれて尽きることがない。次は一部の例である。「醴陵法院人民陪審員参審率達 100%」

http://old.chinacourt.org/html/article/201202/03/474597.shtml（湖南省）、「鄱陽法院：陪

審員“三到位”参審率達 100%」http://court.gmw.cn/html/article/201202/13/84826.shtml

（江西省）、「固鎮法院：人民陪審員参審率達百分百」

http://bbzy.chinacourt.org/public/detail.php?id=12744（安徽省）、「豊県法院人民陪審員参

審率達百分之百」http://court.gmw.cn/html/article/201112/01/81814.shtml（江蘇省）（最

終アクセス日、2012 年 3 月 16 日）参照。現在、全国で参審率は上昇の傾向にあると見ら

れる。 
12 中国年鑑編集部『中国法律年鑑（2011）』（中国法律年鑑社、2011 年）192 頁。 
13 「全国法院人民陪審工作会議在閩召開 王勝俊批示要求 以深入推進三項重点工作為契

機 加強人民陪審工作推進司法民主」人民法院報 2010 年 5 月 15 日 1 面参照。 
14 「羅幹在第一次全国法院人民陪審員工作会議上強調 努力建設中国特色的人民陪審員制

度 促進司法民主発展社会主義民主政治」人民法院報 2007 年 9月 4日 1面参照。 

http://old.chinacourt.org/html/article/201202/03/474597.shtml
http://court.gmw.cn/html/article/201202/13/84826.shtml
http://court.gmw.cn/html/article/201202/13/84826.shtml
http://bbzy.chinacourt.org/public/detail.php?id=12744
http://court.gmw.cn/html/article/201112/01/81814.shtml
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法制度の重要な構成部分である。」と示した15。そして、2011 年 3 月 10 日、呉邦国委員長

が当時の第十一回全国人大会議で「中国特色のある社会主義法律体系はすでに形成され

た。」と宣言した16。その後、人民参審員制度は中国特色のある社会主義司法制度の一つと

して位置づけられた17。 

ただし、どちらも人民参審員制度の「中国特色」の内容とは何かを明言していない。し

かも、これまで、学界においても、人民参審員制度の「中国特色」が明らかにされていな

いというのが現状である。改革後の人民参審員制度にもマジック・ワードの「中国特色」

を冠するようになった。ここで頻繁に使われている「中国特色」を解明できれば、中国司

法の本質を理解するのに、有益だと考えられる。 

市民の司法参加のシステムとしての中国の人民参審員制度は、改革後に一体どのように

実施されているのか、そして、改革によりどのような変容を受け、いかなる特徴を帯びる

ようになったのか、その変容と特徴を生んだ原因がどこにあるのかといった疑問が当然浮

かんでくるだろう。 

一方、東アジアの諸国は、近年、相次いで各自の市民の司法参加制度を導入した。日本

では、2004 年 5 月 21 日、裁判員法を公布し、2009 年から裁判員制度が実施された。韓国

では、これに先んじて 2008 年から国民参与裁判制度が始動した。英米法系の陪審制に属し

ているか大陸法系の参審制に属しているかを問わず、概観すると、人民参審員制度は日本

の裁判員制度と韓国の国民参与裁判制度と同じく、一般の国民に裁判権を賦与し、合議体

の一員の資格を与えて、受理した事件の法律適用や事実認定という問題を判断させる司法

制度だと考えられている。とはいえ、人民参審員制度に関しては、それは西側の陪審・参

審制度とは根本的に異なり、中国の執政党である中国共産党が司法ルートを運用して、社

会改造の目的を実現し、安定的な統治を担保する重要な機能を果たしている道具だとする

見解が多い18。そのような見解によるならば、人民参審員制度は、中国共産党が政権を維持

するための道具にすぎない、ということになる。 

では、人民参審員制度は、西側の陪審制・参審制とはどこに違いがあるのか、その違い

はなぜ生ずるのだろうか。そもそも、人民参審員制度を存置し続けて、改革する理由はな

んだろうか。 

(2) 本稿の課題 

本稿では、以上のような問題意識を持ちつつ、まず「根拠地時代」から現在における人

                                                   
15 「再接再歴与時倶進推動中国特色人民陪審員制度不断発展完善」人民法院報 2007 年 9

月 4 日第一面参照。 
16 「呉邦国：中国特色社会主義法律体系己経形成」新華網

http://news.xinhuanet.com/legal/2011-03/10/c_121170711.htm（最終アクセス日、2012 年

3 月 16 日）参照。 
17 「王勝俊：関於中国特色社会主義氏法制的几点認識」新華網

http://news.xinhuanet.com/legal/2011-03/01/c_121133590.htm（最終アクセス日、2012 年

3 月 16 日）参照。 
18劉晴輝『中国陪審制度研究』（四川大学出版社、2009 年）226 頁に参照。 

http://news.xinhuanet.com/legal/2011-03/10/c_121170711.htm
http://news.xinhuanet.com/legal/2011-03/01/c_121133590.htm
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民参審員制度の沿革に即して、各歴史段階における人民参審員制度の機能・構造の分析を

行う。これにより、その変容の要因、とりわけ現行制度の改革の背後にある理念を明らか

にすることができるものと考えられる。そして、現地調査の手段を用い、現行人民参審員

制度の運用実態を解明したうえで、現行制度の合理性・妥当性を検討し、それをふまえて、

制度の問題点を総合的に考察する。それを本稿の課題Ⅰとする。 

次に、日本における裁判員制度及び韓国における国民参与裁判制度とを比較することに

よって、人民参審員制度の特徴を浮き彫りにし、そのような特徴の存在する理由を検討す

るとともに、近時の規定の傾向分析とあわせ、人民参審員制度がどこに向おうとしている

のか、その展望を探ってみることが本稿の課題Ⅱとなる。 

 

2 本稿の構成 

 上述の課題を解明するために、本稿では、以下の順序で考察が進められる。 

 序章では、研究の背景と既往の研究、問題意識、課題、研究の意義等について示した。 

第 1章は、人民参審員制度の発展史を扱う。本章では、1932 年から今回の制度改革を行

い始めた 2005 年にかけての制度の前史を三つの段階、つまり、戦争年代及び毛沢東年代、

鄧小平年代と分けて各年代の制度構造を明らかにした。制度を規定する法律が非常に簡略

であり、さらに、全国で統一して適用されていなかったという法律の不備と混乱した運用

状況を描いている。。 

第 2章は、人民参審員制度のあり方に関する改革の議論をとりあげる。本章では、制度

改革を行う前、学界における制度存続に関する論争を整理し、制度改革以前の制度構造上

に存在した四つの問題点を検討した上で、それに対して学者が提出した改革案を分析して

いる。 

第 3章は、改革後、人民参審員制度の仕組を解明する。本章では、｢決定｣の草案から単

行法として採択されるまでの立法経緯を略述した上で、｢決定｣が人民法院組織法、刑事訴

訟法、民事訴訟法、行政訴訟法の関連条文の内容を如何に変更したかを明らかにした。つ

いで｢決定｣にもとづいて制度のさまざまな方面を詳しく規定している最高人民法院および

各高級人民法院が制定した通達の内容を紹介した。最後に、現行制度がいかに変更され、

詳細化されたかを整理した。 

第 4章は、改革後、人民参審員制度の運用実態を解剖する。本章では、制度の全国的な

実施状況について若干の検討を加えた。ついで現地でのフィールド調査で得た結果を踏ま

えて、内モンゴル自治区および重慶市、湖北省、広東省、上海市の各レベルの人民法院に

おける人民参審員の数、制度を適用した事件数、参審率をそれぞれ明らかにし、人民参審

員及び裁判官による現行制度に対する評価をインタビューにより明らかにした。最後に、

その運用実態を踏まえて、制度実施における問題とその問題が生じる原因を検討した。そ

れをもって課題Ⅰの解明に充てる。 

第 5章は、現行制度の特徴と今度の改革のねらいを究明する。本章では、制度構造と実



6 

 

施状況において人民参審員制度が、日本と韓国における司法の市民参加制度と異なる特徴

を明らかにし、比較検討を行う。さらに、制度改革以降、学者が提出したさらなる制度改

革案を概観し、最高人民法院に高く評価された｢呉中モデル｣を基礎に、現在の制度改革の

到達点を究明し、今次の制度改革のねらいが「司法の党化」および「民主的正統性の調達」

を目指することにあったとの結論に達した。それをもって課題Ⅱの解明に充てる。 

 

3 先行研究の整理 

日本における人民参審員制度に関する研究は、主に 2005 年以前の人民参審員制度の条文

の翻訳とその評価をめぐって展開されている19。しかし、以上の課題に取り組む本稿にとっ

ての先行研究は、2005 年以降の人民参審員制度改革の理念と現状に関するものである。数

から見ると、本稿の先行研究と見なすべき論考は少ないが、その改革理念を論じた論文も

あれば、制度の現状を研究対象とするものもあれば、両者を総合的に考察するものもある。

以下ではこの三者に分けて先行業績を紹介し、その到達点および足りない部分を検討する。 

 

制度改革の理念を論じた先行研究 

 2005 年から始める人民参審員制度改革の背後にある理念に関する著作は存在しないが、

韓玉勝=史丹如の｢司法における民主主義と民主主義の司法――刑事訴訟における人民陪審

員制度の現状と課題｣は、制度改革が追求している価値を論文の一部分として多かれ少なか

れ触れて論じた20。 

 その中身を見てみると、韓=史は、人民参審員制度の核心的な価値を民主主義と公正さを

実現すること、および制約と監督を実現すること、実体的正義と手続的正義を実現するこ

と、訴訟の効率を実現すること、法律普及の多様な経路を実現することという五つの価値

に帰納している。それらの価値を内容的にみれば、次の通りである。 

まずは、民主主義と公正さを実現することについて、｢人民参審員制度は、条件を満たし

ている普通の公民に裁判に関与する権限を与え、彼らに司法を理解させ、参加させる。刑

事事件の審理手続を万人の目の前で行うことによって、審理過程を人々に公開し、刑事裁

                                                   
19長谷川(名が不詳)「中国における人民陪審制」アジア経済旬報 208 号(1954 年)11～19 頁、

「中国の人民陪審」中国資料月報 97 号(1956 年)1～48 頁、幼方直吉「中国の人民陪審員制

度の現状」法律のひろば 10 巻 6 号(1957 年)27～30 頁、宮崎昇「人民参審制(上)」法律のひ

ろば 17 巻 12 号(1964 年)18～21 頁、「人民参審制(中)」法律のひろば 18 巻 1 号(1965 年)38

～41 頁、「人民参審制(下)」法律のひろば 18 巻 2 号(1965 年)33～37 頁、岡村志嘉子｢海外

法律情報中国-人民参審制の改革｣ジュリスト No.1270(2004 年 6 月 15 日号)141 頁、通山昭

治｢五四年憲法下の中国人民参審員制度(上)｣九州国際大学法学論集 12 巻 1 号(2005 年)116

～61 頁、｢五四年憲法下の中国人民参審員制度(下･完)｣九州国際大学法学論集 12 巻 2･3 合

併号(2006 年)200～152 頁はその代表的な例である。 
20韓玉勝=史丹如｢司法における民主主義と民主主義の司法――刑事訴訟における人民陪審

員制度の現状と課題｣後藤昭編『東アジアにおける市民の刑事司法参加』（国際書院、2011

年）119～135 頁参照。 
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判の透明度をいっそう高める。……人民陪審員が裁判活動に参加し、普通の公民を代表し

て司法権力を行使することは、人民が国家管理に参加する権利の実現を示している。……

また、複雑な難しい事件によって誤解と対立が生じるたびに、人民陪審員は根強い民衆的

基盤を通して人々を説得する方法で、事件を即時に解決できている｣(121 頁)ために、｢人民

陪審員制度は、まさに司法制度が民主的かつ公正であるという目標に向って前進するため

の内在的要求である｣(121 頁)とする。つまり、司法の民主主義と公正さは、審理手続を公

開することおよび普通の公民から人民参審員を選出すること、事件に関わる人々を説得す

ることを含んだ人民参審員制度により、遂行することができると、韓=史は考えている。 

次に、制約と監督を実現するとの価値の中身について、｢人民陪審員は、各級人民代表大

会の常務委員会によって任命されており、人民法院には任免を申請する権限しかない。こ

れは司法の民主性の表れであるとともに、それによって裁判官の権力に対する制約作用が

生じることは間違いない。また、中国の『人民法院組織法』と『刑事訴訟法』は、人民陪

審員は人民法院の事務を履行するに当たって、裁判官と同等の権限を有することを定め、

強調している。……したがって、合議体において、裁判官は独断的な権限を有するのでは

なく、人民陪審員と同等の地位にあり、判決内容の決定権は人民陪審員からの制約を受け

る｣(122 頁)、そして、｢人民陪審員制度は、裁判官の権力を制約するほかにも、裁判官が廉

潔であるか否かを監督する動きがある。……人民陪審員の存在は裁判官にとって、一面の

「鏡」であり、常にその監督的存在を思い出させているので、裁判官が自己を正さなけれ

ばならならず、人民陪審員と共同して司法の腐敗を防止することによって、法廷内外の廉

潔性を保証している｣（123 頁）とする。つまり、人民参審員に裁判官と同様な権力と地位

を与えることによって、裁判官の恣意判断と腐敗を防げることを実現するというわけであ

る。 

また、実体的正義と手続き的正義を実現する理念をめぐって、韓=史は、実体的正義と手

続的正義はコインの表裏であり、前者が後者の前提と基礎である一方、後者が前者を客観

的に反映しているという認識を強調したうえで（123 頁）、人民参審員制度がどのようにそ

の両者を実現するかについては「中国は成文法国家であり、完備された刑法典を有してい

る。立法機関も常に時に応じて刑法典を改善していることは、まず裁判が依拠すべき法律

の基礎を固めていることになる。……法律を通して、人民陪審員制度を明確にし、裁判権

限を与え、そのうえ裁判官と共同で合議体を構成し、公正な実体法に基づき、正当な司法

手続きに従って、事件を公正に審理し、罪刑法定主義に従って、事実認定および判決をす

ることを求めている。故に、中国の人民陪審員制度は、裁判において手続的正義を決定し、

そして裁判過程を通して実体（法律）の正義を反映している」（124 頁）と応える。つまり、

人民参審員制度は、国民の司法参与の手続を明確にすることで手続的正義を、そして、人

民参審員に裁判官と同じ事実認定と法律適用の権限を与えることで成文法が備えた実体的

正義を実現する。 

そして、訴訟の効率を実現する価値について、「当面、中国の裁判所における裁判官の平



8 

 

均人数は少ないのに、審理する事件の数は膨大であり、その比率は非常に不均衡である。

人民陪審員が裁判に参加することによって、司法資源の不足と裁判官の人手不足という問

題を解決し、裁判官 1 人当たりが審理する事件数の多さを緩和している」（124 頁）と示す。

その後、韓=史は、法律普及の多様な経路を実現するという価値に関して、人民参審員は「司

法活動に参加することによって、法律知識と社会治安状況に関する情報を身に付け、自覚

的に法律を宣伝するボランティアの機能を果たし」（125 頁）、そして、「社会の様々な職業

分野から選出され、庶民としての特性を有するため、……法律知識のない一般人でも分か

りやすい言葉で法律に関する知識と社会情報を伝えることができる」（125 頁）ために、全

国民の法律意識と法律教養を高めると主張している。つまり、裁判官の人手不足という問

題を解消すること、および全社会への法教育を行うことは、今回の改革を経た人民参審員

制度に賦与される機能ともいえる。 

筆者は以上のような論説は現行の人民参審員制度改革の理念を解明するのに有効な手が

かりを提供したと考えている。そして、上述の価値から今回の制度改革を支えてきた理念

を抽出してそれを日韓における国民司法参与制度を導入した理念を比較することによって、

中国側の制度の理念上の特徴を引き出すのは可能であろう。しかしながら、韓=史の論述に

は以下のような問題があると思われる。①韓=史は、人民参審員制度が追求している価値を

五つ帰納したが、それらの価値がどこから導き出されてきたのかについてほとんど言及し

ていないのである。つまり、その価値は結論として提出されたが、それが依拠している根

拠は論文に見つけられない。そのように論説を展開するのに、その価値に基づき制度改革

の理念を抽象するのはいささか理不尽なやり方だと思われる。また、最高人民法院が主導

している司法改革の一環としての人民参審員制度改革の理念を分析するのに、学者のその

改革に対する見解や意見は欠かせないが、最も重要なのは司法当局の政策や立法者の意図

だと考えられる。そのために、最高人民法院、あるいは全国人大常務委員会が公布した制

度改革に関連する文書や草案など、および制度改革に手を出した上層部に立つ高官の発言

や談話などを論文に示し、論じなければ、その論説は学者の独り言にすぎないと感じる。 

②韓=史が提出した制度改革が追求する価値は、本当に制度運用で成し遂げたのか、もし

そうであるとすれば、いかなる形式で反映されているかが解明されていない。韓=史の論文

のタイトルには「現状」という言葉が付いているが、制度の運用実態について、一言も触

れていないどころか、現行人民参審員制度の内容が大雑把に紹介されているにとどまって

いる。 

不足点①に関しては、筆者は制度改革をめぐる法律草案や政策文書などを含む権力機関

が公布した文書を分析したうえで、人民参審員制度の起源に遡って、制度の元来の価値と

改革後の新しい価値を分けて、制度改革の理念を引き出すのに、韓=史の制度の価値に関す

る議論が学界の一つの意見として扱われる意義は失われたわけではないと考えているため、

本稿の課題Ⅰの解明において、それをある程度反映したいと考える。また、不足点②につ

いて、本稿の第四章で展開する現地調査の結果を考察することによって、それを補うよう
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にしたい。 

 

 制度の内容に関する先行研究 

日本では、改革後の人民参審員制度の構造に関する先行研究がほとんど行われていない。

大多数の先行論文はそれを研究の一部分として簡略的に紹介する程度にとどまっているが、

それを研究の目玉として詳細的に分析し、最高人民法院による「関於完善人民陪審員制度

的決定」の登場の社会背景を論じ、日本の裁判員制度との比較までもある程度行ったもの

として、2009 年の張光雲の「中国の人民参審員制度の沿革と概要―日本の裁判員制度との

比較―」が挙げられる21。 

張の論文は、制度改革の社会背景、現行制度の基本構造を分析し、その問題点を指摘し、

それに、参考図表のところに図表で裁判員制度と人民参審員制度とを比較した点で、示唆

に富むものである。しかしながら、張の論文において、制度構造に関する論述は 2004 年と

2005 年に公布した法律規定と司法文書だけに依拠して展開したものであるために、それ以

降に制定された関連法規等の内容が論文に反映されておらず、不十分と考える。その故に、

裁判員制度との比較の部分に補足すべき点は少なくない。しかも、その両国の制度を比較

したのに、その違いはどこにあるのか、なぜ異なっているのかという疑問について応えて

いないどころか、その問題意識はもともと提示されていないのである。そのために、その

比較することの目的が何かはわからない。本稿の第三章は改革後制度構造の分析を踏まえ

て、これらの疑問に答えを提示したい。 

 

総合的に考察する先行研究 

 日本では改革後の人民参審員制度に関する研究が盛んではない中で、2012 年の葉陵陵の

「市民の裁判参加に関する比較的考察（3・完）：アメリカ、日本及び中国を中心に」22およ

び 2013 年の徐行の｢中国における市民の司法参加システム――人民参審員制度｣23は人民参

審員制度の理念・内容・現実を総合的に論じている希少な先行研究である。 

 葉は論文の中で、まず中国における市民の裁判参加制度、つまり、人民参審員制度の歴

史を紹介し、制度の基にある根本的な理念が「人民司法」だと主張した。今度の制度改革

の理念をめぐる考察を行う本稿にとって、それは有益の示唆だと思われるが、葉論文には

それに関する更なる説明は一切存在しない。葉論文は新中国建国後、人民参審員制度を確

立する社会的基礎と意義を論じる時、「最高人民法院活動報告（1951 年度）」にある「人民

の司法活動は、人民に頼り、人民の便利を図り、人民に奉仕する仕事である。人民司法に

                                                   
21張光雲｢中国の人民参審員制度の沿革と概要－日本の裁判員制度との比較－｣専修総合科

学研究 17号(2009 年)257～285 頁参照。 
22葉陵陵｢市民の裁判参加に関する比較的考察(3・完)：アメリカ、日本及び中国を中心に｣

熊本法学 126 号(2012 年)162～222 頁参照。 
23 徐行｢中国における市民の司法参加システム――人民参審員制度｣比較法研究 75 号(2013

年)265～276 頁参照。 
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携わる者は全身全霊で人民に奉仕すべきである。したがって、民衆路線は人民司法活動の

基本的な問題の一つであり、人民陪審はその具体的な現れである。」（４頁）という内容を

引用したが、それで「人民司法」を人民に頼り、人民の便利を図り、人民に奉仕する司法

だと解しても相変わらず理解不能のままである。本稿の第一章の議論をもって、その概念

を解明してみたい。 

また、葉論文は改革の経緯を紹介するところ、制度改革の里程標とされる「決定」の登

場の意義について、当時の最高人民法院の院長である肖揚（2004 年）と副院長である沈徳

詠（2007 年）の制度改革に関する発言をまとめて、「その公布と実施は、社会主義民主政治

の新たな発展、社会主義法治国家建設の必然的な帰結、優れた司法伝統の発揚、「司法の民

主」の実現、「司法の公正」の促進、「司法の廉潔」の保証、「司法の権威」の増強、そして

司法制度改革を推進する新たな出発点を意味している」（９頁）と主張した。本稿で制度改

革の理念を解明するのに、「決定」の意義を分析することが不可欠であると思う。しかし、

葉の論文におけるその意義に関する執筆はそれだけに止まってしまった。社会主義民主政

治および優れた司法伝統が何か、どのように発展し、発揚しているのか、そして、司法民

主の実現、司法公正の促進、司法廉潔の保証、司法権威の増強がどのように制度改革によ

り、行われているのかは、葉論文は検討していない。本稿の課題Ⅰを解明できれば、これ

らの問題にも答えられると思われる。 

葉論文は、歴史を論じた後、現行人民参審員制度の対象事件範囲、人民参審員の選任手

続、人民参審員の権利・義務と裁判参加意識、合議体の構成と評議、人民参審員への管理

監督という五つの方面に関する法律規定を紹介し、現状を踏まえてその問題点と今後の課

題を指摘した点で、示唆に富むものである。ただし、葉の論述には以下のような不足が存

在していると思われる。①制度の実施現状を論じるのに、使う資料は量が少ないどころか、

概ねインターネットに掲載された他者の調査結果と論文などの真実性が保証できないセカ

ンド・ハンド資料である。②制度改革の将来の方向を図る重要な指標と考えられる 2010 年

から最高人民法院が全国で推し進める「呉中モデル」に関する論述はたった一頁の紹介に

とどまっているから、非常に不十分であると思われる。以上の不足①と②に関しては、本

稿は第四章をもってその二点を補う。③葉論文のタイトルに「比較的考察」という言葉が

付いているが、三カ国の制度を比較して、分析する内容が殆ど存在していないので、その

論文が名実伴わないものであると感じざるをえない。つまり、三カ国の各制度の間にどの

ような違いがあるのか、その違いが生じる原因が何かは、解明されていない。本稿の課題

Ⅱの解明において、それら問題にある程度答えたいと思う。 

 徐は、論文の、「はじめに」の部分で、人民参審員制度が議会制民主主義が確立されてい

ない中国で共産党政権の正当性を補強する役割を担っていること、それが日本、韓国の制

度と根本的に異なることだと指摘した上で、論文の本稿で制度の沿革と現行制度の内容を

概説した。それから、徐論文のⅣは制度の運用実態を論じながら、運用上の問題点を指摘

した。最後に、徐は人民参審員制度に関する改革の背後にある理念と制度設計、実際の運



11 

 

用との間に｢ずれ｣、ひいては矛盾が存在することを結論として指摘した。 

 徐論文が提出した政権正当性を補強することが制度の役割であること、それに、制度改

革理念と実際の制度には｢ずれ｣があるという観点は、本稿へ貴重なヒントを与えると思わ

れる。しかし、徐論文はその点について十分な理由説明を行っていないと感じている。具

体的に言えば、改革後の人民参審員制度は如何に役割を果たしているのかについて徐論文

は展開していないのである。しかも、徐論文に使われた現地調査の資料は上海市の基層人

民法院の人民参審員の男女別、学歴構成、身分に関するものしかないので、その結論を得

るのに十分とまでは言えないと思われる。そこで、本稿は第 4章と第 5章をもって上述の

徐論文の不足を補い、その未だに究明されていない疑問に解答を与えてみたいと思う。 

 

4 本研究の意義 

 以上の先行研究の検討を踏まえ、本稿は以下の点で学界に貢献できるのではないかと考

えている。 

(1)日本における中国の人民参審員制度に関する研究は少ないばかりでなく、人民参審員

制度について日本の裁判員制度と韓国の国民参与裁判制度と比較することを通じて行う研

究はほとんどない。さらに中国人研究者による日中韓の三か国の制度を比較する研究はは

じめての試みで、その学界の空白点を填補することができると考えられる。 

(2)本稿は、社会背景を念頭に置きながら、人民参審員制度の歴史的変容と各時期の理 

念を整理し、分析することによって、このような法制度を作り出す基盤を掘り下げ、ソビ

エト法から継受した影響と、大陸法から吸収した成分はいかに中国なりの伝統法理念と接

合したかを解明することができるのではないかと考えられる。また、本稿は実証的な研究

で現行制度の運用上のやり方を明らかにすることで、中国の裁判の場における民主主義と

は何であるのかを解明することができると考えられる。それはさらに中国民主化の平穏的

発展に対して重要な意義があると思われる。 

(3)本稿は、現行人民参審員制度を日本の裁判員制度および韓国の国民参与裁判制度と 

理念・構造・運用実態の面にいかなる違いがあるのか、比較的手法をもって考察すること

で、その違いの背後にある制度的・観念的要因を解明したい。本稿は先行研究で明らかに

されていない制度的・観念的要因およびその相互関係の解明をもって、いわば「中国特色

的司法制度」への理解を一歩進めることができると考えられる。 

 

5 裁判制度の概観および日本語訳・表記 

(1) 中国の裁判制度の概観24 

ここで、後述の議論を理解するために、必要とされる基本知識である人民参審員制度に

                                                   
24 現代中国の裁判制度の全体像については、木間正道・鈴木賢・高見澤磨・宇田川幸則『現

代中国法入門[第 6 版]』（有斐閣、2012 年）が詳細に論述するものである。ここでは、その

著作の 321～339 頁を参照した。 
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関連する現行裁判制度の概要を駆け足で見ておこう。 

① 人民法院の組織系統と審級管轄 

現行憲法と「法院組織法」（裁判所構成法に相当する）の規定に基づき、中国の裁判機関 

としての人民法院は基層人民法院、中級人民法院、高級人民法院と最高人民法院の 4級の

人民法院から構成されている。また、中国の裁判制度は四級二審制を採用している。 

最高人民法院は最上級の裁判機関であり、主要な職務は、地方各級の人民法院の裁判活

動を監督することのほか、全国範囲に影響を及ぼす重要な事件の裁判を行うことにある。

基層人民法院、中級人民法院、高級人民法院と称される地方各級人民法院は行政区画に基

づき設置される。 

 基層人民法院は、最下位のレベルの裁判機関で、県相当の行政区画に設置されていて、

その職務は、刑事・民事・行政事件の第一審を担当すること、公開裁判を必要としない民

事紛争と軽微な刑事事件を処理することと、人民調停委員会の作業を指導することにある。 

 中級人員法院は、省、直轄市、自治区に所属する市や自治州などの市レベルの行政区画

に設置されている。その裁判職務は、法律に基づき中級人民法院が管轄する第一審事件を

審理すること、基層人民法院から移送されてきた第一審事件の裁判を担当すること、およ

び下級人民法院の判決、裁定に対する上訴審または控訴審という第二審事件を裁判するこ

とである。担当する第一審事件の種類は、事件の類型によりそれぞれ違う。 

具体的に言えば、刑事訴訟の場合において、中級人民法院が管轄する第一審事件は、国

家安全に危害を及ぼす事件とおそらく無期懲役あるいは死刑の判決が下される一般的な事

件、外国人に関わる事件である。 

 中級人民法院が管轄する第一審民事事件は、重大な外交に関わる事件および管轄区域の

内に重大な影響のある事件、最高人民法院が指定した事件である。 

そして、行政訴訟について、中級人民法院が担当するのは、特許権を確認する事件と税

関に関する事件、国務院の各部門あるいは省、自治区、直轄市人民政府の行った具体的な

行政行為に対する訴訟事件、管轄区域の重大かつ複雑な事件が含まれる。 

そして、高級人民法院は、地方人民法院中で最も上級の人民法院で、人民法院組織法に

基づき裁判を行う事件が、各訴訟法が規定する高級人民法院が管轄すべき第一審事件並び

に下級人民法院が移送した第一審事件、上訴事件、控訴事件にあたる。各訴訟法に基づき、

高級人民法院が裁判を行う第一審事件というと、省、直轄市、自治区に影響を及ぼす重大

かつ複雑な事件を指している。総じて見ると、立法者が事件の重要さと複雑さをもって、

各級人民法院の裁判職務に関する法律を設けたと思われる。 

② 裁判官制度 

 現行の「法官法」（1995 年採択、2001 年改正）には、裁判官の資格、任免手続、昇進、

賞罰などに関する明文規定がある。ここで、その法律に基づき中国の裁判官制度の大筋を

紹介する。 

第一、 裁判官の資格 



13 

 

 中国における裁判官は、各級人民法院の院長、副院長、裁判委員会委員、廷長、副廷長、

裁判官と補佐裁判官を含む。「法官法」第四章の規定によると、裁判官となる資格条件は、

以下のとおりである。 

ア）中華人民共和国国籍を有すること； 

イ）23 歳以上であること； 

ウ）中華人民共和国憲法を擁護すること； 

エ）良好な政治思想、業務素質と勝れた人格を有すること； 

オ）体の健康であること； 

カ）原則として、法律専門の大卒以上であり、あるいは、同等の法律知識を有する法律

専門以外の大卒以上で、かつ、2年以上の法務経験を有する者である。その中、修士、博士

の学位を有する者は、その法務経験の年限は一年となる。 

また、「法官法」の 12 条により、初任裁判官は、司法試験に合格しなければならない。

さらに、同法の 10 条により、犯罪により刑罰を受けた者あるいは公職追放をされた者は、

裁判官に任用されないとされている。 

第二、 裁判官の任免 

「法官法」の第五章には裁判官の任免に関する規定が置かれている。それによると、各 

級人民人民法院の院長は、同級の人民代表大会により選挙され、罷免される。そして、副

院長、裁判委員会委員、裁判長、副裁判長と裁判員は当該法院院長の推薦に基づき同級の

人民代表大会常務委員会により任免される。補佐裁判官は当該法院院長により任免される。 

 裁判官の任免に対する審査は、裁判実績、思想道徳、法学修得の水準、勤務態度の四つ

の面から、上司と同僚による常時審査と年度審査が行われる。思想道徳というのは、党の

方針、政策を擁護し、党の紀律と社会道徳を守り、愛国心を持すること、を指す。裁判実

績は、裁判業務の遂行と取扱数などである。法学修得の水準とは、法律知識に対する精通

度や法学理論のレベルなどである。勤務態度は、裁判官の勤勉努力する精神、廉潔公正か

つ全身全霊で人民に奉仕する精神などにあたる。 

第三、 裁判官の昇進と考課 

 「法官法」の第七章と第八章、第十六章は、裁判官の等級と考課を規定している。それ

により、中国の裁判官は 12 等級に分けられ、最高人民法院院長は最上級の首席裁判官で、

低い順で 2級から 12 級までの裁判官は德才表現、裁判実績と勤続年数などに基づき、大裁

判官、上級裁判官、裁判官に分けられる。 

裁判官のレベルは、常時考課と年度考課によって、段階的に昇進する。裁判官に対する

考課は、所在裁判所で設けられる院長が委員長である裁判官考課委員会により実施され、

考課内容は、上述の裁判官の任免に対する審査の内容以外、勤務年数も含んでいる。 

③ 裁判体の形態 

 「人民法院組織法」は裁判体の形態に関する規定を設けている。第 10条の第一款は、「第

一審事件を裁判するにあたり、裁判官のみによって、または、裁判官と人民参審員によっ
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て、合議体を構成するものとする。簡単な民事事件や、軽微な刑事事件と法律に別段の規

定がある場合、裁判官１人が独任裁判を行うことができる」と規定している。 

つまり、第一審の事件の裁判は、基本的に合議体により裁判を行われ、軽い事件の場合

だけに、裁判官一人により扱われることも可能である。もっと簡単にまとめると、事件の

審理は合議審が原則的で、独任審が例外的である。また、同条の第三款により、合議体の

長としての裁判長は、当該人民法院の院長あるいは業務廷の廷長が指定した裁判官で、院

長または廷長が合議廷に参加する場合、院長あるいは廷長であらなければならない。 

 また、注目に値するのは、同法の第 11 条に基づき設けられている、頗る中国的特色を具

える司法制度と考えられている裁判委員会という裁判組織である。裁判委員会の職務は、

裁判経験を帰納することおよび重大的または複雑的な事件を議論することなどにあたる。

その成員は、院長を長とする当該人民法院のベテラン裁判官である。実際には、裁判委員

会が当該人民法院で扱われる事件の裁判結果に決定的な影響力を持する。 

 

(2) 日本語訳・明記 

原語の〔人民陪審員〕を本稿においては「人民参審員」と訳し、原語の〔法官〕を「裁

判官」と訳し、〔助理審判員〕を「補佐裁判官」と訳することにした。 

 また、原語の〔審判委員会〕を「裁判委員会」、〔合議庭〕を「合議体」、〔審判長〕を「裁

判長」とそれぞれ訳した。以上は本稿で頻繁に出現するものである。 

法令・司法解釈・通達名は原則として日本語に訳すが、意味が通じる場合、原語のまま

使うこともある。なお、公表されている日本語訳が存在する法令については、それを参照

したが、表記の統一のため修正を加えたものもある。 

書名は『 』で囲み、論文名は「 」をつけた。原文の引用には、「 」を使用し、中国

語の原語引用には〔 〕で囲んだ。特別な説明を( )に入れた。 

 

第 1 章 人民参審員制度の沿革と改革前の制度概要 

本章では、人民参審員制度の発展史を概観する。つまり、人民参審員制度はいかなるル

ートによっていかなる方向を目指したか、その紆余曲折を経てきたかという制度形成の歴

史変遷を鳥瞰し、また制度改革が始動する前にあたっては人民参審員制度がどのような構

造を形作っていたのかを明らかにし、その問題点を指摘する。以下では、この点を踏まえ

て、具体的な検討を行う。 

第 1 節 戦争の年代における人民参審員制度(1932 年から建国まで) 

 現行制度の原型は、1930 年代の革命根拠地で実施された中国共産党が旧ソ連の参審制度

を模倣して、作り出した人民参審員制度に遡る。その後、辺区時期、解放区時期25にわたっ

                                                   
25 1937 年 1 月、中国共産党は長征により延安に移動し、陝西省北部、甘粛省及び寧夏省東

部で中国共産党勢力の抗日根拠地を開拓し、中華ソビエト中央政府を設立した。同年の 7

月 17日に、日本の侵略が本格化するなかで、第二次国共合作が成立し、当時の国民政府は
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て人民参審員制度は内容が豊富になって、大きく発展してきた。  

 １ 革命根拠地における人民参審員制度に関する立法 

1931 年 11 月 7日、各地の農村革命根拠地から組み立てられた中華ソビエト共和国の臨時

中央政府（首都は江西省瑞金）が成立し、その後、憲法大綱、労働法、土地法およびソビ

エト組織法などの法律が制定され、中央の最高法院から地方の裁判所までの裁判機関が置

かれることになっていた。それとともに、裁判制度に関する法整備も行われていた。 

1932 年 2 月 1 日に、「中華ソビエト共和国軍事裁判所暫定組織条例」（原語は〔中華蘇維

埃共和国軍事裁判所暫行組織条例〕で、以下「軍事裁判所組織条例」、合計 34 ヵ条）26は、

一番初めての裁判制度に関わる法律として常設の最高権力機関である中華ソビエト共和国

中央執行委員会により公布された。「軍事裁判所組織条例」の 12条と 13 条には人民参審員

（原語が〔陪審員27〕、以下全部「人民参審員」）に関する内容が定めてある。当該法令の 12

条は、「初級軍事裁判所の法廷が裁判官一人と人民参審員二人の三人により構成される。高

級軍事裁判所で受理される第一審事件には、人民参審員が参加しなければならない。しか

し、終審裁判には人民参審員が参加せず、裁判所所長と裁判官が法廷を構成する」と規定

した。 

また、第 13 条は、「人民参審員は兵士から選ばれ、一週間に一回改選する。裁判を行う

期間中に、人民参審員は兵士の職務を履行しない。裁判終了後、元の部隊に戻る」と定め

た。しかも、第 14条の第三款に、「（付注二）重要ではない簡単な事件を裁判する場合、裁

判官一人による裁判が許される。」が規定された。これらの規定は、歴史中初めの人民参審

員制度に関わる条文であるが、非常に簡略的で、軍事裁判しか適用されないものであった

ので、この時期の人民参審員制度の基本的な骨組みを描き出すことができなかった。 

より明確な形で人民参審員制度を定めたのは、1932 年 6 月 9 日に、中華ソビエト共和国

の中央執行委員会が公布した「中華ソビエト共和国裁判所暫定組織及び裁判条例」（原語が

〔中華蘇維埃共和国裁判部暫行組織及裁判条例〕、以下「裁判所暫定条例」、合計 41 ヵ条）

28であった。当該「裁判所暫定条例」の第 13 条、第 14条、第 15条と第 19条によって、こ

の時期における人民参審員が参加する合議体の構成、人民参審員の選任手続、評議と評決

                                                                                                                                                     

そこを陝甘寧辺区と承認し、延安を辺区の首府と定め、国民政府行政院管轄の行政区画と

した。1937 年から 1945 年抗日戦争終結までの時期は辺区時期と呼ぶ。終戦後まもなく、国

民党軍が共産党根拠地に対する攻撃が始まり、中国が内戦状態に突入した。戦局を有利に

進めた共産党軍は辺区を含んだ占領地域を解放区として改編した。この頃から中華人民共

和国が成立するまでの時期が解放区時期である。 
26 この条例の全文は、韓延龍・常兆儒編『中国新民主主義革命時期根拠地法制文献選編（第

三巻）』（中国社会科学出版社、1981 年）294 頁～299 頁参照。 
27 近代中国では、陪審制というと、参審制と陪審制を区別せずに、普通の国民が裁判官と

とも裁判に参加する制度に理解されていた。陪審制と言う概念をどのように中国へ導入さ

れていたのかについて、孔暁鑫「中国における陪審制の立法構想の歴史検討（1）―清朝末

期～1949 年まで」早稲田大学大学院法研論集第 143 号（2012 年）183 頁～189 頁、と段暁

彦・俞栄根「“陪審”一詞的西来与中訳」法学家（2010 年第一期）参照。 
28この条例の全文は、韓延龍・常兆儒・前掲注（28）306 頁～312 頁参照。 
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の方法が定められた。具体的な内容は以下である。 

まず、合議体の構成について、第 13 条は「法廷は労働者により構成される。裁判所所長

あるいは裁判官が主審とし、その他、2 人の人民参審員が法廷に参加する。（付注：重要で

はなく簡単な事件は、裁判所所長あるいは裁判官 1 人で裁判するのも可。）」と規定してい

た。つまり、裁判体は、原則的には、裁判官 1 人と人民参審員 2 人で構成される合議体で

あり、裁判官が裁判長になる。しかし、簡単な事件は、裁判官 1 人で取り扱うことができ

る。 

それに、第 14 条は、「人民参審員が従業員組合、雇用農業労働者組合、貧農会及び他の

大衆団体によって選挙される。裁判一回ごとに 2 名の人民参審員が交代する。」と規定し、

人民参審員の選任手続、選任資格、任務の終了について定めている。 

さらに、同条例の 15 条で、「主審裁判官と人民参審員が多数決で判決を下す。多数決を

得ない場合、主審裁判官の意見に基づき、判決書の内容を決める。人民参審員が自分の意

見を強く堅持する場合、書簡で上級の裁判所に提出し、上級裁判所が当該事件に対する参

考とする」という。この評決方法について、多数意見に到達できない時、主審裁判官の意

見を優先させること、と人民参審員の留保意見を参考として上級裁判所に報告することか

ら、これが「中国共産党の指導下の旧ソ連の影響を受けた参審制の原型であり、そこでは、

結果的にあきらかに「主審の意見」が優位する形となっているのである」29と考えられる。 

最後に、忌避について、第 19条は「被告人との間に、親族関係または個人関係がある者

は、該当事件を裁判することができない。（人民参審員にも裁判官にも適用）」と規定して

いた。また、第 20 条によると、判決書には主審裁判官と人民参審員が署名あるいは捺印し、

その判決に対して責任を負わなければならないのであった。 

以上は、1931 年から 1937 年までの約 7年にわたって中国共産党が支配していた中華ソビ

エト共和国における人民参審員制度の基本構造である。それを実施していた期間と地域が

あまり限定されていたが、現行人民参審員制度の雛形はこの「裁判所暫定条例」に規定さ

れた内容によって、この時期に姿を現したと指摘されている30 。 

この時期において、法律草案の制定を担った者が中国共産党政権で最初の司法部長であ

った梁柏台である。梁は、1921 年 4 月モスクワ東方大学へ入って、マルクス主義やレーニ

ン主義をしっかり勉強し、1924 年初卒業してから、旧ソ連の極東のハバロフスク省に派遣

され、1931 年まで当地の裁判所で裁判官になって裁判を行いながら、ソ連の法律と法務を

研究していた。梁が 1931 年 5 月中国に戻って、9 月中華ソビエト共和国中央政府の所在地

であった瑞金に達し、中央司法委員会の委員に選ばれ、司法部の実際の責任者になり、法

律案の起草を職務として負わせられた31 。梁がソ連で勉強し、司法実務をした経験は中華

                                                   
29 通山昭治・前掲注(20) 97 頁参照。 
30孔暁鑫「中国における陪審制の立法構想の歴史検討（2・完）―清朝末期～1949 年まで」

早稲田大学大学院法研論集第 144 号（2012 年）113 頁参照。 
31金式中「論梁柏台対中共法制建設的貢献」遼寧行政学院学報第８巻第６期（2006 年）26

頁～27 頁参照。後に述べる「中華ソビエト共和国軍事裁判所暫定組織条例」と「中華ソビ
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ソビエト共和国時期における立法と司法が強いソ連の色彩、つまり、階級性、革命性と民

主性を植え付けられた原因の一つであると考えられる。 

 

2 辺区における人民参審員制度に関する立法 

1934 年から 1936 年にかけて、国民党軍に敗れた中国共産党指導部が中華ソビエト共和国

の首都であった瑞金を放棄し、国民党軍と交戦しながら、1万 2500km の長征を経て陝西省

延安に至り、その直後、抗日戦争の勃発した 1937 年 7 月に、陝西省北部、甘粛省及び寧夏

省東部で抗日根拠地を開拓し、陝甘寧辺区を設立した。その後、中国共産党の政権が実効

支配する地域が華北地区、華東地区などまでも広がって、現在の山西省、河北省、遼寧省、

内モンゴル自治区にまたがる地域で晋察冀辺区および晋西北抗日根拠地を設置し、山東省

と江蘇省で山東抗日根拠地と蘇北抗日根拠地を設置した。 

その地域において、中華ソビエト共和国時期に誕生した人民参審員制度が大きく発展し、

いくつかのそれに関する最初の単行法が公布され、実施されていた。代表的な例は、「晋察

冀辺区人民参審員制度の暫定条例」（原語が〔晋察冀辺区陪審制暫行弁法〕、以下「晋察冀

暫定条例」）、「晋西北人民参審員制度の暫定条例」（原語が〔晋西北陪審暫行弁法〕、以下「晋

西北暫定条例」）、「山東省人民参審員制度の暫定条例（草案）」（原語が〔山東省陪審暫行弁

法〕、以下「山東省暫定条例」）及び「淮海区32人民参審員制度の条例（草案）」（原語が〔淮

海区人民代表陪審条例（草案）〕、以下「淮海区条例」）である33。ここで以上の単行法に基

づきこの時期にわたる人民参審員制度の基本構造を明らかにする。 

まずは、対象事件は、「晋察冀暫定条例」第 2条と「晋西北暫定条例」第 2条によると、

普通の民事事件と刑事事件、秘密のない特別な刑事事件で、「山東省暫定条例」第 2条によ

ると、重要な民事、刑事事件で、「淮海区条例」第 2条によると、一切の民事、刑事事件で

ある。 

つぎに、選任手続については、それぞれ異なっていた。具体的な規定は以下である。 

「晋察冀暫定条例」第 3 条では、三人の人民参審員が労働者、農民、青年などによる抗

日救国会や犠盟界などの武装組織のような大衆団体によりお互いに推薦されるという。「晋

西北暫定条例」第 3 条によると、人民参審員と候補者各一人が労働者抗日救国会、農民抗

日救国会、青年抗日救国会、婦女抗日救国会と他の大衆団体から推薦され、それに、もう 1

人の人民参審員が裁判所により臨時に公正者から招聘され、裁判に列席する者が 3 人以内

に限定される。「山東省暫定条例」第 3条と第 4条に基づき、人民参審員が大衆団体により

                                                                                                                                                     

エト共和国裁判所暫定組織及び裁判条例」とも梁により制定されたものである。 
32 1940 年 9 月 18 日に、中国共産党が江蘇省沭陽県で淮海区専員公署という江蘇省抗日根

拠地政府の派遣機関を設立した。その専員公署が管轄する地域は漣水県、淮陰県、泗水県、

沭陽県、東海県、灌雲県、宿遷県、沭宿海県、漣灌阜県を含んで、淮海区と総称されてい

た。 
33これらの法律の全文は、韓延龍・常兆儒・前掲注（28）371 頁～374 頁、442 頁～445 頁、

449 頁～450 頁、474 頁～475 頁参照。 
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推薦される当該団体の代表者、あるいは参議会委員会から選ばれた代表者でなければなら

ないことである。そして、「淮海区条例」第 3 条は、「裁判所が裁判を行う時、区参議会、

県参議会及び県の大衆団体が 3 人以内の代表者を推薦し、裁判に参加させる。巡回裁判の

場合、事件が発生した地方の大衆団体および公正者から 1～3人までの者を招聘し、裁判に

参加させる」と規定していた。 

選任資格について、「晋察冀暫定条例」、「晋西北暫定条例」と「山東省暫定条例」は言及

されていないが、「淮海区条例」第 4条は、四つの条件を設けた。これは、①当地の住民に

信用されること、②抗日民主政府が成立した後、刑事処分を宣告された経験がないこと、

③人民参審員として参加する裁判所または県政府で他人との間に別の刑事訴訟に関わって

いないこと、④当事者または当該事件と関係がないことである。 

忌避に関して、「晋察冀暫定条例」第 4条と「晋西北暫定条例」第 5条は、忌避の事由を

規定していた。簡単にまとめると、当該事件の当事者と親族関係があること、当該訴訟手

続に関わったことがあることである。また、「晋察冀暫定条例」第 6条と「晋西北暫定条例」

第 5 条によると、忌避の事由がある場合、人民参審員が自ら身を引かないと、裁判官は職

権をもって人民参審員の忌避を令することができる。 

権限について、「晋察冀暫定条例」第 11条、第 12条、第 14条、第 15 条と「晋西北暫定

条例」第 11 条、第 12 条、第 13条、第 16条、「山東省暫定条例」第 5条、第 8条、第 9条、

第 10 条、「淮海区条例」第 7 条、第 8 条は、詳細に規定していたか大雑把に定めていたか

にかかわらず、同じ権限が与えられた。これは、裁判する時、主審裁判官を通じて、当事

者または証人へ尋問する権限及び評議する時、自らの意見を陳述する権限であった。しか

しながら、注意すべき点は、人民参審員は評決権を有していなく、その意見は裁判官が判

決を決する参考に過ぎなく、拘束力がなかったことである。 

そして、「晋察冀暫定条例」第 13 条と「晋西北暫定条例」第 18 条、「山東省暫定条例」

第 20条、「淮海区条例」第 11条には人民参審員が守秘義務を負うことが規定された。 

以上の論述から見ると、、辺区時期における人民参審員制度は、前の時期のと比べて相当

程度詳細になってきた。注意すべきはこの時期の制度に二つの変化が現れたことである。

一つは、人民参審員の意見が判決に対して、拘束力を持たなく、裁判官への参考意見にな

るということである。ただし、人民参審員の意見は拘束力がないとしても、この時期の裁

判へ大きな機能を果たした。なぜかと言うと、「裁判官単独の審理とは異なり、専門家では

ない陪審員34が審理にも加わることで、必然的に裁判官も陪審員に対してわかりやすい説明

を心がけることになり、その結果として、当事者に対する裁判も分かりやすいものとなり、

事件の解決も迅速化した。人民が陪審員として直接裁判に参与することによって、人民の

政治に対する積極性と責任感もまた呼び起こされた」35からである。 

もう一つは、人民参審員の範囲が更にひろくなってきたことである。この時期において、

                                                   
34 原文が〔陪審員〕で、本稿で人民参審員という。 
35孔暁鑫・前掲注（29）116 頁参照。 
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前の革命根拠地時期で鎮圧する対象とされた地主及び〔豪紳〕36も、抗日戦争を支持さえす

れば、人民参審員に選ばれるものとされた。この点から考えると、この時期の人民参審員

制度の民主化と民衆の参加の程度が、前の時期より相当に増やされたと考えられている37。 

 

3 解放区における人民参審員制度に関する立法 

抗日戦争を終えた直後、解放戦争、つまり、第二次国共内戦は勃発した。中国共産党が

支配した地域における人民参審員制度を含んだ裁判制度について、「解放戦争の初期、東北

解放区を除いて、辺区時期の裁判制度が基本的に踏襲された。中国共産党軍の勝利ととも

に、解放区が拡大しつつあり、新しい解放区で国民党政府の裁判制度が廃止され、中国共

産党政権の裁判制度が設立され、同時、各解放区は次第に繋がって、大きな解放区で人民

政府が次々と成立し、それに応じて、裁判機関も設置されていた。全体では、この時期の

各解放区の司法制度が一層発展し充実されていたが、前の時期と比べて、根本的な変化が

あまりない」38。 

しかしながら、解放戦争の後期では一種の臨時裁判所、つまり、人民法廷（原語が〔人

民法庭〕）が設置された。人民法廷で裁判を行う者は農民の大衆団体に選ばれた農民と政府

から派遣された人員とから構成される。このような裁判体は人民参審員制度の一種の特殊

な形態であると思われる。なぜかというと、人民法廷において対象事件は限定されて、そ

れに、裁判体の構成員も特定されていたからである。以下は関連条例に基づき論述する。 

ここで取り上げるのは、1947 年 12 月 24 日公布した「蘇皖辺区第二行政区における人民

法廷の組織に関する条例」（原語が〔蘇皖辺区第二行政区人民法庭組織弁法〕、以下は「第

二行政区条例」という）、1948 年 1 月 1 日公布した「東北解放区における人民法廷条例」（原

語が、〔東北解放区人民法庭条例〕、以下は「東北条例」という）、1948 年 2 月 23 日公布し

た「蘇皖辺区第六行政区における人民法廷の組織に関する条例」（原語が〔蘇皖辺区第六行

政区人民法庭組織条例〕、以下は「第六行政区条例」という）39である。 

まずは、対象事件について、「第二行政区条例」第 2条は、「土地改革40を再調査する期間

中、各級農民連合会は人民の意見に基づき人民法廷を設置し、一切の封建的悪いボスと反

動的地主を処罰し、すべての土地改革の再調査に違反するまたは破壊する犯罪を追及する

                                                   
36 権勢を振り回す地方の悪徳ボスであり、中国共産党の改造する対象でもある。 
37 劉晴輝・前掲注(19) 99 頁参照。 
38 李林「堅持和完善中国特色社会主義司法制度」学習与探索 2009 年第 5 期 145 頁参照。 
39これらの法律全文は、韓延龍・常兆儒・前掲注（28）582 頁～588 頁、607 頁～609 頁参

照。 
40土地改革は、「封建的地主制度を解体し、土地を実際に耕作している農民に所有させる農

民所有制または国家所有制へ変更する政策である。……土地改革は激烈的かつ複雑的階級

闘争で、封建階級の土地を農民に渡すことを任務とし、農業の発展を目的とし、新中国の

工業化を実現するために、新しい道を切り開く。……解放戦争時期において、一億五千万

人人口の解放区で土地改革がもう完成された。完成された」。許滌新・蘇星編『簡明政治経

済学辞典』（人民出版社、1983 年）11 頁～12 頁参照。 
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権限を持っている」と規定していた。「東北条例」第 2 条では、「農民大会またはその代表

大会による選挙、と上級人民政府の任命で、一切の土地改革に違反または破壊する事件を

裁判する人民法廷は設置される」という。そして、「第六行政区条例」第 2条によれば、「人

民法廷は人民が解放される利益を守り、一切の土地改革に違反または破壊する事件を処理

する権力機関である」が定められていた。これらの条文から見ると、人民法廷で裁判を行

う事件は、土地改革に関わる事件のみに限定されていることがわかるようになる。つまり、

土地改革に違反したり、その実施に逆らったりする犯罪行為しか人民法廷で裁判が行われ

なかったのである。 

つぎに、裁判体の構成について、人民法廷の裁判体は一般的に七人の委員によって構成

された人民法廷委員会（原語が〔人民法庭委員会〕であった。この委員会には農民団体か

ら選ばれた農民は多数を占めた。例えば、「第二行政区条例」第 3条によれば、人民法廷の

人民法廷委員会は農民大会に選ばれた七人から九人までの委員から構成され、その中、貧

農が三分の二を占め、一般の農民連合会の会員が三分の一を占め、しかも、農民連合会の

会長が主任委員であることが定められた。 

また「東北条例」第４条では、「村の人民法廷にある七人の裁判委員が村の農民大会また

は農民大会の代表大会に選挙された 6 人（貧農が多数占める）と区政府から派遣された一

人から構成される。……区の人民法廷にある五人の裁判委員が区の農民大会または農民大

会の代表大会に選挙された４人（貧農が多数占める）と県政府から派遣された一人から構

成される」というのが規定されていた。そして、「第六行政区条例」第 4 条は、「……甲、

県の人民法廷の裁判委員会は県人民大会またはその代表大会に選ばれた六人の委員、と行

政専署に任免された 1人の委員から構成される。」と定めていた。 

また、評決方法について、「第二行政区条例」第４条は、絶対多数決を決め、「東北条例」

第６条と「第六行政区条例」第 9 条は普通の多数決を決めた。どちらというと、裁判体の

構成員は、平等な裁判権限を持ち、自らの意見が拘束力があるのである。 

上述の解放戦争時期の人民法廷に関する規定に基づき、いくつかの要点を得られる。ま

ずは、土地改革に関わる事件を対象事件としていたことから見ると、対象事件が中国共産

党の政権正当性との相関性、換言すれば、政治上の重要性が高ければ高ほど、裁判体にあ

る人民参審員の比重が多くなり、権限も決定的になると考えられる。 

次ぎに、裁判体の構成員の身分が農民（主に貧農）あるいは公職者しかいないことから、

人民法廷は土地改革を徹底的に執行する政治目標を達成するため、国民の多数を占めた農

民の支持を得る機能を果たしていたと思われる。 

総じて言うと、人民法廷は、中国共産党が指導した革命の成功への手助けとなり、プロ

レタリア階級に属する貧農を組織の母体とし、（絶対）多数決という民主的評決方法を活用

していた。それで、人民参審員制度の一種である人民法廷は、同時に中国共産党政権下の

司法制度に欠かせない革命性、階級性と（大衆）民主性を具えているといえよう。 

以上の論述で建国前の人民参審員制度の概観を明らかにさせた。なぜこの制度が中国共
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産党によって 15 年ぐらいかかって革命根拠地から全国まで広げられ、発展してきたのかと

いうと、二つの理由があると考えられている。それは、「第一、中国共産党の根拠地がほぼ

農村で開拓していた。多数の農民の支持を獲得するため、司法は確固として多くの労働者

の利益を守り、大衆を自らの周りに団結させなければならない。中国共産党は、戦争の勝

利を得るため、……人民民主との民主主義を主張し、大衆路線を実施しなければならない。

政治民主が司法の場には必然に司法民主として表現される。……人民参審員制度の実施は、

人民民主と大衆路線の重要な表現であり、人民戦争へ参加しようと人民を動員する重要な

保証である。第二、人民参審員制度が広範に実施されていたことは当時革命根拠地で専業

人員の欠乏のためである。……実際に、当時、専業裁判官と非専業裁判官との間の境が明

瞭ではない。人民参審員が裁判に参加することを通じて、証拠の収集を助けて、有益な意

見を集め、また当事者に対して法律と理由を説明することができるようになり、結果とし

て、事件は迅速に正しく処理され」41る。 

この時期における人民参審員制度は、中国共産党の大衆路線を理念として、多数の国民

を革命に参加しようと動員する政治宣伝の道具だと指摘されている42。 

 

第 2 節 毛沢東時代における人民参審員制度(建国から 1978 年まで) 

 中華人民共和国成立後、人民参審員制度の歴史変遷に関する論述する前に、新中国の歴

史を概観しておきたい。 

現在、新中国の歴史について中国共産党の視点に立ち、新中国の成立した 1949 年から中

国共産党の第 11 期 3 中全会が行われた 1978 年までの 30 年を社会主義革命と建設時期は、

〔前三十年〕と言われ、1979 年から 2009 年にかけての 30 年を社会主義改革開放新時期は、

〔後三十年〕と言われている43。〔前三十年〕において、毛沢東は国家と中国共産党の最高

指導者の地位に立ち、マルクス主義・ソ連型社会主義を中国社会に導入しようとした一方、

〔後三十年〕には、鄧小平は事実上の最高指導者として、改革開放政策を推進し、市場経

済を社会主義の中国に導入しようと図った。したがって、この〔前三十年〕を毛沢東時代

と、〔後三十年〕を鄧小平時代と称えて間違いはないと思われる。 

本稿では、建国後の人民参審員制度についても、毛沢東時代の制度と鄧小平時代の制度

とを分けて論じる。この節では、1949 年から 1978 年までの毛沢東時代における人民参審

員制度を鳥瞰する。 

１ この時期における人民参審員制度の法整備 

建国後、人民参審員制度は法律や法律効力を持する通達などを制定することによって新

中国司法制度の中に重要な制度の一つとして確立された。 

                                                   
41 鐘莉『価値・規則・実践：人民陪審員制度研究』（上海人民出版社、2011 年）28 頁。 
42 鐘莉・前掲注（43）28 頁参照。 
43 梅宏「如何正確評価改革開放前後的両個 30 年」中国共産党新聞網

http://dangshi.people.com.cn/n/2013/0219/c85037-20530313.html（最終アクセス日、2013

年 8 月 15 日）参照。 

http://dangshi.people.com.cn/n/2013/0219/c85037-20530313.html（最終訪問日、2013
http://dangshi.people.com.cn/n/2013/0219/c85037-20530313.html（最終訪問日、2013
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この時期において、人民参審員制度を明記した法律は、1951 年 9 月 4 日に公布した「人

民法院の組織に関する暫定条例」（原語が〔中華人民共和国人民法院暫行組織条例〕、以下、

「暫定組織条例」と略す。1987 年 11 月 24 日に失効した。）および 1954 年 9 月 20 日に通

過された「中華人民共和国憲法」（原語がそのままで、以下、「54 憲法」と略す。1975 年 1

月 17 日に失効した。）、1954 年 9 月 21 日通過された「中華人民共和国人民法院組織法」（原

語がそのままで、以下、「54 組織法」と略す。1980 年 1 月 1 日に失効した。）である。 

以上の法律にある制度に関わる条文の数とその内容は、それぞれ違う。「暫定組織条例」

は建国後初めて人民参審員制度の実施を規定した法律として、その第 6 条のみをもって、「人

民の裁判への参加を容易にするため、人民法院は事件の性質をみて、裁判で人民参審員制

度を実行すべきである。人民参審員は担当している事件について、調査に協力し、裁判に

参加し、意見を提出する権限を有する」と規定し、人民参審員の権限だけを明言した。そ

して、「54 憲法」には人民参審員制度を言及した条文は、「人民法院は法律に従い、人民参

審員制度で裁判を行う」と定めた第 75 条しかないが、これによって人民参審員制度が憲法

原則として位置付けられた。 

この二つの法律と比べて、やや詳細に制度の具体的規定を置いたのが「54 組織法」であ

る。まず、制度の対象事件について、「54 組織法」第 8 条は「人民法院は人民参審員制度で

第一審裁判を行う。しかし、簡単な民事事件、軽微な刑事事件と法律に別段の規定がある

場合を除く。」と規定していた。それによって民事、刑事または行政をとわず、第一審事件

の裁判は原則として人民参審員制度で行うようになった。 

そして、合議体の構成について、同法の第 9 条によれば、人民参審員制度で第一審事件

を裁判する場合、裁判官と人民参審員から構成される合議体が担当することと裁判官が合

議体の主審裁判官であることが定められた。また、人民参審員の資格について、「54 組織法」

第 35 条によれば、人民参審員として選ばれる者は 23 歳以上、選挙権と被選挙権を持って

いる公民であらなければならない。第 36 条は、人民参審員が裁判官と同じ権限を持するこ

とを規定していた。そして、人民参審員制度の義務、手当について、第 37 条に基づき人民

参審員は人民法院が知らせた裁判時間によって、人民法院に着いて裁判職務を履行しなけ

ればならない義務があること、裁判に参加する間に、人民参審員は元職場から給料を支払

われ、もしそもそも給料がない場合、人民法院から適当な手当を支払われることが定めら

れていた。また、人民参審員の選任について、「54 組織法」第 35 条第二款に基づき、各級

人民法院における人民参審員の定員、任期と選任方法が司法部により別に規定されていた。 

それで、司法部は 1956 年 7 月 21 日に「54 組織法」第 35 条第二款を法的根拠として「人

民参審員の定員、任期と選任方法に関する指示」（原語が、〔司法部人民陪審員的名額、任

期和産生弁法的指示〕、以下、「56 司法部指示」。）という規則を制定した。そして、最高人

民法院は、1963 年 2 月 21 日に、「基層の普通選挙とともに人民参審員を選挙することに関

する通知」（原語が〔最高人民法院関与結合基層普選選挙人民陪審員的通知〕、失効した時

期不明、以下「63 最高院選任通知」）という通達を公布した。この二つの法的効力がある規
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則と通達の内容は、「①原則として 1 人の裁判官に 2 人の人民陪審員を配備する。②人民陪

審員の任期は 2 年とするが、再任を妨げない。③人民陪審員の職務執行期間は一般的に毎

年 10 日を超えないが、参加する事件の審理がなおいまだ完了せず、また必ず元の人民陪審

員が参加しなければならない場合、酌量して延長できる。④基層人民法院の人民陪審員は

住民の直接選挙かまたは基層人民代表大会の選挙によって選出される。⑤中級人民法院の

人民陪審員は、同級人民代表大会の選挙によって選出されることができ、相応する機関、

人民団体、企業の職員の中から推薦によって選出されることもできる。⑥高級人民法院の

人民陪審員は相応する機関、人民団体、企業の職員の中から推薦によって選出される。⑦

高級人民法院と中級人民法院の人民陪審員は臨時招請の方法によって選出されることもで

きる」44と帰納される。 

注意すべき点は、以上の法律や規則などには、この時期における人民参審員が参加した

合議体の構成員の人数と割合、評議方法に関する条文は存在しなかったということである。

1979 年 7 月 1 日に中国の初めの訴訟法である刑事訴訟法を制定するまで、この状況は続け

られていた。 

1957 年 5 月 18 日、1962 年 8 月 31 日、1963 年 3 月 1 日、1963 年 3 月 13 日、1963 年

4 月 1 日、1963 年 4 月 10 日に、「中華人民共和国刑事訴訟法の草案」45（原語が〔中華人

民共和国刑事訴訟法草案〕、以下は「刑訴法草案」と略す）は順次に提出されていた。その

草案には、合議体の構成、評議方法に関する条文が定められた。60 年代にわたる政治運動

のために、これらの草案は、どちらも法律になっていなかったが、その中にある合議体に

関する内容を整理することによって、当時の立法者の考え方を明らかにするのに有益であ

ると思われる。 

まず、合議体の構成員の人数と比率については、1957 年 5 月 18 日の「刑訴法草案」は、

1962 年 8 月 31 日の草案、1963 年 3 月 1 日のと同じ、地方各級人民法院は第一審事件を裁

判するにあたり、法による独任制の裁判の場合を除き、裁判官 1 人と人民参審員２人から

なる合議体を構成し、裁判官を主審裁判長に任命すること、及び最高人民法院は第一審事

件を裁判する場合、裁判官 3 人と人民参審員 2 人または 4 人から合議体をこうせいするこ

とを規定した。その後の三つの草案は、最高人民法院における人民参審員が参加する合議

体の内容を削除し、各級人民法院は第一審事件を裁判するにあたり、法による独任制の裁

判の場合を除き、裁判官 1 人と人民参審員２人による合議体を構成し、裁判官を主審裁判

長に任命することを定めた。 

この二つの法案は、どちらも地方レベルの人民法院で行う人民参審員が参加する裁判の

場合、裁判官 1 人と人民参審員 2 人からなる合議体の形態を採った。違うのは、最高人民

法院における合議体の構成について、前者は裁判官 3 人、人民参審員 2 人か 4 人を主張し

                                                   
44 葉陵陵・前掲注(21) 5 頁参照。 
45 これらの草案の全文は、呉宏耀・種松志編『中国刑事訴訟法典百年（1906 年～2012 年）

（中冊）』（中国政法大学出版社、2012 年）457 頁～723 頁参照。 
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たのに対して、後者は、裁判官 1 人、人民参審員 2 人を採用した。前者の理由については、

1957 年 7 月、1957 年の「刑訴法草案」を提出した当時の最高人法院の〔党組〕46は「最高

人民法院が管轄する第一審事件はすべて全国に影響を与える特段に重大な事件、しかも、

下した判決や裁定は終審のもので、慎重に取扱われるべきである。したがって、最高人民

法院で行う第一審事件の合議体は少なくとも 3 人の裁判官が配置されるべきだと思う。人

民参審員の人数については、民主主義原則に適うために人民参審員の人数を裁判官より多

くしなければならないと主張している者がいるが、法律にそのような強制的規定がないの

で、人民参審員の数が必ずしも裁判官より多くない」47と述べた。後者の理由について、「最

高人民法院が受理した第一審事件は、成立から現在まで人民参審員制度で裁判を行ったこ

とがない。しかも、この事件の大部分は特殊な事件で、判決が終審的である。したがって、

最高人民法院で人民参審員制度を実施することは意味がなく、人民参審員の選任も容易で

はない」48ということが挙げられた。 

合議体の評議手続と評決方法については、1957 年「刑訴法草案」第 33 条と第 34 条によ

って評議は公開ではなく、主審裁判長の指導に従い行われ、人民参審員が最初に発言し、

評決の時、合議体の構成員が評決権を放棄せずに、多数決で裁判の結果を決定し、もしも

重大かつ複雑な事件の場合、多数意見を得られなければ、裁判長へ裁判委員会の判断を求

めようと提出し、裁判委員会の判断結果を執行しなければならないという方式が定められ

た。その後、1962 年 8 月 31 日の草案と 1963 年 3 月 1 日の草案は、前の草案にある合議体

の構成員の発言順序を削除し、他の内容は保った。これに継いで、1963 年 3 月 13 日の草

案と 1963 年 4 月 1 日の草案、1963 年 4 月 10 日の草案は合議体が多数決で評決し、多数決

を得られない場合、裁判長へ裁判委員会の判断を求めようと提出し、裁判委員会の判断結

果を執行しなければならないという内容を同じ規定した。それで、最後の草案は、最初の

草案に規定された主審裁判官が合議体の指導者であること及び合議体の構成員の発言順序

の内容を捨てて、法律上、合議体の構成員全員へ平等な立場を与え、評議において自由な

発言を促すようとする案を採ったといえよう。残念ながら、この草案は直ちに登場した政

治運動のために、結局法律として制定されなかった。その後、1979 年 7 月 1 日に中華人民

共和国初めの刑事訴訟法が制定されるまで、刑事訴訟法だけではなく、民事訴訟法と行政

訴訟法とも、建国から約 30 年ぐらい存在しないままであった。しかも、1966 年から始ま

った 10 年間に及ぶ文化大革命において、法や司法制度全体が壊滅的な破壊を受けたため、

司法の一制度にすぎない人民参審員制度はもはや存在の土台を失ってしまったと考えられ

ている49。 

以上はこの時期における人民参審員制度の法律とそれに関わる立法活動を概観するもの

                                                   
46 最高人民法院にいる中国共産党党員から構成された党の組織で、決定的権力を持してい

る。 
47 呉宏耀・種松志・前掲注（47）726 頁参照。 
48呉宏耀・種松志・前掲注（47）759 頁参照。 
49 葉陵陵・前掲注（21）5 頁参照。 
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である50。総じて見ると、この時期における制度の法整備は建国前より一層進歩し、人民参

審員制度を憲法により基本的司法制度として確立し、制度の対象事件、人民参審員の資格、

選任、権限及び義務、手当など制度の基本的内容を定めたが、合議体の構成と評決・評議

については何の法的規則も制定されなかったので、まだ不十分だと思われる。 

 

 2 この時期における人民参審員制度の運用状況 

 多くの学者は、「54 憲法」と「54 組織法」の規定によって人民参審員制度は新中国の憲

法的意味を有する基本的司法制度になって、その後、司法部と最高人民法院がそれに応じ

て法的効力のある制度に関する通達を公布したことなどの法整備並びに当時の高騰してい

る政治情熱をもって、建国から文化大革命の始まった 1966 年までの時期を制度の光り輝く

時期であると称している51。 

しかしながら、この時期の運用状況については、一部の学者は、最高人民法院が 1961 年

8 月 3 日に江蘇省高級人民法院へ提出した「多くの裁判所では人民参審員制度が実際にすで

に実行されていなかった」と記載した「徹底的に人民参審員制度を実施することに関する

書簡」（原語が〔関於認真貫徹執行人民陪審員制度的復函〕）という司法書簡を根拠として、

建国から 1978 年まで人民参審員制度が実際に長期間にわたって採用されず、実務上重視さ

れていなかったと考えている52。 

これに対して、もう一つの観点は、人民参審員制度の運用は建国から 1953 年までの 4 年

間と 1958 年から 1978 年までの 20 年間には衰えていたが、1953 年から 1958 年までの 5

年間はブームを迎えたと主張している53。 

なぜかと言うと、全国の人民参審員の数について、「人民参審員の定員、任期と選任方法

に関する指示」に記載された内容に基づき、1956 年には全国に及ぶ 20 万ぐらいの人民参

審員が選任され、当時の総人口数に比して、この年の人民参審員が占める比率は歴史上で

最高だったと言える。それに、1952 年、国民党の司法人員を人民法院から追放した政治運

動の影響で、当時の人民法院の裁判官の人数は非常に不足し、裁判官の法律学の素質の低

下も深刻となった。そこで合議体を構成し、裁判官の裁判を助けるために、人民参審員制

度を活用し、多くの人民参審員を選任し、裁判に参加させた54。 

                                                   
50 この時期における人民参審制度の法整備については、通山昭治・前掲注（20）と同作者

の「五四年憲法下の中国人民参審員制度（下・完）」九州国際大学法学論集第 12 巻第 2・3

合併号（2006 年 3 月）には詳細な論述が展開された。 
51 張光傑・王慶廷「歴史、現状、未来――対我国陪審制度的法理解読」北華大学学報（社

会科学版）第 6 巻第 3 期（2005 年 6 月）85 頁、曹永軍「我国人民陪審員制度興衰的原因

和改革設想」当代法学第 21 巻第 3 期（2007 年 5 月）158 頁参照。 
52 王敏遠「中国陪審制度及其完善」法学研究 1999 年第 4 期（1999 年）29 頁、劉晴輝・前

掲注(19)105 頁、懐効鋒・孫本鵬『人民陪審員制度初探』（光明日報出版社、2005 年）4 頁

参照。 
53鐘莉・前掲注（43）37 頁、46 頁参照。 
54鐘莉・前掲注（43）30 頁、31、46 頁参照。 
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しかも、1958 年から、県レベルの市を初め、多くの地方において、当地の人民法院は人

民検察院、警察部門と共同で事務を取り始め、さらには、「政治公安部」に合併していた。

それに、文化大革命以前、刑事事件の判決が当地の中国共産党の委員会に審査され、批准

されることは、普遍的なやり方であるようになった。多くの民事事件の裁判でも、当地の

中国共産党の委員会の指示に従い、行わなければならなくなった55。このようなやり方によ

り人民参審員制度の実施が衰えていく傾向は 1958 年から、ずいぶん濃くなったと考えられ

ている。 

 1966 年から 1976 年にかけて 10 年にわたる極度の「法律虚無主義」（法的ニヒリズム）

に彩られた文化大革命においては、全国人民代表大会は 1975 年 1 月 17 日に当時の急進的

な極左の政治情勢に応じて左翼の憲法を通過したが、そのほかには何の法律も制定しなか

った。この時期には、国家と人々の活動を規制するのは、党または政府による制定された

政策文書のほかはない。しかも、この文化大革命を総括した 1975 年改正された憲法には人

民陪審員制度の条項はが存在しなかった。 

したがって、人民参審員制度は、言うまでもなく、「法や司法制度全体が壊滅的な破壊を

受けたため、……早くもその存在の土台を失ってしまった」56から、法律上にも実務上にも

消失した。この「無法」の混乱状況は、1976 年文化大革命の終焉とともに直ちに終えたわ

けではなく、その後、1978 年改正した憲法の登場まで続けられた。 

 総じて見ると、毛沢東時代にわたる人民参審員制度は、建国直後の暫しの五年間を除い

て、あまり有効的に運用されていなかったと考えられる。この理由は、文化大革命のよう

な政治運動のほか、挙げられるのは主に次の三つがあると考えられいる。つまり、「第一、

当時の「54 憲法」及び「54 法院組織法」は人民参審員制度を規定し、しかも、最高人民法

院と司法部とも制度の運用を指導する通達を公布したが、結局、これらはほぼ原則的規定

で、裁判所あるいは普通の公民が実施する時、参照する細則を提供できるのは少なすぎる

から、これは制度を実施するのに深刻に妨げないわけにはいかなくなる。第二、周知通り、

中華人民共和国の成立した後、党と政府は法律を重要的かつ根本的な国家と社会を治める

方法と考えていなかったから、司法実務の局面も狭く、訴訟も余り多くなかったのである。

これも人民参審員制度の運用にとって不利である。第三、経験によって、ある制度の機能

を果たしたいと、この制度に組み合わせてセットする有効な制度を設けて、機能を果たさ

せることが必要である。人民参審員制度にとっては、訴訟構造の改革、弁護士制度の存在

などが必要である。これらの先決条件を満たさなければ、単なる人民参審員制度は真に機

能を果たすのは難しい」57というものである。 

 

                                                   
55鐘莉・前掲注（43）37 頁参照。 
56 張光雲・前掲注(21)260 頁参照。 
57 懐効鋒・孫本鵬・前掲注（54）4 頁参照。 
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第 3 節 鄧小平時代における人民参審員制度(1978 年から 2004 年まで) 

 この節においては、中国の第三回憲法改正を行った 1978 年 3 月 5 日から今度の制度改革

の里程標とする「決定」を公布した 2004 年 8 月 28 日にかける 26 年間に人民参審員制度

の法整備と運用実態を把握した上で、この時期の人民参審員制度の基本構造を明らかにし、

存在していた問題点を指摘し、最後に、制度改革を促す動機を検討することを試みたい。 

１ この時期における人民参審員制度の法整備と運用状況 

 1978 年の第三回憲法改正によって人民参審員制度が再び設けられ、根本的な司法制度と

して確立されたが、1982 年の第四回憲法改正でこの制度に関する規定が保留されず、これ

以降、憲法で定める司法制度ではなくなってきた。しかも、1982 年から 2004 年にかける

22 年の間には、制度の適用率は低下しつつあり、司法裁判の中で徐々に苦境に陥った。そ

れで、後の論述は 1982 年を分割線として 1978 年から 2004 年までの時間を回復期と衰退

期とを分けて展開する。 

（1）1978 年から 1982 年までの回復期における法整備と運用状況 

 1978 年 3 月 5 日に改正された〔中華人民共和国憲法〕（以下は、「78 憲法」と略す）の第

41 条第二款によって、「人民法院は大衆の代表が人民参審員として合議体に参加する制度で

裁判を行う。重要な反革命事件に対して、大衆を動員し、議論に参加させ、意見を提出さ

せなければならない」というものが規定され、人民参審員制度は再びと憲法による定めら

れた司法制度であるようになった。この条文の言語から見ると、制度にはまだ大衆を動員

する極左の雰囲気がある程度残ったと考えられる。 

 また、1979 年 7 月 1 日に改正され、7 月 5 日に公布された〔中華人民共和国組織法〕（以

下は、「79 組織法」と略す）の第 9 条では「第一審事件の裁判は人民参審員制度を実行する。

しかし、簡単な民事事件または軽微な刑事事件と法律に別段の規定がある場合を除く。」と

いうことが規定され、第 10 条では「人民法院の裁判は合議体により行われる。第一審事件

の裁判は、裁判官と人民参審員から構成した合議体で行う。しかし簡単な民事事件、軽微

な刑事事件と法律に別段の規定がある場合を除く。控訴あるいは上訴事件の裁判は、裁判

官のみから構成した合議体で行う。合議体の主審裁判官は院長あるいは業務法廷の廷長に

より指定された裁判官である。院長や廷長が事件の裁判に参加する場合、自身が主審裁判

官である。」と定められた。 

それに、同年の 7 月 7 日に公布され、1980 年 1 月 1 日から施行された新中国の初めの訴

訟法であった〔中華人民共和国刑事訴訟法〕（以下は、「79 刑訴法」と略す）にも人民参審

員制度に関する条文が設けられている。この法律の第 9 条では刑事訴訟の基本原則として

人民参審員制度を法に従い適用することを定めた。また、同法の第 105 条は、「基層人民法

院、中級人民法院で第一審事件の裁判を行う場合、裁判官 1 人、人民参審員 2 人から合議

体を構成しなければならない。しかし、被害者が提訴する事件や他の軽微な刑事事件を裁

判する場合、裁判官１人による単独審が可。高級人民法院、最高人民法院で第一審事件の

裁判を行う場合、1 人から 3 人の裁判官と 2 人から４人の人民参審員から合議法廷を構成す
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べきである。人民参審員は裁判官と同等の権利を持する。上訴または控訴事件の裁判は、

３人から５人の裁判官のみから構成する合議体により行われるべきである。合議体の主審

裁判官は院長や廷長によって指定される。院長や廷長が合議体に参加する時、自身が主審

裁判長である。」と規定し、人民参審員制度を一層詳しく定めた。 

 上述の法律以外、最高人民法院は 1978 年 3 月 27 日に「人民法院で裁判に参加する大衆

代表の選任方法に関する通達」（原語が〔関於人民法院陪審的群衆代表産生弁法的通知〕以

下、「78 選任通知」という）という通達を公布した。それに基づき人民参審員の定員、任期、

選任方法については、司法部が 1956 年 7 月 21 日に制定した「人民参審員の定員、任期と

選任方法に関する指示」という規則及び最高人民法院が 1963 年 2 月 21 日に公布した「基

層の普通選挙とともに人民参審員を選挙することに関する通知」を踏襲するように定めら

れた。 

 以上の法律と通達によって対象事件と合議体構成、人民参審員の権限、選任方法、任期、

人民法院の人民参審員の定員など制度の骨組みは立て直された。この時期の制度の運用実

態につては、実証資料が存在しないが、あまり普遍的ではなく、ほぼ文化大革命にわたる

政治運動による冤罪判決を改める事件と刑事事件を裁判する場合のみに採用されていたと

考えられている58。 

（2）衰退期における法整備とその実践 

 1982 年 12 月 4 日の 5 期全国人大 5 回会議において現行の憲法（1988 年、1993 年、1999

年、2004 年の 4 度にわたり修正を行った。以下、現行憲法という）は、「78 憲法」に対す

る全面改正作業という形をとって採択・公布・施行された。これによって現行憲法には人

民参審員制度に関する規定が削除され、「54 憲法」と「78 憲法」で憲法原則とされた人民

参審員制度が廃止されてしまった。学界においてのこの憲法上の変動が起こした制度の合

憲性の有無に関する論争については本稿の第二章にて詳しく分析する。 

また、1983 年 9 月 2 日に「79 組織法」を修正する際に、人民参審員が第一審の裁判の合

議体への参加が必須条件から任意選択へ変わった。この後、1986 年 12 月 2 日に二度目の

修正を経ながらも、その変化の結果を保留した（以下、「86 組織法」という）。 

しかも、1982 年 3 月 8 日に制定された暫定法としての「民事訴訟法（試行）」（原語が〔中

華人民共和国民事訴訟法（試行）〕）には第一審の裁判が人民参審員が参加しない合議体に

より行われることも認められるようになった。この後、1991 年 4 月 9 日に採択された正式

の民事訴訟法（以下、「91 民訴法」という）は、その内容を踏襲し、それに、合議体の構成

員の人数が単数でなければならないと規定した。 

1990 年 10 月 1 日に施行された中国初の行政訴訟法（以下、「行訴法」という）にも人民

参審員制度に関する条文が設けられている。これは、当該法律の第 46 条によって、行政訴

訟における第一審事件の裁判が人民参審員と裁判官から構成する合議体あるいは裁判官の

みからなる合議体により行われ、合議体の構成員人数が三人以上であるというものである。

                                                   
58 王敏遠・前掲注（54）30 頁参照。 
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この法律は現在まで一度も修正されずに、適用されてきた。 

「79 刑訴法」は 1996 年 3 月 17 日に修正を経て、「96 刑訴法」になった。それによって、

刑事訴訟における人民参審員制度の適用は元来の強制的なものから現在の任意的ものに変

わって、高級人民法院と最高人民法院で行う第一審事件の裁判で構成する合議体の人数も 3

人から 7 人までであるようになった。 

 この法律以外、上述した最高人民法院が 1978 年公布した「78 選任通達」は、2004 年 12

月に新しい人民参審員の選任に関する通達を公布するまで法律効力を有しつつあったこと

に充分な注意を払うべきである。これによって 1963 年 2 月に制定した「56 司法部指示」

と「63 最高院選任通知」が定めた人民参審員の選任方法は文化大革命による 10 年混乱期を

除いて 1963 年から 2004 年までずっと法律上認められていたと判断できる。  

 また、この時期にわたって各地方で人民参審員制度に関する規定は当地の人民代表大会

常務委員会または人民法院によって制定され、施行されていた。例えば、武漢市人大常務

委員会で 1991 年 12 月 21 日に通過し、1997 年 8 月 22 日に修正された〔武漢市人民陪審

員条例〕（以下、「武漢市条例」59という）と山西省人大常務委員会で 1980 年 7 月 10 日に

通過し、1996 年 1 月 19 日に修正された〔山西省人民陪審員選挙方法〕（以下、「山西省選

挙法」60という）という地方性法規、上海市高級人民法院が 2003 年 1 月 1 日に制定した〔上

海市高級人民法院人民陪審員管理弁法〕（以下、「上海高院弁法」61という）と上海市金山区

人民法院が 2000 年 10 月 1 日に制定した〔人民陪審員工作規則〕（以下、「金山区規則」62と

いう）という通達などが挙げられる。 

 司法実務においては、1985 年から 1997 年まで全国の人民法院における人民参審員が参

加した事件は毎年増加していたが、第一審裁判の参審率63は、衰退期というタイトルに名実

相伴って 1985 年の 51．25%から 1997 年の 22．91%まで低下した64。その後、この状況は

2005 年 5 月 1 日に「決定」を施行するまで改善されずに続けられていた。 

人民参審員が参加した裁判においても、人民参審員は往々にして裁判官の意見に同調し、

                                                   
59北大法意

http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&rid=7149

8（最終アクセス日、2013 年 8 月 20 日）参照。 
60北大法意

http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&rid=3277

（最終アクセス日、2013 年 8 月 22 日）参照。 
61 北大法意

http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=555

787（最終アクセス日、2013 年 8 月 22 日）参照。 
62 北大法意

http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=675

701（最終アクセス日、2013 年 8 月 22 日）参照。 
63 参審率は人民参審員が参加した合議体による事件の数が全ての合議体による第一審事件

の数に占める比率である。 
64 彭小龍『非職業法官研究』（北京大学出版社、2012 年）202 頁~206 頁参照。 

http://china.findlaw.cn/fagui/gj/22/17009.html（最終訪問日、2013
http://china.findlaw.cn/fagui/gj/22/17009.html（最終訪問日、2013
http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=555787
http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=555787
http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=675701（最終訪問日、2013
http://www.lawyee.net/Act/Act_Display.asp?ChannelID=1010100&KeyWord=&RID=675701（最終訪問日、2013
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合議体の法定員数を満たすための「陪席員」となってしまった。人民参審員が実際に果た

した機能に関する最高人民法院の調査によると、52.9%の者は人民参審員制度が司法公正に

対して象徴的意味しか持たないと思い、ひいては、17.2%の者はこの制度が名ばかりの存在

だと主張した一方、制度が裁判の質を保証することに役立つと思う者は、24.7%に止まり、

裁判官の人数不足を補いまたは法律を普及することに役立つと思うのは 5.2%に過ぎない65。 

このように衰退期の人民参審員制度は制度として残っているものの、徐々に形骸化され

ていく状態に陥った。 

 

2 旧制度の概要と問題点 

 ここでは 1978 年から 2005 年 5 月 1 日に「決定」を施行する前まで行われていた人民参

審員制度を旧制度といい、上述の法律や通達などの規定に基づき旧制度の主な内容を描き

出し、それに存在する問題点を指摘する。 

（1） 対象事件と審級 

 「90 行政訴訟法」第 46 条と「91 民訴法」第 40 条、「96 刑訴法」第 147 条に基づき、行

政、刑事または民事を問わず、簡単な民事事件、軽微な刑事事件並びに別の法による単独

審を適用する事件を除いて、第一審事件の裁判は人民参審員が参加する合議体か裁判官の

みからなる合議体により行われることが定められた。つまり、普通の民事・行政・刑事事

件においては人民参審員制度の適用は可能である。 

 また、審級については、「86 組織法」第 10 条に基づき第一審に限られていた。控訴審で

の人民参審員の参加は認められていなかった。 

 しかし、以上の法律には人民参審員制度を適用する事件の標準を規定する条文は存在し

ない。その結果、どのような事件に制度を適用するかは当事者の意思と関係がなく、人民

法院の担当する裁判官のみによって決定されるようになった。それで、実際に、人民法院

の需要だけが制度を適用するかしないかを決める理由であるようになってしまった。 

（2） 人民参審員の職権と忌避 

 「86 組織法」と「90 行訴法」は人民参審員の権限について言及していなかったことに対

して、「91 民訴法」第 40 条第三款も「96 刑訴法」第 147 条第三款も、「人民参審員が裁判

官と同等の権限を有する」と定めていた。しかし、「91 民訴法」第 42 条と「96 刑訴法」第

147 条第 6 款に基づき合議体の長である主審裁判官として務める者が人民参審員ではなく、

院長または廷長による任命される裁判官にはほかならないことであった。なお、「86 組織法」

には忌避に関する規定がないが、「90 行訴法」と「91 民訴法」、「96 刑訴法」は〔審判人員〕

（つまり、裁判する者）に対して同じ忌避事項と手続を設けた。合議体に参加する人民参

審員は事件の裁判を担当する者であるので、この〔審判人員〕に含まれていると思われる。 

 また、人民参審員の具体的な権限事項については「86 組織法」とその三大訴訟法は規定

していなかったのであるが、それを定めた条文は制度に関する地方性法規に見られる。例

                                                   
65 阿計「司法改革的民主一歩」政府法制・半月刊 2004．12（上）（2004 年）7 頁参照。 



31 

 

えば「上海高院弁法」第 10 条、第 16 条に基づき、次の権限事項が挙げられる。それは、

第一、全部の事件に関わる文書や資料を閲覧する権限；第二、人民法院による証拠の取り

調べに参加する権限；第三、裁判中、証人、当事者、鑑定人へ事実か証拠について尋ねる

権限；第四、合議体で評議する権限；第五、裁判を監督する権限、つまり、事件の裁判に

手続上の違法な状況があることまたは裁判官や他の人民参審員が法律か規則に違反する行

為があることを発見する場合、人民法院院長へ意見とアドバイスを提出する権限である。

そして、「武漢市条例」第 15 条と第 16 条は上述の「上海高院弁法」に規定される五つの権

限を含んで、人民参審員が人民法院による調停に参加する権限を有することを定めた。 

 以上から見ると、制度改革以前、人民参審員の権限は地方によって異なって、全国に統

一の規定が存在していなかったのである。 

（3） 合議体の構成と評議方法 

 合議体の構成については、三大訴訟法はそれぞれ違う内容を定めた。「90 行訴法」第 46

条は、「……合議体の構成員は三人以上の単数である。」と規定し、「91 民訴法」第 40 条第

1 款は「合議体の構成員の人数は単数である。」と規定していたに対して、「96 刑訴法」第

147 条第 1 款、第 2 款によると、基層人民法院と中級人民法院での第一審裁判における合

議体の人数が三人、高級人民法院と最高人民法院での合議体の人数が 3 人～7 人であること

を詳しく定めた。 

上述したとおり、この時期には「56 司法部指示」と「63 最高院選任通知」はまだ有効で

あったから、この二つの通達に基づき合議体は原則として 1 人の裁判官と 2 人の人民参審

員から構成されるべきであった。それで、3 人の合議体の場合、事件の類型を問わず、裁判

官 1 人と人民参審員 2 人がいると思われている。しかし、合議体の人数は 5 人または 7 人

の場合、裁判官と人民参審員がそれぞれ何人ずつであるべきかは法律によって規定されて

いなかった。また、「上海高院弁法」第 5 条第 2 款は「人民参審員が参加する合議体による

裁判の場合、一般的に 2 人の裁判官と 1 人の人民参審員から合議体を構成する。」と規定し、

「56 司法部指示」と「63 最高院選任通知」の原則を突破した。それで、合議体で裁判官が

人民参審員より多い場合、人民参審員の意見は反映されないことが多いと思われる。 

 合議体の評議方法については、「90 行訴法」に規定が存在しないが、「91 民訴法」第 43

条と「96 刑訴法」第 148 条は同じ多数決の評決方法を決めた。具体的に言えば、合議体の

成員は違う意見を持っている場合、多数決で多数意見を合議体の判決としてまとめ、少数

意見を評議メモに記入し、合議体全員がメモに署名するという方法である。しかも、「96 刑

訴法」第 149 条によれば、複雑かつ重大な事件を裁判する時、もしも合議体が多数意見を

得ない場合、合議体がこの事件を院長に報告し、当該事件を院長が裁判委員会での検討決

定に付するか否かの決定を下すこと、裁判委員会の決定に従い、執行しなければならない

ことであった。この評議方法に関する条文は簡略すぎであって、合議体の構成員の発言順

序と投票方式などにも言及していなかったために、独立して評議権を行使すべき人民参審

員の独立性はありえなくなったと考えられる。 



32 

 

（4） 人民参審員の資格 

 以上の三大訴訟法には人民参審員の資格に関する条文は存在していないが、「86 組織法」

第 38 条では「選挙権と被選挙権を有する 23 歳以上の者が人民参審員として選挙される。

しかし、政治権利を剥奪された者を除外する。」と規定されていた。また、中国では政治権

利は選挙権と被選挙権だけではなく、言論、出版、集会、団結、デモの自由の権利、国家

機関の公務員になる権利、国有企業、人民団体のリーダーになる権利も含んでいる。した

がって、この条文に基づき人民参審員になるための条件として、政治権利を有すること、

23 歳以上であること、の二つが挙げられている。 

 しかし、この二つの基本条件以外、ある地方においては地方性法規や通達によってこれ

以上の条件要項が設けられていた。例えば、「武漢市条例」第 3 条に基づき武漢市の人民参

審員になるために、上の二つの基本条件を除いて、また、四つの基本原則66を堅持しなけれ

ばならないこと、法律を順守し事を公正に処理すること、一定の文化と法律知識を備える

こと、健康であること、勤勉であること、裁判に参加する必要な時間的余裕があることと

いう条件を定めた。そして、「金山区規則」に人民参審員の資格を規定する第 7 条には前の

条件のほか、大衆との関係が良いことが明記された。また「上海高院弁法」第 6 条に基づ

き、人民参審員の年齢は 23 歳から 65 歳までであることが条件として定められた。でも、「山

西省選挙弁法」に人民参審員の資格を定める第 1 条は、「86 組織法」第 38 条に即し、二つ

の基本条件だけを挙げていた。 

 各地方における資格を定めた規定はそれぞれ違ったから、地方によって各地域の人民参

審員になる者の範囲は異なるようになってしまった。 

（5） 選任手続と任期 

 「86 組織法」とこの時期の三大訴訟法は人民参審員の選任手続と任期に関する規定が一

切設けられていなかった。選任手続と任期については、全国で法律効力を有する通達は「56

司法部指示」と「63 最高院選任通知」である。これらに基づき、基層人民法院の人民参審

員は住民の直接選挙かまたは基層人民代表大会の選挙によって選出され、中級人民法院の

人民参審員は同級人民代表大会の選挙によって選出されるまたは相応する機関、人民団体、

企業の職員からの推薦によって選出され、高級人民法院の人民参審員は相応する機関、人

民団体、企業の職員の中からの推薦によって選出され、また、高級人民法院と中級人民法

院の人民参審員は臨時招請の方法によって選出されることもできることが設けられていた。

そして、人民参審員の任期は 2 年、再任ができることである。 

 しかし、「山西省選挙弁法」第 2 条と第 3 条によれば、人民参審員は一律選挙で選ばれ、

つまり、農村の人民参審員が郷、鎮の人民代表大会による選挙、都市の人民参審員が選挙

                                                   
66 1979 年 3 月に鄧小平により中央理論工作会議で提唱され、1982 年に中華人民共和国憲

法の前文に初めて明記された四つの政治原則、つまり、社会主義の道、プロレタリアート

独裁（または人民民主主義）、中国共産党の指導、マルクス・レーニン主義、毛沢東思想で

ある。 
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区ごとに選民による選挙で選ばれ、任期は 5 年であった。これに対して、「金山区規則」第

6 条に基づき、金山区の人民参審員は人民法院によって国家機関、民間組織、社会団体、民

主党派、企業などの在職者と退職者から招聘され、任期は一年であることが規定された。

また、「上海高院弁法」第 9条では、上海市の人民参審員の任期は三年、再任が可であるこ

とが定められた。 

 つまり、選任手続と任期について、全国の規定と異なる地方で適用の規則が設けられて

いた。しかも、地域によって、この規定はそれぞれ違うこともあった。 

以上のように、2005 年 5 月１日に「決定」を実施する以前、人民参審員制度に関する法

律は非常に簡略であり、さらに、全国で統一して適用されていなかった。この法律の不備

と混乱の状況は、2004 年 8 月 28 日に「決定」を公布するまで続けられていた。 

 

第 2 章 制度改革をめぐる議論状況 

 本章は学者による制度の存続に関する論争（第 1 節）を整理し、そして、当該制度改革

を行う前に存在した制度の問題点を検討した上で、学者が提出した改革案（第 2 節）を紹

介する。 

第１節 制度の存廃をめぐる議論 

１ 廃止論 

 先述のように、1978 年から制度改革を行った 2004 年にかけて人民参審員制度に関する

規定は非常に少なかった。それどころか、この長い間には人民参審員制度を全然実施しな

い人民法院が存在したと指摘されている67。この状況を踏まえて、一部の学者は少数派68な

がら制度を廃止しようと訴えた。廃止論者が挙げた理由は次のようにまとめられる。 

(1)国民が裁判に参加する制度、すなわち、陪審制も参審制も舶来品だと看做れて、中国

の伝統的法文化とも思想とも融合できないという理由である。 

清末の変法運動時代にあたって、沈家本・伍廷芳が起草した大清民事訴訟律（草案）と

大清刑事訴訟律（草案）は陪審制を定めたが、実施されるには至らなかったのである。あ

くまでも、これまでの中国の専制君主制政体下の司法システムにおいては、西側の歴史に

現れた陪審制か参審制のような制度は行われなかったという見解が学界の主流である69。辛

亥革命後 1912 年 1 月 1 日に成立した中華民国は、中国共産党が支配した革命根拠地以外の

広域の地方において、いかなる形式の陪審制または参審制は殆ど実施されなかった。歴史

                                                   
67 徐来「弘揚司法民主 促進司法公正――沈徳詠就《関於完善人民陪審員制度的決定》答

本報記者問」法制日報 2004 年 9 月 1 日 3 面参照。 
68 筆者が収集した人民参審員制度の改廃をめぐる論考の中に、制度を改善・改革すべきだ

と主張した論文は廃止論を訴えた論文より著しく多い。にもかかわらず、廃止論が学界の

多数派の意見だと指摘した論文もある。例えば、張光傑・王慶廷｢歴史、背景、法理、法律

――対我国陪審制度的四維解読｣南京工業大学学報(社会科学版)2005 年 2 期(2005 年)20 頁

参照。 
69孔暁鑫・前掲注（29）182 頁参照。 
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から見ると、中国では国民が裁判に参加する制度を実施する経験が存在しないと指摘され

た70。 

しかも、古来から中国人は訴訟嫌い意識が根強く、皇帝と官僚を中心に権力層へ畏敬と

信頼の念を常に持していたという歴史伝統の影響で、人民参審員は往々にして局外者とし

て争いの渦に巻き込まれたいと思わなくなり、評決のところに、裁判官の判断のみに従い

がちであるようになると考えられている71。 

(2)現行憲法に人民参審員制度を規定していないという理由である。本稿の第一章で論じ

たとおり、1954 年、制定した中国の第一部憲法の第 75 条では、人民参審員制度は基本的

司法制度として定めたが、1975 年の第一回目の憲法改正により取り消され、そして、1978

年の第二回目の憲法改正により再び憲法に回復した。ただし、人民参審員制度は 1982 年の

憲法改正で現行憲法から再度削除された。この状況を踏まえて、立法者はこの制度に対し

て否定的な態度を持していると主張された72。法院組織法と刑事訴訟法、民事訴訟法、行政

訴訟法には人民参審員制度を規定しているが、憲法改正の際、制度を削除した立法者の意

思に違反するものだと考えられている73。 

 (3)人民参審員が裁判に参加している期間中に、元の職場で働いていないにもかかわらず、

法律によって、人民法院が人民参審員に対していつも通りに給料を支払わなければならな

いために、制度の実施が国家の財政に不利益を齎すことが理由として提出された74。 

 (4)人民参審員として選任された者の中には法律知識を持たず、素養が低い者が多いのが

常のことであるため、評議の際に、人民参審員が裁判官のように事実認定と法律適用に関

して専門的意見を述べることができないので、正しく事件を裁判するのに裁判官以外のア

マチュアを裁判体に参加させ、彼らへ裁判権を賦与するのは何も有益なことはないと批判

しながら、人民参審員制度を徹底的に廃止しようとの訴えを一部の学者が提起した75。 

以上のように、廃止論者は歴史伝統、憲法適合性、運用コスト、人民参審員の素養とい

う四つの面から人民参審員制度を廃止する理由を挙げてきた。 

 

２ 存続論 

存続論者は制度の存廃に関する論争における多数派として、廃止論者の見解に真っ向か

                                                   
70 何家弘｢陪審制度縦横論｣法学家 1999 年第 3 期(1999 年)47 頁、申君貴・前掲注(5)14 頁

参照。 
71 廖永安=李旭｢対我国陪審制的否定性評価｣金陵法律評論 2003 年秋季巻(2003 年)49 頁。 
72官忠・前掲注(5)102 頁参照。 
73 王晶｢中国人民陪審制度存在問題及其完善｣北大法律網・法学在線

http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleID=2333(最終アクセス日 2013

年 10 月 26 日)参照。 
74陳新｢陪審制的否定性断想｣前沿 2002 年第 7 期(2002 年) 90 頁。 
75 申君貴・前掲注(5)15 頁、欧陽愛輝｢人民陪審制劣根性散談｣寧波広播電視大学学報 2005

年第 3 巻第 1 期(2005 年 3 月)49 頁、王宗光｢改革和完善我国人民陪審制的思考｣人民司法編

輯部編『中国司法改革十個熱点問題』(人民法院出版社、2003 年)493 頁参照。 

http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleID=2333(最終訪問日2013年10月26
http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleID=2333(最終訪問日2013年10月26
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ら反論した上で、制度の改革を訴えてきた。ここでは、存続論者が提出した廃止論に対す

る反論を整理した上で、制度が存続論者によって期待される機能をを究明する。 

(1)廃止論への反論について 

廃止論者が提出した人民参審員制度を含む一切の陪審制または参審制が西側の文化から

生まれた舶来品であるため、中国の伝統文化と融合できないという廃止論に対して、存続

論者は、その見解が大げさに中国文化と西側文化の間の違いを誇張して言ったことだと批

判し、従来から集団の作用を重視する中国の伝統的な文化が多数人の意思を体現する人民

参審員制度と通じ合っていると指摘した上で、｢現在の中国は社会主義市場経済発展の初期

段階に至って、大部分の人々が貧困から抜け出し、生活レベルがだんだんと向上していて、

政治権利意識も覚醒している社会情勢が、陪審制が台頭した時期の西側の社会文化環境に

似ている｣と主張した76。 

人民参審員の法律素養が低いことを理由として制度を廃止する論説に対して、存続論者

は、人民参審員が法律知識レベルが裁判官より低いから、法律適用をする際に裁判官のよ

うに法律条文を引用し、法律問題を巧みに解決することができないのを認めたうえで、人

民参審員が事実認定の方面で、裁判官より見劣りするわけではないと主張した77。なぜかと

言うと、社会の各界から選ばれた人民参審員が、それぞれ違う生活体験や専門知識を持っ

ているので、種々の角度から、別々の考え方に基づき事件の事実を分析し、判断を下し、

裁判官の定石の考え方の不足を補うことができ、特に、複雑な技術分野に関連する事件を

取扱う場合、その分野の専門家による事実認定は必ず素人より説得力があり、それに、す

べての人が法律論理に従い行動すると勘違いしがちな裁判官と比べて、人民参審員が、も

っと普通の人の混乱と誤謬を明瞭することができるからである。 

人民参審員制度の合憲性については、存続論者は｢中華人民共和国の一切の権力が人民に

属する｣とある中国憲法第 2条第 1款に基づき人民が広範な政治権力および国家の行政機関

と司法機関に対する監督権力を有していると解することができるために、人民参審員制度

に憲法上の根拠を提供すると主張した78。 

制度の実施が国の経済成長に不利益を齎すという廃止論に対して、存続論者は人民参審

員制度の実施が確かに国家の経済の負担を増加すると認めているが、公平正義が経済成長

より重要であり、第一義のものだと強調した上で、公平正義を守るために創設され、実施

された人民参審員制度を経済利益の考量で廃止する見解はありえないことだと反論した79。 

                                                   
76 楊東｢従司法体制看人民陪審員制度的改革与完善｣中国法院網

http://www.chinacourt.org/article/detail/2003/01/id/34930.shtml(最終アクセス日、2013

年 11 月 12 日)参照。 
77 康均心『法院改革研究――以一個基層法院的探索為視点(第 1 版)』(中国政法大学出版社、

2004 年)282 頁参照。 
78 張文亮｢我国人民陪審員制度的現状及重構｣人民司法編輯部編『中国司法改革十個熱点問

題』(人民法院出版社、2003 年)463 頁参照。 
79 康均心・前掲注(83)283 頁参照。 

http://www.chinacourt.org/article/detail/2003/01/id/34930.shtml
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(2)学者が期待する制度機能について 

 1990 年代以前、学界において人民参審員制度の機能に関する議論は殆ど存在しないが、

その制度存廃をめぐる論争を契機として、制度の機能は存続論者によって初めて論じられ

た。 

総じて言えば、学者が論じた人民参審員制度の機能は、裁判の民主を体現すること80、お

よび裁判の公開を進めること81、裁判の独立を強化すること82、人民が裁判に対する信頼感

を高めること83、裁判官の知識欠如を補うこと84、裁判官の汚職行為を防止すること85、人民

法院の人的不足を緩和すること86、法律教育を普及すること87という八つの働きに帰結でき

る。   

裁判の民主を体現することについては、存続論者は、社会主義的民主政治が人民参審員

制度を生んだ源だと考え88、〔人民当家作主〕を実現しようという政治スローガンが掲げら

れた社会主義の中国ではこの制度を実施するのが人民が裁判権を含むあらゆる国家権力を

握って、国家を管理する主人公として位置付けることを象徴すると主張している89。 

裁判の公開を進める働きに関しては、存続論者は、「裁判の公開が中国の裁判活動の重要

な原則である。……秘密の事件を除き、一切の裁判活動は公開しなければならない」と強

調した上で、人民参審員が裁判の核心の段階である評議の場に居合わせ、事件の事実認定

と法律適用を行う過程に最初から最後まで参与するために、裁判活動の全般は、人民の代

表とする人民参審員に対して公開するようになると指摘している90。人民参審員が人民の代

表者として合議体の構成員となって、判決が如何に下されたのかを知られるものでもある

ようになるために、それで、裁判過程の全貌は人民参審員を媒介として、さらに広い範囲

で社会に公開され、裁判活動の透明度が拡大され、裁判公開の原則は貫徹するようになる。 

                                                   
80 葉青｢関於人民陪審員制度価値的思考｣華東政法学院学報第 14 期(2001 年 1 月)5 頁、胡暁

濤=周蔚=尚永昕｢従陪審制的功能談我国人民陪審員制度的保留及完善｣江西金融職工大学学

報 2004 年第 1 期(2004 年 2 月)23～24 頁参照。 
81 何家弘・前掲注(72)49 頁、張善燚｢論我国人民陪審制度｣河北法学第 108 期(2001 年 7 月) 

61 頁、王宗光・前掲注(78)496 頁参照。 
82 何家弘・前掲注(72)49 頁、王宗光・前掲注(78)495～496 頁、王利明『司法改革研究』(法

律出版社、2001 年)389 頁参照。 
83 矯春暁｢論人民陪審制度｣陳光中編『依法治国・司法公正――訴訟法理論与実践(一九九九

年巻・上海)』(上海社会科学院出版社、2000 年)1090 頁参照。 
84 張文亮・前掲注(86)463～464 頁参照。 
85 段啓俊｢論陪審制度的改革与完善｣湖南大学学報(社会科学版)第 19 巻第 5 期(2004 年 9

月)104 頁参照。 
86 矯春暁・前掲注(92) 1089～1090 頁参照。 
87 段啓俊・前掲注(94) 105 頁、何家弘・前掲注(72) 50 頁参照。 
88 程徳文｢陪審制度与中国司法的現代化｣陳光中編『依法治国・司法公正――訴訟法理論与

実践(一九九九年巻・上海)』(上海社会科学院出版社、2000 年)1066 頁参照 
89 魏敬勝=劉建軍｢関於完善我国人民陪審制度的几点思考｣法学論壇第 1 期(2000 年 2 月 20

日)81～82 頁。 
90 何家弘・前掲注(72)49 頁、王宗光・前掲注(78)496 頁参照。 
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裁判の独立を強化する機能については、裁判官が人民法院システムの外部、つまり、人

民法院所在地の人民代表大会または政府機関、党委員会のリーダーから不正な権力干渉を

うけるのは避けがたく、しかも、人民法院の内部にも、院長あるいは裁判長、裁判委員会

が、権力が過度に拡張し、裁判独立原則を損害する事情があるのを認めて、この現象を好

転させるために、人民法院で昇進や給料などを受けない人民参審員は、その権力干渉に対

して、裁判官より超然とした態度を貫き、裁判の独立を維持することができると指摘され

ている91。つまり、自分の昇進や給料などを考慮する裁判官が人民法院外部の権力層からの

行政介入や人民法院内部の上級指導者の関与を拒みがたい者であるのに対して、民衆の中

に選ばれた人民参審員は、人民法院外部の権力層と相当の距離を置いて、人民法院システ

ムにも何も利益上の揉め事が存在していないために、人民参審員は裁判官より独立し裁判

を行うことができる者である。 

国民の裁判に対する信頼を強める機能に関しては、裁判官と国民との距離感、及び人民

法院の神秘感が人民参審員制度の実施によって払拭されることが期待できるという主張が

されている92。確かに、中国において、一生を終えるまでに訴訟に巻き込まれた経験がない

国民が多数であるために、多くの国民にとって、裁判官や人民法院があまり見慣れないも

のであり、それらとの間に距離感、ひいては不信感が生じやすいのが社会通念だと言える。

裁判員でもあり、人民法院、裁判官を社会民衆と繋ぐ連絡員でもあると位置付けられた93人

民参審員が裁判に参加した経験を生かし、国民と裁判官、人民法院との信頼関係を築き、

固めることを期待することは可能である。  

制度の裁判官の知識欠如を補う機能については、工学や医学、心理学などの専門知識を

持する人民参審員を裁判に参加させることは、事実の解明に必ず役立つことができるとい

う見解が提出された94。しかも、裁判官は、数年にわたって裁判を行っているから一般庶民

と異なる法律専門家としての思考様式や法律人の立場が常に形成され、固定化されるため

に、事件を裁判する際、特に刑事事件の場合、一般庶民の価値観と乖離があるために、庶

民が受け入れられない刑罰などの判決を下しがちであるのに対して、民間出身の人民参審

員は、裁判官より比較的に訴訟の当事者と近い立場に立ち、生活経験を生かし、平凡な価

値観と素朴な国民感情を持ち、社会民衆が納得できる判断を引き出せると主張されている95。 

裁判官の汚職行為を防止する機能を論じれば、存続論者は次のように述べている。｢現実

的に言えば、社会民衆は人民法院システムに対してある程度不満や不信を持していること

                                                   
91 何家弘・前掲注(72)49 頁、王宗光・前掲注(78)495～496 頁、王利明・前掲注(91)389 頁

参照。  
92 矯春暁・前掲注(92)1090 頁参照。 
93 陳志遠｢論我国人民陪審員制度的改革与完善｣曹建明編『中国審判方式改革理論問題研究

(上冊)』(中国政法大学出版社、2001 年)287 頁参照。 
94 張文亮・前掲注(86)463～464 頁参照。 
95 蒙振祥=葉暁川=周永旭｢陪審制的理性与理性的陪審制――為人民陪審制弁護｣現代法学第

25 巻第 1 期(2003 年 2 月)66 頁、曲一銘｢従民主与公正角度看人民陪審員制度的価値｣山東審

判 2003 年 3 期(2003 年)41 頁参照。 
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が否定できない事実である。……少数の裁判官の腐敗問題を解決しなければ、人民法院の

権威は社会民衆から認可されないのである。そこで、我が国において現段階では人民裁判

員制度を廃止するべきでなく、それによって裁判官の腐敗を抑制し、裁判の公正を保障す

るべきである。……裁判を行う時、人民参審員は裁判官とお互いに尊重しあい、協力する

関係を築き、独立の立場を貫くのである。これは、かなりの確率で裁判官が関与する政治

とカネの取引、汚職腐敗などの発生を難しくし、クリーンな裁判を守る｣96のである。 

中国において、裁判官は人民法院システム外部の監督、つまり、人民代表大会、検察機

関、ニュース部門と社会の各界の監督を受けている一方、人民法院システム内部、すなわ

ち、裁判委員会、院長、裁判長、規律監察部門からも監督されているが、その外部の監督

は全部事後監督、つまり、裁判官の腐敗が発生した後の摘発で、継続性がなく実効に乏し

いものであり、その内部の監督は、監督職を執する者が、監督する対象である者と同じ人

民法院の同僚で、人情と義理の板ばさみのために、既に発覚した裁判官の腐敗事件が往々

にして〔大事化小、小事化了〕(大きい事は小さくし，小さい事は済みとするという意味)

のように処理され、裁判官への警戒効果が希薄であるために、人民法院システム外部にも

その内部にも属しない人民参審員による裁判官への監督は、それらの欠点がないばかりか、

臨時で選ばれた裁判権を賦与された一般市民である人民参審員の合議体の居合わせは、裁

判官の不正する心理を抑止する作用があると考えられている97。 

そして、人民法院の人的不足を解決する機能に関して、存続論者は、中国において改革

開放以来、〔案多人少〕の問題、つまり、人民法院が処理する事件の数が急増している一方、

相対的にその事件を取扱える合議体を構成する裁判官の不足が目立ったのを指摘した上で、

人民参審員を裁判に参加させ、以前裁判官のみから組んだ合議体を裁判官と人民参審員か

ら構成した合議体に転換することによって、余りの裁判官を前の合議体から開放し、より

多くの合議体を構成することができるようになると主張されている98。つまり、法律によっ

て、第一審の事件を裁判する合議体の構成員の数は、3人以上の単数でなければならないの

で、裁判官のみから合議体を組むと、事件を取扱う合議体の数は必ず限定されるが、人民

参審員を裁判に招いて裁判官と合議体を構成する場合ならば、使える合議体の数は必ずそ

れより大幅に増え、それで、〔案多人少〕の問題をある程度緩和することができるといえる。 

最後に、制度の法律教育機能に関しては、人民参審員制度のために、人民参審員は、そ

もそも法律の門外漢であるにもかかわらず、裁判に参加することによって、訴訟手続や法

律概念など抽象的な法的知識を裁判官と弁護士から勉強し、法をもって紛争を解決する意

識も養成することができと考えられている99。 

以上は今度の制度改革を行う前、学界における人民参審員制度の機能に関する論述であ

                                                   
96 段啓俊・前掲注(94)104 頁参照。 
97 曲一銘・前掲注(104)40～41 頁参照。 
98 矯春暁・前掲注(92) 1089～1090 頁、陳志遠・前掲注(102) 285～286 頁参照。 
99 段啓俊・前掲注(94) 105 頁、何家弘・前掲注(72) 50 頁、蒙振祥=葉暁川=周永旭・前掲注

(104) 66 頁参照。 
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る。1999 年から始動した｢決定｣草案の打ち出しは、立法者は、存続論者の意見に賛成する

立場に立っているのを証明した。それに基づき、制度を改善・改革しようと訴えた学者が

人民参審員制度を前記の八つの機能の面に位置づけていると言っても構わないと思われる。 

 

第 2 節 従来の問題点と学者の改革案 

１ 従来の問題点 

1990 年代から｢決定｣を公布した 2004 年 8 月 28 日にかけて人民参審員制度の問題点は、 

以下の通りに五つの点が見極められる。 

まずは、人民参審員の選任手続に関する法律が不備で、実際に選ばれた者が狭く限定さ

れていたということである。当時の 1986 年に改正された人民法院組織法第 38 条第１款に

よって、23 歳以上の選挙権と被選挙権を持する者が選挙で人民参審員になると規定された

が、具体的な選任手続が定めていなかったのである。実務においては、二つの選任方法は

同時に使われていた。一つは、基層、つまり、県レベルの人民代表大会で人民代表を交代

選挙を行った直後、有権者の選挙を経て、人民参審員をきめることである100。 

それに対して、最高人民法院が国家教育委員会、共産主義青年団中央、中華全国総工会(即

ち、労働組合連合会)、中華全国婦女連合会と合同で公表した『少年刑事事件の裁判におい

て人民参審員を招聘することに関する通知』という内部規定を依拠して、人民法院が関係

機関や団体に推薦された者を招聘する方法も用いられていた101。しかし、このような選任手

続に基づき、だれが人民参審員になるかを判断するのが裁判官の自由裁量へ任せるように

なってしまったため、裁判官が自分の便宜を考慮した上で裁判官の親友や隣近所の人のみ

を招聘する現象が現れ、結果として社会民衆が裁判への不信感が加重してしまったと批判

されている102。 

 次は、法律にある人民参審員の資格に関する規則が簡略すぎだったので、選ばれた者の

素養が正しい判決を下すのに足りなかったということである。当時の人民参審員の選任資

格を規定した 1986 年人民法院組織法第 38 条に基づき、政治的権利を剥奪された人以外、

すべて選挙権と被選挙権を有する満 23 歳の者が人民参審員として選ばれる。つまり、人民

参審員になる資格は、23 歳以上であること、と政治的権利を有することだけであった。そ

のため、選ばれた人民参審員の素養の差が大きく、とりわけ年寄りまたは文化のレベルが

低い者が、複雑な裁判に適応することができなくても、その能力が裁判官の専断を制約す

                                                   
100 謝紅霞｢関於人民陪審制前景的思考｣寧波大学学報(人文科学版)2004 年 5 月第 17 巻第 3

期 77 頁参照。 
101 趙璐｢論陪審制度及其改革｣曹建明編『中国審判方式改革理論問題研究(上冊)』(中国政法

大学出版社、2001 年)311 頁、張徳瑞｢中国陪審制度之反思与改造｣学習論壇 2003 年第 1 期

47 頁参照。 
102 李春達=段守亮｢論我国陪審制度的改革｣曹建明編『中国審判方式改革理論問題研究(上

冊)』(中国政法大学出版社、2001 年)295～296 頁参照。 
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ることと裁判官の腐敗を摘発するのに適切でないと考えられている103。 

改革開放政策を実施して以来、市場経済の発展につれて、従来の計画経済時代で見つか

らなかった事件が相次ぎ現れてきたことは、裁判に携わる者へもっと高い知識レベルや豊

富な経験などの素養を要求した。それで、人民参審員の素養を強化し、法律の専門知識を

初めとして勉強させる提議が学者によってなされた104。 

 第三は、当時の人民法院組織法と刑事訴訟法、民事訴訟法、行政訴訟法は、人民参審員

が裁判官と同等の裁判権を有することを規定していたが、人民参審員の義務を言及したの

が民事訴訟法しかない。しかもその義務の内容を明言しなかったのである。その結果とし

て実際には人民参審員は裁判権を行使する以外に何の制約もなく、責任もなかったのであ

る。そのために、人民参審員は、裁判官より軽い責任感を持ち、評議の時に裁判官の意見

へ従いがちであるようになると考えられている105。 

 第四は、人民参審員制度の対象となる事件の範囲を規定する法的規定が存在しなかった

ので、どのような事件を裁判するのに制度を適用するのかを決めるのが裁判官の専断に任

せるようになってしまったと考えられている106。 

 第五は、人民参審員の日当、考課、事件配置などに関する規則が存在しなかったことで

ある。それが制度の運用に支障を来たし、さらに、制度が形骸化しつつあると思われてい

る107。とりわけ、地方政府の財政難が引き起こしたその財政が支えた人民法院の支配する

経費がかさんだために、事件通りに裁判に参加した人民参審員へ手当を支払えないことが、

人民大衆が人民参審員になる積極性を挫いたのは多数の学者によって主張されている108。 

  

２ 学者が提出した改革案 

 上述のような問題点を解決するために、多くの制度改革をめくる案が主張された。以下

はその内容を整理し検討してみる。 

(1) 人民参審員の選任手続について 

従来、中国では、法律の制定理念として[宜粗不宜細](法律は粗く抽象的に制定すること

が適宜であり、細かく具体的に制定することが適宜ではない)が提唱されてきたため、抽象

的な規定が多く存在していた。人民参審員の選任が依拠していた法律が人民法院組織法

                                                   
103 王秋蘭｢浅談我国陪審制度的缺陥与完善｣新疆社会経済 2000 年第 2 期 85 頁参照。 
104 韓象乾=孫穎穎｢改革完善我国陪審制管見｣陳光中編『依法治国・司法公正――訴訟法理

論与実践(一九九九年巻・上海)』(上海社会科学院出版社、2000 年)1101 頁参照。 
105 王秋蘭・前掲注(113) 85 頁、張徳瑞・前掲注(111)48 頁参照。 
106 詹菊生｢論我国陪審制度的缺陥与重構｣人民司法編輯部編『中国司法改革十個熱点問題』

(人民法院出版社、2003 年) 456 頁、楊仁根=周紅兵｢人民陪審員制度現状考察及改革建議｣

人民司法編輯部編『中国司法改革十個熱点問題』(人民法院出版社、2003 年) 481 頁参照。 
107 王宗光・前掲注(78)492 頁、王韶華｢論我国陪審制度之廃改｣人民司法編輯部編『中国司

法改革十個熱点問題』(人民法院出版社、2003 年) 524 頁参照。 
108 張文亮・前掲注(86)466～467 頁、矯春暁・前掲注(92) 1085 頁、謝紅霞・前掲注(110) 78

頁参照。 
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(1986 年)第 38 条しかなかったのである。この条文に即して人民参審員が選挙で選出されな

ければならなかったが、実務には前節で示した通り人民法院が人民団体から推薦された者

を人民参審員として招聘するのが普通の方法である。この状況を踏まえて、その方法に法

的効力を賦与し、立法で確認するべきだと主張されいていた109。しかしながら、人民参審

員が人民の一員として人民の意志を裁判に伝える者だと位置づけすべきで、、一切の権力の

源とされている人民代表大会およびその常務委員会が人民参審員の選任手続に手を延ばさ

ないと、人民参審員の決まりに民主主義の基礎がなくなるという考えも挙げられている110。 

それで、人民参審員の選任手続について、人民代表大会で人民代表を選挙する同時に人

民参審員を選挙することと人民法院が人民団体が推薦した者を招聘することとの二つの方

法が立法で確認されるべきで、その中、人民法院が招聘した者が当地の人民代表大会の常

務委員会から人民参審員として任命される手続が欠かせないという案が提出された111。 

(2) 人民参審員の資格について 

人民法院組織法(1986 年)第 38 条に基づき人民参審員になる者が 23 歳以上であること、

選挙権と被選挙権を有することおよび政治権利を剥奪されないことという三つの条件を満

たさなければならなかった者でなければならない。資格の制限が限られれば限られるほど、

人民参審員が人民の代表としての広範性と普遍性を保つことができなくなるが、裁判に参

与する作業が神聖な、厳粛で権威ある重要な仕事であるため、それに携わる人民参審員に

身体の健康、品格良好、一定の知識レベル、正確な政治傾向を有するが必要な条件である

と学者によって指摘された112。その中に、一定の知識レベルが、高校卒業が学歴レベルの

最下限ということであり、そして、正確な政治傾向が中国共産党の路線、方針、政策およ

び政治の立場を支持することに指すことである。 

また、人民参審員の除外要件に政治権利を剥奪されること以外、職業上の制限も提出さ

れた113。具体的にいえば、権力層が裁判に介入することを防止することを理由として、中

国共産党常務委員会のメンバーや政府の役人、人民代表、政治協商会議のメンバーを人民

参審員になれる者の範囲から排除し、それに、法律人の考えと異なっている素朴な正義観

を抱えた一般の民衆を合議体に招くことを念頭に置くために、法務に携わる人々、つまり、

弁護士や検察官、公安部門の役人などを除外すべきであるという主張である。 

(3) 人民参審員制度の対象事件について 

 当時の人民法院組織法 (1986 年)第 10 条と三大訴訟法の関連条文に基づき一切の第一審

の事件の裁判は人民参審員制度によって行うのが可であるようになっていたにもかかわら

                                                   
109 黎蜀寧｢我国人民陪審制度評析及其重塑方案｣甘粛社会科学 2004 年第 2 期 178 頁参照。 
110 李秋月｢関於改革我国陪審制度的幾点建議｣遼寧大学学報(哲学社会科学版)2002年7月第

4 期 27 頁参照。 
111 林志忠｢試論我国現行人民陪審員制度的完善｣中国人大 1999 年第 4 期 22 頁、劉定国=傅

倫博｢関於完善人民陪審制度立法的思考｣中南政法学院学報 1992 年第 4 期 8～9 頁参照。 
112 韓象乾=孫穎穎・前掲注(114)1103 頁、康均心・前掲注(83)296～297 頁参照。 
113 矯春暁・前掲注(92)1091～1092 頁、張文亮・前掲注(86)468 頁参照。 
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ず、ある事件をこの制度で裁判するか否かが裁判官の判断に決められたのである。従って、

実務で裁判官が自分の便宜のみを考量してから、ある事件に制度を適用するか適用しない

と随意に決めたのが普遍であり、それで、人民参審員制度の適用が地域により、裁判官に

よりかなり異なっていて、制度の機能を充分に発揮することができなくなってきたので、

人民参審員制度の適用事件の範囲を厳格に制限しなければならないと主張された114。 

適用事件の範囲は、主に事件タイプと審級という二つの面から定められた。具体的に言

えば、事件のタイプに関して、訴訟の性質から考えれば、刑事事件と行政事件は、権力の

介入する危険性が高い公法に関わる事件であるので、人民参審員制度が期待される司法権、

行政権を監督する機能を充分に発揮させるために、簡易手続きを適用する刑事事件を除き、

全ての刑事事件と行政事件の裁判に人民参審員を参与させるべきであり、それに対して民

事事件は、当事者双方の地位が平等で、ほぼ経済利益を巡る争いであるので、司法資源を

節約し、訴訟効率を高めるために原則として人民参審員制度が適用されべきではないとの

主張がされた115のに対して、一般の民衆が裁判に携わる者として要される素質を備えない

こと、そして、全世界では他国の陪審制・参審制の対象事件の範囲が縮小されつつあるこ

とを理由として人民参審員制度の対象事件が 10 年以上有期懲役以上の刑罰を下す可能性が

ある刑事事件または相当な社会的影響がある刑事事件、および僅かの民事事件のみに限る

べきであるという見解も挙げられた116。 

審級については、第二審裁判が当事者が第一審裁判における事実の認定または法律適用

に不服かそれに過ちがあると思うから発動されることであるので、人民参審員ではなく法

律に馴染んで豊富な経験を持する裁判官から成り立った合議体によって行われるほうが適

切だという認識のもとに、人民参審員制度の適用は当時の法律条文を踏襲し、第一審裁判

に限られるべきだと考えられている117。 

(4) 人民参審員の権限と義務について 

 人民法院組織法(1986 年)第 38 条第 2 款は、人民参審員が裁判に参与する時、裁判官と同

等の権力を有すると規定した。それに基づき、人民参審員は裁判長になれない以外、裁判

官と同じ裁判権を行使することができる。一部の学者は、人民参審員が裁判権だけではな

く、裁判官への監督権を有することも法律に明記しなければならないと主張されている118。

つまり、人民参審員へ人民参審員が裁判官の法律か紀律を違反した行動を発見したとき、

裁判長あるいは院長、裁判委員会へ意見と建議を提出する権力、および当地の民衆が抱え

た裁判官または裁判業務への意見を収集し人民法院へ提出する権力である。 

                                                   
114 巩富文｢陪審制度研究｣陳光中編『依法治国・司法公正――訴訟法理論与実践(一九九九年

巻・上海)』(上海社会科学院出版社、2000 年)1112～1113 頁、陳志遠・前掲注(102)289 頁

参照。 
115 李春達=段守亮・前掲注(112)305 頁。 
116 趙璐・前掲注(111)313～314 頁参照。 
117 李春達=段守亮・前掲注(112)304 頁参照。 
118 劉定国=傅倫博・前掲注(122)9 頁参照。 
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 当時の法律に人民参審員が背負う義務をめぐる条文が存在しなかったので、人民参審員

が裁判官より裁判への責任感が薄いという状況に対して学者が懸念を表わした上で、人民

参審員に合議する際に意見を述べなければならない発言義務と裁判で知る秘密を守る守秘

義務119、裁判長が発した訴訟手続きに関する指示に従う服従義務120を法律で負わせるべき

だという案を提出した。 

(5) 日当・研修および賞罰について 

 当時の人民法院組織法(1986)第 39 条によって、人民参審員が裁判に参与している間、元

の職場から給料を貰い、そもそも就職していない場合、人民法院から適当な手当をもらう

ことが定められた。それで、人民参審員が貰える日当が、各自の給料の有無やその額によ

って異なっていた。それが人民参審員になろうとする者の積極性に影響を与えると指摘し、

全国一律の日当を人民参審員に支給すべきだと主張されている121。具体的な計算方法とい

うと、人民参審員の日当が所在の人民法院の裁判官の平均日給料と同様にすることである。 

 次ぎ、研修に関しては、学者は研修の内容122と時間123、研修を司る部門124から意見を提

出した。すなわち、人民参審員が受ける研修は、法律知識だけでなく裁判に携わる者が要

される道徳、礼儀などを授業内容として、各業務法廷の裁判官を先生として、毎年少なく

とも一回の定期授業を行うようになるべきであるということである。 

 なお、学者は、人民法院あるいは所属する職場が積極的に裁判に参加し、真面目に合議

したと評価された人民参審員へ栄誉の表彰を主として金銭を補充的として奨励を与え、逆

に正当な理由なしに裁判に参加することをさぼった者あるいは裁判紀律に違反した者に対

してその者を除名するまたは、その者が所属する職場による紀律処分を提議するという人

民参審員への賞罰をめぐる案を提出した125。 

 

第３章 現行人民参審員制度の仕組 

第１節 規範レベルからみる現行制度の形成過程 

１ 現行制度の法的根拠 

1980 年代から 2004 年 8 月 28 日まで、人民参審員制度の法的根拠は人民法院組織法と三 

大訴訟法しかなかった。2004 年 8 月 28 日以降、人民法院組織法と民事訴訟法、刑事訴訟

法が改正されたが、人民参審員制度を規定した条文は変更されないまま、保留された。そ

れに、2004 年 8 月 28 日においては、第 10 期全国人大常務委員会第 11 回会議では、全文

20 ヵ条からなる｢決定｣(2005 年 5 月 1 日施行)が公布され、今まで人民参審員制度を最も詳

                                                   
119 黎蜀寧・前掲注(120)178～179 頁参照。 
120 李秋月・前掲注(121)28 頁参照。 
121 劉定国=傅倫博・前掲注(122)10 頁、巩富文・前掲注(125)1116 頁参照。 
122 黎蜀寧・前掲注(120)179 頁参照。 
123 趙璐・前掲注(111)315 頁参照。 
124 李秋月・前掲注(121)28 頁参照 
125 韓象乾=孫穎穎・前掲注(114)1106 頁、李秋月・前掲注(121)28 頁参照。 
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しく定めた単行法として成り立った。まとめると、現在において人民法院が人民参審員制

度を実施する法的根拠は｢決定｣に加えて、人民法院組織法(2006 年改正)第 9 条、第 37 条、

第 38 条と刑事訴訟法(2012 年改正)第 178 条、第 179 条、第 180 条、民事訴訟法(2012 年

改正)第 39 条、第 42 条、行政訴訟法(1989 年通過)第 46 条である。 

単行法としての｢決定｣を公布したのが立法機関の全国人大常務委員会であるのに対して、

｢決定｣の起草をはじめとする今度の制度改革を始動させたのが司法機関の最高人民法院に

あたる。最高人民法院が人民参審員制度の改革について最も積極的な支持者かつ有力なプ

ロモーターだと評されている126。1998年 12月に行われた全国高級人民法院院長会議では、

当時の最高人民法院の院長である肖楊が人民参審員制度を改革すべきだと呼びかけた。そ

の後、最高人民法院は 1999 年 10 月に｢人民法院 5 カ年改革要綱｣(以下、第 1 次改革要綱と

いう)を公表し、人民参審員制度の改革に取り組む姿勢を示した。2000 年 9 月、最高人民法

院は、｢決定｣草案(以下は、旧草案という)を全国人大常務委員会へ提出した。しかしながら、

当時の全国人大常務委員会は、対象事件の範囲や人民参審員の選任方法、日当の支給など

の七つの点に関して意見が大きく分かれ、合意に達することができなかったので、この草

案の審議を一旦棚上げするように決めた。結局、2002 年 12 月、全国人大常務委員会は｢決

定｣草案の審議が立法法第 39 条に定められた最長の審議期限の二年を越えたことを理由と

して｢決定｣草案の審議を中止した。 

「決定」草案の審議が中止された直後、最高人民法院は、全国の各級人民法院における

人民参審員制度の実施状況に関する調査を行いながら、2000 年 9 月に作った｢決定｣草案(以

下、旧草案という)にある合意に達さなかった内容をめぐって全国人大常務委員会に所属し

た関係部門や司法部、財政部と意見を交わした上で、2004 年 2 月、再度｢決定｣草案を作り、

再度全国人大常務委員会へその新しい「決定」草案(以下は、新草案という)を審議するよう

に求めた。 

全国人大常務委員会の議事録が公表されてないため、新草案の全貌および委員の誰かが

何をめぐって如何に意見を交わしていたが究明できないにもかかわらず、わずかの新聞記

事127によって審議が人民参審員の権限と位置付け、選任方法、対象事件の範囲、選任資格、

裁判任務の配り、人民参審員に関する管理、手当の支給という七つの面に焦点をあてて展

開したことがわかる。 

ところが、2004 年 6 月の全国人大常務委員会公報には、2004 年 4 月 2 日に開かれた 10

期全国人大常務委員会第 8 回会議で当時の最高人民法院の副院長である沈徳詠による新草

案をめぐる報告が掲載された。その会議において沈徳詠が全国人大人民参審員制度を改革

する必要性と新草案の主要な内容を全国人大常務委員会へ報告しながら、起草者としての

                                                   
126 劉晴輝・前掲注(19)113 頁参照。 
127 呉坤「七個分歧較大的問題是如何解決的」中国普法網

http://www.legalinfo.gov.cn/zt/2004-12/27/content_172305.htm(最終アクセス日、2013 年

12 月 2 日)参照。 



45 

 

最高人民法院の裁判官が人民参審員の権限、選任方法、裁判任務の配り、人民参審員に関

する管理をめぐって交わした意見にも少し言及した。それに、2004 年 8 月 10 日、8 月 18

日、８月 25 日において、全国人大法律委員会で新草案を三回審議した。全国人大法律委員

会の長である胡康生、楊景宇は、第二回と第三回の審議が終わった後、すなわち、同年の 8

月 23 日、8 月 26 日、委員が提出した新草案に関する修正意見を全国人大常務委員会へ報

告し、修正した新草案を採決しようと提案した。旧草案も新草案もその文書が公開されて

いないにもかかわらず、ここでは、その報告を踏まえて新草案から三回の審議を経て｢決定｣

までの経緯、すなわち、｢決定｣の主要な内容をめぐって如何なる意見が交えていたのかが

多少窺えると思われる。 

人民参審員の権限について、新草案が提出される前、起草者によって三つの主張が提出

された。一つ目の意見は、合議体の構成員である人民参審員が事件を裁判する者として、

裁判長とならない以外、裁判官と同等の裁判権を有するべきだということであり、二つ目

の意見は人民参審員が法律の専門家ではないため、裁判官のように裁判する能力を持たな

いのを理由として、人民参審員が裁判官を監督する者、つまり監督者に位置付けられるべ

きだという見解であり、三つ目の意見は、人民参審員が裁判者でも監督者でもあり、裁判

権も監督権も有するべきだということである。最後、最高人民法院は一つ目の意見を採納

し、人民参審員が参審する際に、裁判長を担当することができない以外、裁判官と同じ権

利を有し、同等の義務を負うとある新草案第十条を設けた。その理由は、人民参審員が裁

判に参加することを通して、司法民主を実現し、裁判公正を確保することをその制度を実

施する主要な目的とする以上、人民参審員が裁判に参加し、自分の立場に立ち、裁判官に

法律専門家以外の者の意見を聞かせることが判決を正確に下せるようにさせるからである

128。 

第一回と第二回の審議が行われた後、全国人大法律委員会は、全国人大常務委員会の一

部のメンバーが提出した人民参審員の性質をもっと明確に定めるべきだという意見を受け

入れ、最高人民法院と検討した上で、新草案第十条に｢人民参審員が法定の手続で選任され、

法律に従い裁判に参加する公民代表である。｣という文言を書き添えた129。しかしながら、

第三回の審議の時、ある全国人大常務委員会の委員が人民参審員が代表として裁判に参加

する者でもなく、選挙で選にされた者でもないため、公民の代表に位置づけるのが適切で

はないと主張したので、最後、新草案第十条を｢人民参審員がこの決定に基づき選任され、

法律に従い裁判に参加し、裁判長を担当できない以外、裁判官と同等の権力を有する。｣に

                                                   
128 沈徳詠「関於《関於完善人民陪審員制度的決定(草案)》的説明――2004 年 4 月 2 日在第

十届全国人民代表大会常務委員会第八次会議上」全国人民代表大会常務委員会公報 2004 年

6 期 464 頁参照。 
129 胡康生｢全国人大法律委員会関於《全国人民代表大会常務委員会関於完善人民陪審員制

度的決定(草案)》審議結果的報告――2004 年 8 月 23 日在第十届全国人民代表大会常務委員

会第十一次会議上｣467 頁参照。 
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書き改めた130。 

人民参審員の選任方法に関しても、起草者の意見が選挙によるか任命によるかに二分さ

れた。具体的に言えば、当地の人民代表大会で人民代表を選挙する同時に、選民が被選挙

者の中に人民参審員を選挙するという方法および、基層人民法院の院長が候補者を指名し

てから、同級の人大常務委員会がその候補者を人民参審員に任命する方法である。前者の

理由というと、人民法院組織法第 37 条第 1 項が人民参審員を選挙で選ぶことを明記してい

るのみならず、選挙によって人民参審員を選出することこそ、人民参審員制度が民衆から

支持を得て、人民参審員が使命感を持するようになることであるのに対して、後者の理由

が、最高人民法院による調査で、従来から多数の人民参審員が人民法院によって任命され

た者だったのに僅かの人民参審員が選挙で選ばれた者だったため、選挙の選任方法が任命

の選任方法よりあまり好まれていないこと、それに、人民法院の院長を除き、副院長も裁

判官も院長に指名された上で、同級人大常務委員会に任命される者であるために、人民参

審員が人民代表大会で人民代表によって選挙されるようになると、人民参審員の選任方法

が人民法院院長を除き全部の裁判官を選任する方法より複雑かつ厳格すぎるようになるの

で、それほど必要がないという考えである131。最後、後者が新草案に取られた。この部分

の内容は三回の審議を経て変わらずに｢決定｣に採納された。 

対象事件の範囲について、新草案第 2 条と第 3 条によって、簡易手続で行う事件を除き、

刑事・民事・行政事件を問わず、人民参審員制度が第一審の裁判に限られ、しかし、具体

的な事件の範囲が最高人民法院にて制定され、それに、当事者が制度の適用を申請しかつ

人民法院がその適用を認可した事件の裁判が人民参審員制度によって行われることが新草

案に定められた132。 

しかしながら、第二回審議で、全国人大常務委員会の委員は対象事件の範囲が最高人民

法院による決まるという内容に反対し、法律でそれを規定すべきだと主張し、その後、全

国人大法律委員会は、最高人民法院と検討し、当地の社会的に影響が比較的に大きい事件

と当事者による申請がされた事件に限ると合意した133。その結果、新草案第二条が｢簡易手

続訴訟と別の法による事件の訴訟を除き、以下の事件の第一審の裁判は、人民参審員と裁

判官から組合わせた合議体により行われる。(一)社会的に影響が比較的に大きい刑事・民

事・行政事件、(二)刑事事件の被告人、民事事件の原告と被告、行政事件の原告による申請

がされた事件。｣と書き改められ、最後、｢決定｣に採納されるようになった。なぜその内容

を変えたかというと、対象事件の範囲を決める権限を最高人民法院を筆頭とする人民法院

システムに一任することが、制度の適用が人民法院、ひいては、裁判官の恣意に左右され

                                                   
130 楊景宇｢全国人大法律委員会関於《全国人民代表大会常務委員会関於完善人民陪審員制

度的決定(草案)》修改意見的報告――2004 年 8 月 26 日在第十届全国人民代表大会常務委員

会第十一次会議上｣469 頁参照。 
131 沈徳詠・前掲注(139)465 頁参照。 
132 沈徳詠・前掲注(139)465 頁参照。 
133 胡康生・前掲注(140)467 頁参照。 
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る状態をもたらす危険があるからと指摘されている134。 

人民参審員の選任資格をめぐって、新草案は人民参審員になる者が、中華人民共和国国

民であること、選挙権と被選挙権を有すること、満 23 歳以上であること、憲法を擁護する

こと、短大卒以上の学歴を有すること、一定の専門知識を有すること、公明正大であるこ

と、健康であることとの八つの条件を備えなければならないと規定していた135。ところが、

第一回と第二回の審議を行っていたところ、全国人大常務委員会の委員は学歴条件を争点

に意見が学歴レベルを下げるべきということ、学歴レベルを挙げるべきということ、学歴

レベルを融通の効かない規定にしないほうがいいということに分かれ、それに、一部の委

員は国籍の条件が選挙権・被選挙権を有する条件と、学歴の条件が一定の専門知識を有す

る条件と重複していると主張した136。その後、第三回の審議の時、新草案に刑事処罰を受

けた者および公職を除籍された者が欠格事由であることをすでに規定している以上、選挙

権と被選挙権を有することを選任資格にする必要がないとの意見が提出された137。最後、

｢決定｣に明記した選任資格が憲法を擁護すること、満 23 歳以上であること、公明正大であ

ること、健康であること、一般的には短大卒以上の学歴を有することとの五つの条件にな

った。 

人民参審員へ事件裁判の配布、すなわち、具体的な対象事件を確認した後、合議体に参

加する人民参審員を選出する方法について、新草案の起草者は全部の人民参審員名簿から

無作為抽出で選ぶことおよびそれから人民法院が指定することという二つの意見に分かれ

たが、妥協の結果として、新草案第十五条は無作為抽出か指定という文言を避けて、適当

な方法で人民参審員に裁判業務を手配しなければならないこと、それに、一名の人民参審

員が毎年参加した事件が10件を超えてはならないことを規定していた138。にもかかわらず、

この新草案が全国人大常務委員会への審議に提出された後、一部の委員が、人民法院、ひ

いては、業務配布を担当する裁判官の恣意判断を避けるために、無作為抽出のほうがいい

と主張した。その意見を受け、全国人大法律委員会がその内容を｢基層人民法院で行った事

件の裁判に参加する人民参審員が人民参審員名簿から無作為抽出で確認される。中級人民

法院、高級人民法院で行った事件の裁判に参加する人民参審員が所在する町の基層人民法

院により人民参審員名簿から無作為抽出で確認される。｣と書き換えた139。 

人民参審員の研修・考課に関しては、最高人民法院の起草者が研修と考課の内容ではな

く、それを担当する機関について意見が一致しなかったのである140。具体的に言えば、一

                                                   
134 司英｢堅定地推進人民陪審員制度――関於完善人民陪審員制度的決定立法回顧｣中国人

大 2005 年 12 期 11 頁参照。 
135 呉坤「曾終止審議的《関於完善人民陪審員制度的決定(草案)重新提請審議》」中国人大

2004 年 8 期 18 頁参照。 
136 胡康生・前掲注(140)468 頁参照。 
137 楊景宇・前掲注(141)470 頁参照。 
138 沈徳詠・前掲注(139)466 頁参照。 
139 胡康生・前掲注(140)468 頁参照。 
140 沈徳詠・前掲注(139)466 頁参照。 
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つは人民参審員が参加する裁判が行われた場所が人民法院で、しかも、他の部門より人民

参審員の状況を把握するのが人民法院であることを理由として人民参審員の研修と考課を

担当するのが人民法院にほかならないという意見であり、そして、もう一つは、人民参審

員の研修と考課が司法行政事務に属するために、それを背負うのが人民法院ではなく司法

行政部門のはずだという見解であり、三つ目は人民参審員が裁判官でもなく、司法行政部

門の役員でもない者であるが故に、人民参審員への研修や考課を履行する職務が、人民法

院のみでなく、司法行政部門のみでもなく、人民法院と司法行政部門、つまり、同級人民

政府に属する司法局と合同で担われるべきだという考えである。その後、三つ目の意見が

新草案に吸収し、第十六条で定められ、｢決定｣に書き込まれた。 

人民参審員への手当についても、新草案の起草者の意見は一致したのである。定職のな

い人民参審員には当地の平均給与相当の補助金を出勤日数に応じて支給するのに対して、

有職者にはその補助金を支給しないし、所属する職場から減給されるのを禁止するという

手当に関する内容が新草案に明記され、その後、第二回の審議を行った時、人民参審員へ

交通費と食費等の裁判するため発生した費用を補助するべきだという意見が一部の委員に

より挙げられ、｢決定｣に書き込まれた141。これから、人民参審員へ支給する補助金が人民

法院が同級人民政府からもらった財政名目の一つであるようになっている。 

以上は現行人民参審員制度が依拠する単行法である｢決定｣の立法経緯である。これから

見ると、｢決定｣の立法者が人民参審員に裁判官と殆ど同等の権力を賦与する一方、人民参

審員を人民法院および裁判官から独立する立場に立たせようとしていたと言える。ところ

で、人民法院組織法および刑事訴訟法、民事訴訟法、行政訴訟法には人民参審員制度に関

わる条文も定められているが、｢決定｣の公布によってその条文の内容が刷新された。 

表 3.1 は現行の人民法院組織法と刑事訴訟法、民事訴訟法、行政訴訟法にある人民参審員

制度に関わる条文の内容を簡潔にまとめたものである。その内容が対象事件の範囲および

人民参審員の権限、選任資格・方法、評議方法、手当に限っている。表 3.2 は人民参審員制

度全般に関する網羅的な単行法である｢決定｣の条文とそれに対応する内容である。 

 

図表 3.1 人民法院組織法と三大訴訟法における規定 

 人民法院組織法 刑事訴訟法 民事訴訟法 行政訴訟法 

対象事件 第 9 条 第 178 条 第 39 条 第 46 条 

権限 第 37 条 第 178 条 第 39 条 無し 

選任資格 第 37 条 無し 無し 無し 

評議 無し 第 179 条、第 180 条 第 42 条 無し 

手当 第 38 条 無し 無し 無し 

                                                   
141 胡康生・前掲注(140)469 頁参照。 
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図表 3.2｢決定｣の規定とその内容 

内容 権限・義務 対象事件 合議体の構成 選任 評議 事件配点 研修・考課・手当 

条文 第 1 条、第

10～13 条 

第 2 条 第 3 条 第 4～

8 条 

第 11 条 第 14 条 第 15～19 条 

 

対象事件の範囲に関する規定を見てみよう。人民法院組織法第 9 条第二項は｢第一審事 

件の裁判は、裁判官のみから構成した合議体または人民参審員と裁判官と構成した合議体

によって行われる。簡単な民事事件、軽微な刑事事件と法律に別段の規定がある場合、裁

判官 1 人の独任裁判が可。」と規定している。その条文から見ると、人民参審員制度の対象

事件が簡単な民事事件、軽微な刑事事件と法律に別段の規定がある場合を除き、民事事件

か刑事事件か行政事件を問わず全部の第一審事件が対象事件の範囲に含まれていると理解

していい。つまり、その条文に基づき、人民参審員が参加できないのは簡単な民事事件、

軽微な刑事事件と法律に別段の規定に従い適用しない事件の裁判である。 

そして、刑事訴訟法第 178 条第１項は、｢基層人民法院、中級人民法院での第一審事件の

裁判は、裁判官 3 人から構成した合議体または裁判官と人民参審員 3 人から構成した合議

体により行われる。しかしながら、基層人民法院で簡易手続で行う裁判は裁判官 1 人によ

ってもいい。｣と定め、同条の第 2 項は、｢高級人民法院、最高人民法院での第一審事件の

裁判は、3 人から 7 人までの裁判官から構成した合議体または 3 人から 7 人までの人民参審

員と裁判官から構成した合議体により行われる。｣と規定している。その条文に従い、刑事

訴訟の場合、基層人民法院で簡易手続で行う事件の裁判を除き、人民参審員は全部の第一

審刑事事件の裁判に参加することができる。しかし、この条文に記す基層人民法院で簡易

手続で行う事件の範囲は、前述の人民法院組織法第 9 条に書かれた軽微な刑事事件の範囲

と合致するわけではない。基層人民法院で簡易手続で行う事件は、必ず軽微な刑事事件の

はずであるが、軽微な刑事事件は、決して基層人民法院で簡易手続で行う事件と言えない。

換言すれば、軽微な刑事事件の範囲が基層人民法院で簡易手続で行う事件を含んでいるの

である。すなわち、刑事訴訟の場合、刑事訴訟法が定めた対象事件の範囲が人民法院組織

法により決められた範囲より広いということである。 

同じ状況が民事訴訟の場合でもある。民事訴訟法第 39 条は、｢第一審民事事件の裁判は、

裁判官と人民参審員と共に構成した合議体または裁判官のみから構成した合議体で行う。

……簡易手続を適用する民事事件の裁判は、裁判官 1 人で行う。｣と定めている。それに基

づき、民事訴訟の場合、簡易手続を適用する民事事件を除き、全部の第一審民事事件が人

民参審員制度の対象事件だと言っていいのである。それで、民事訴訟の場合、対象事件か

ら除外する事件は、人民法院組織法の条文に従えば、簡単な民事事件であり、民事訴訟法

の条文に基づくと、簡易手続を適用する民事事件である。だから、刑事訴訟の場合と同じ、

民事訴訟においても、民事訴訟法が規定した対象事件の範囲は、人民法院組織法で定めた
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範囲より広いのである。 

ところで、もしも｢行政事件の裁判は、裁判官から構成した合議体あるいは人民参審員と

裁判官と共に構成した合議体で行う。｣とある行政訴訟法第 46 条に基づけば、行政訴訟の

場合、第一審か第二審を問わず、簡単な事件か複雑な事件も問わず、全部の行政事件の裁

判では人民参審員制度を適用することができると言える。が、人民法院組織法第 9 条に従

えば、刑事・民事・行政事件を問わず、人民参審員制度を適用する事件が第一審事件に限

られているのである。行政訴訟法の立法者がその行政事件の裁判が第一審事件の裁判だと

想定していたかもしれないが、その条文のみを見れば、第一審事件に限っていると読み取

れないのである。だから、対象事件の範囲について、行政訴訟法の規定が人民法院組織法

の規定と全く異なっていると思われる。 

上述したとおり、人民参審員制度の対象事件に関わって、人民法院組織法および三大訴

訟法の規定はお互いに合致しておらず状態になっていると思われる。それに対して、｢決定｣

第 2 条は、明確な文言で簡易手続訴訟と法律に別段の規定がある場合を除き、社会的に影

響が比較的に大きい刑事・民事・行政事件および刑事事件の被告人、民事事件の原告と被

告、行政事件の原告による申請がある事件の第一審の裁判が人民参審員制度で行われなけ

ればならないとしている。それで、対象事件の範囲をめぐって、｢決定｣第 2 条によって統

一される規定が設けられるようになっているといえる。 

人民参審員の権限については、表 3.1 で示したとおり、行政訴訟法には人民参審員の 

権限に関わる条文が設けられていないが、人民法院組織法第37条第2項と刑事訴訟法第178

条第 3 項、民事訴訟法第 39 条第 3 項は同じく｢人民参審員は、裁判に参加する時、裁判官

と同等の権限を有し、同等の義務を負う。｣と定めている。それに、人民法院組織法第 9 条

第 3 項は、刑事訴訟法第 178 条第 6 項も、合議体の長である裁判長になる者は裁判官でな

ければならないと規定している。それに対して、｢人民参審が本法に基づき選任され、法律

に従い裁判に参加し、裁判長を担任できないこと以外、裁判官と同様の権利を有する。｣と

ある｢決定｣第 1 条がその人民法院組織法と刑事訴訟法、、民事訴訟法にある関係条文の内容

をまとめたものだと考えられる。しかも、｢人民参審員が合議体に参加し、事件を裁判する

とき、独立して、事実認定と法律適用に関して表決権を行使する。合議体の表決が多数決

の原則で行われる。人民参審員が合議体の他の構成員と異なる意見を持する場合、その意

見を議事録に記入しなければならない。必要がある場合、人民参審員は院長に裁判委員会

への付議を要求することができる。｣とある｢決定｣第 11 条に基づき、人民参審員の権限の

具体的な内容が事実認定、法の適用につき独立した議決権および裁判委員会への付議を申

請する権力に当たると思われる。 

人民参審員の選任資格と選任方法に関して、刑事訴訟法も民事訴訟法も行政訴訟法も 

それを規定する条文が設けていないのに対して、人民法院組織法第 37 条第 1 項が｢政治権

利が剥奪された者を除き、選挙権と被選挙権を有し、満 23 歳以上の公民が、人民参審員と
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して選挙される。｣と定めている。その条文に基づき、選任資格は政治権利142が剥奪された

者でないこと、選挙権と被選挙権を有すること、満 23 歳以上であることと言う三つの条件

しかないのであり、選任方法は選挙ということだとまとめられる。 

にもかかわらず、｢決定｣第 4 条によって人民参審員になる者が憲法を擁護すること、満

23 歳以上であること、公明正大であること、健康であることという四つの一般条件、そし

て、一般的に短大卒以上の学歴を有するという学歴条件を満足しなければならないのであ

る。しかも、｢決定｣第 7 条と第 8 条に基づき、人民参審員が基層人民法院と基層人民政府

の司法行政機関による審査手続きおよび同級の人大常務委員会による任命手続を経た者で

あるから、人民参審員の選任には選挙でなく任命制が適用されている。それで、｢決定｣が

人民法院組織法より厳しい選任資格を設け、それと全く異なる選任方法を設置していると

思われる。 

評議方法について、表 3.1 で示した通り、人民法院組織法と行政訴訟法は規定がな 

いのに対して、刑事訴訟法にも民事訴訟法にも評議の方法を定めている。刑事訴訟法第 179

条と民事訴訟法第 42 条は、同様に多数決の評議原則を決めている。 

しかも、刑事訴訟の場合、刑事訴訟法第 180 条に基づき、複雑かつ重大な事件を裁判す

る時、もしも判断を決めるに決めかねるならば、合議体が院長に裁判委員会への付議を求

め、裁判委員会の判断に従わなければならないようになっている。つまり、合議体が多数

の意見を達することができない場合において最終の判断を裁判委員会に仰ぐのである。 

｢決定｣第 11 条は、刑事訴訟法第 179 条と民事訴訟法 42 条が規定する多数決の評議原則

を踏襲した外、多数決が得られない場合、合議体だけでなく人民参審員個人にも院長に裁

判委員会への付議を請求する権限を賦与している。 

人民参審員へ支給する手当をめぐって、三大訴訟法はそれを規定していないが、人民 

法院組織法第 38 条は、裁判に参加する期間で、有職者の人民参審員が所属する職場から給

料をもらい、定職のない人民参審員が人民法院から適切な補助金をもらうように定めてい

る。でも、人民参審員が事件を裁判するために発生した交通費や食費などがどこから支払

うべきなのか、そして、どのぐらいの補助金が適切なものであるかは、人民法院組織法に

基づき答えられないのに対して、｢決定｣第 18 条および第 19 条は、それを詳しく定めてい

る。 

以上は、現行の人民参審員制度の対象事件、人民参審員の権限、選任資格・手続、評議

方法、手当の支給に関する法的根拠に関わる整理と分析である。また、表 3.2 で示すとおり、

人民参審員の義務、任期、合議体の構成、事件配点、人民参審員の研修・考課について、

人民法院組織法と三大訴訟法が全く規定していないが、単行法である｢決定｣はそれを定め

る条文を整えている。総じて言えば、人民参審員制度を実施するあたり、その制度の一部

                                                   
142 中国において所謂政治権利が、人大代表を選挙する選挙権と人大代表に選挙される被選

挙権のほか、公職に就く権利、国家企業や人民団体のリーダーになる権利、言論・集会・

結社自由の権利に指している。 
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の内容だけを大まかに定めた人民法院組織法と三大訴訟法より、制度全般を網羅的に詳し

く決めた｢決定｣こそ準拠される意味がある法的根拠だと思われる。しかも、法律の特別規

定がその一般規定より優先的に適用されることを規定している立法法第 83 条に基づき、単

行法である｢決定｣が、そもそも人民法院組織法および三大訴訟法にある人民参審員制度に

関わる条文より優先的に適用されるべき法律である。 

  

２ 現行制度に関する司法文書 

現行制度を実施する法的根拠は以上の法律であるが、制度のさまざまな方面を詳しく規

定しているのが最高人民法院および各高級人民法院が｢決定｣をもとに制定した司法文書で

ある。 

最高人民法院が 1999 年 10 月 20 日に公布した第 1 次改革要綱は、従来の制度に関わる

問題を全面的に検討した上で｢決定｣草案を全国人大常務委員会へ提出することを最高人民

法院の第 1 次五ヵ年、すなわち、1999 年から 2003 年までの五年内の改革目標としていた。

結果として前述したとおり、2004 年 8 月 28 日に 20 ヵ条の人民参審員制度全般を網羅的に

定めた｢決定｣は初めの制度に関する単行法として公布されたのである。 

その後、最高人民法院は、2005 年 10 月 26 日、｢人民法院第 2 次 5 カ年改革要綱(2004

～2008)｣(以下、第 2 次改革要綱という)を公表した。最高人民法院は、第 2 次改革要綱に

2004 年から 2008 年にかけて人民法院システムが主導する司法改革の主要内容の一つとし

て第 2 次改革要綱の第 27 条で｢決定｣の施行を徹底させるために、人民参審員を管理する制

度を完備させ、当該制度の実施に関する細則を制定し、人民参審員制度の機能を充分に発

揮しようとすることを記した143。それに、最高人民法院は 2004 年 12 月から 2005 年 6 月

まで四つの人民参審員制度に関わる司法文書を公布した。それらは、最高人民法院が 2004

年 12 月 13 日、司法部と共同で公布した｢人民参審員の選任、研修、勤務評定業務に関する

実施意見｣(法発[2004]22 号、以下、｢実施意見｣と略)および最高人民法院が 2005 年 1 月 6

日、公布した｢人民参審員に関する管理辦法(施行)｣(法発[2005]１号、以下、｢辦法｣と略)、

最高人民法院が 2005 年 4 月 15 日、財政部と共同で公布した｢人民参審員の経費管理に関す

る通知｣(財行[2005]72 号、以下、「経費通知」と略)、最高人民法院の政治部が 2005 年 6 月

1 日、公布した｢人民参審員選任業務の若干問題に関する回答｣(法政[2005]63 号、以下、「選

任回答」と略)である。 

しかも、一部の高級人民法院も、｢決定｣と最高人民法院が公布した司法文書をもとに管

轄する地域内に拘束力がある司法文書を制定した。湖南省高級人民法院が 2005 年 1 月 17

日、公布した｢人民参審員制度を実施に移す規則｣と天津市高級人民法院が 2005 年 1 月 24

日、天津市司法局と共同で公布した｢人民参審員選任業務の意見｣、上海市高級人民法院が

2006 年 2 月 13 日、上海市司法局と共同で公布した｢｢決定｣を実施する細則｣、広東省高級

                                                   
143 ｢人民法院第二個五年改革綱要(2004－2008)｣曹健明編『中華人民共和国最高人民法院公

報』2005 年第 12 期(北京報刊発行局、2005 年)11 頁参照。 
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人民法院が 2006 年 7 月 5 日、公布した｢人民参審員を管理する細則｣は、例として挙げられ

る。 

 ところで、｢人民法院第 3 次 5 カ年改革要綱(2009 年～2013 年)｣(以下、｢第 3 次改革要綱｣

と略)は、2009 年 3 月 17 日に最高人民法院によって公表された。前の二つの五ヵ年改革要

綱と比べ、それが初めて人民参審員制度の改革によって司法民主化を推進することを目標

として上げたものだと考えられている144。第 3 次改革要綱は、人民参審員の選任範囲およ

び対象事件の範囲を拡大することを 2009 年から 2013 年にかけて人民法院が主導する改革

の主要内容の一つとして明記した145。それに対応するため、その後の 2010 年、最高人民法

院は、次々と三つの人民参審員制度に関わる司法文書を制定した。それらは、2010 年 1 月

12 日に公布された｢人民参審員が参加する裁判業務の若干問題に関する規定｣(法釈[2010]2

号、以下、「規定」と略)と同年の 1 月 13 日に公布された｢人民参審員業務の若干問題に関

する回答｣(法政[2010]11 号、以下、「回答」と略)、同年の 6 月 29 日に公布された｢人民参

審業務のさらなる強化と推進に関する若干意見｣(法発[2010]24 号、以下、「意見」と略)であ

る。 

 以上は、これまで最高人民法院が｢決定｣をもとに制定した司法文書である。現行制度を

実施する際に依拠しているのが、｢決定｣を筆頭として、上述の司法文書を含んだ規定であ

る。その内容は後の第 2 節で詳しく論じる。 

 

第２節 現行制度の概要146 

１ 制度機能に関する公式見解 

 第 2 章で述べた通り、今度の人民参審員制度の改革を支持する学者が八つの制度機能を

提出した。ここでは、現行制度の法的根拠である｢決定｣の内容および上述の司法文書に基

づき、｢決定｣が公布された以後、｢決定｣の立法に携わった者、つまり、最高人民法院の官

僚および全国人大常務委員会のメンバーが発表した現行制度に関わる言論と権力機関が公

布した公の文書にある制度機能をめぐる記述をもとに制度機能の公式見解を究明する。 

 ｢決定｣は全文の第一段落で｢人民参審員制度を完備させ、公民の法に従い裁判に参加する

ことを保障し、それゆえに司法公正を促進するために、特に次のような規定を定める。｣と

いうことを記している。その文言から｢決定｣の立法目的が、従来の制度を完備させること、

公民の裁判に参加する権利を保障すること、裁判の公正を確保することだと理解して間違

わないが、その三つの立法目的の中、前の二つが裁判の公正を確保することを実現するた

めの手段であるので、｢決定｣の最終的な立法目的が裁判の公正を確保することを目途とし

                                                   
144 趙進峰｢盤点最高法院《三五改革綱要》五大亮点｣法制資迅 2009 年第 4 期 63 頁参照。 
145 ｢人民法院第三個五年改革綱要(2009－2013)｣沈徳詠編『中華人民共和国最高人民法院公

報』2009 年第 22 期(北京報刊発行局、2009 年)26 頁参照。 
146 この現行制度の概要は、中国全土にわたって拘束力がある｢決定｣および最高人民法院が

公布した司法文書に基づき論じる。上述の湖南省高級人民法院や上海市高級人民法院が制

定した管轄域内でのみ有効である司法文書はここで触れないで済ます。 
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ていると思われる。一語といえば、｢決定｣の内容をもとに裁判の公正を確保するこそ制度

の立法者に期待された機能である。 

 ｢決定｣を公布した直後、｢決定｣の立法に携わった当時の全国人大常務委員会メンバーの

祝銘山が記者に対して、裁判の民主を発揚すること、裁判の公正を確保すること、裁判官

への監督を強化することが人民参審員制度を実施する意味でもあり、制度の機能でもある

という説明を行った147。しかしながら、同年の 8 月 31 日に、｢決定｣の起草を担当した当時

の最高人民法院副院長である沈徳詠は、その三つのことを含み、裁判権威の維持も制度の

機能の一つだと新聞記者を通じて表わした148。その各機能のそれなりの理由については、

祝銘山が述べたことも、沈徳詠が言い出したことも、第 2 章で論じた存続論を持する学者

の観点と同じである。 

ところで、2010 年 6 月 29 日に最高人民法院は、｢意見｣を公布し、その内容の第 1 条か

ら第 3 条をもって、現行制度の機能が裁判の民主を発揚すること、裁判の公正を確保する

こと、裁判官への監督を強化すること、裁判権威を維持することだと規定した。その後、

2013 年 10 月 22 日に行った第 12 期全国人大常務委員会第 5 回会議で最高人民法院院長を

務めている周強は、｢決定｣を公布した以後、人民法院が人民参審員制度を実施している状

況を報告した。沈徳詠が明言した四つの制度機能はその際に、周強によって再び確かめら

れた149。 

  

図表 3.3 制度機能を明記した法・司法文書とそれを明言した者 

  ｢決定｣ 祝銘山 沈徳詠 ｢意見｣ 周強 

裁判の公正の確保 ○ ○ ○ ○ ○ 

裁判の民主の発揚 × ○ ○ ○ ○ 

裁判官への監督の強化 × ○ ○ ○ ○ 

裁判権威の維持 × × ○ ○ ○ 

 

表 3.3 で示すとおり、｢意見｣と沈氏、周氏の発言によって、立法目的の達成に関する温度

差があり、最高人民法院が制度の実施によって達成することは、｢決定｣および祝氏の記者

に対する談話からまとめた全国人大常務委員会に期待される機能の射程より広いであろう。

どちらかというと、最初の｢決定｣から 2013 年の周強氏の報告まで人民参審員制度の機能に

関する公式見解は、その内容が広がり、最後、四つのことが確定されるようになった。 

                                                   
147 廖盛芳｢人民陪審員制度:弘揚司法民主、維護司法公正――訪全国人大内務司法委員会副

主任委員祝銘山｣中国人大 2004 年 17 期 14～15 頁参照。 
148 王闘闘｢弘揚司法民主、促進司法公正――沈徳詠就《関於完善人民陪審員制度的決定》

答本報記者問｣法制日報 2004 年 8 月 31 日参照。 
149 ｢最高人民法院関於人民陪審員決定執行和人民陪審員工作情況的報告｣中国人大網

http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2013-10/22/content_1810630.htm(最終アクセス日、

2013 年 12 月 26 日)参照。 

http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2013-10/22/content_1810630.htm(最終訪問日、2013
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2013-10/22/content_1810630.htm(最終訪問日、2013
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２ 制度の対象となる事件 

｢決定｣第 2 条は、｢簡易手続を適用する事件と別段の法に従い人民参審員制度を適用しな

い事件を除外し、次の第一審裁判は、人民参審員と裁判官から組んだ合議体によって行わ

れる。(一)社会的影響が大きな刑事、民事、行政事件；(二)刑事被告人、民事事件原告・被

告、行政事件原告による申請が提出された事件。｣と規定し、人民参審制度の対象となる事

件を定めている。 

 人民参審員制度が第一審裁判でのみ行われるようになっている。中国では基層人民法院、

中級人民法院、高級人民法院、最高人民法院からなる四つのレベルの法院システムにおい

て二審級を採用している。全部の第二審裁判は、裁判官のみで組まれた合議体で行うよう

になっているのに対して、第一審裁判は、人民参審員が参加する合議体によって行うこと

ができるのである。 

事件別について、人民参審員制度が刑事事件にも民事事件にも行政事件にも適用される

のである。しかしながら、全部の第一審事件の裁判に人民参審員が参加することができる

わけではない。｢決定｣第 2 条に従えば、人民参審員制度は、社会的影響が比較的に大きい

事件および刑事被告人、民事事件原告・被告、行政事件原告が制度を適用する申請がされ

た事件の裁判しか適用できないのである。すなわち、対象事件は、①社会的影響が比較的

に大きい事件、②訴訟当事者が制度を適用する請求を提出した事件に限られている。その

②から考えると、刑事事件の被告人、民事事件の原告・被告、行政事件の原告は、制度の

適用を決める権力が｢決定｣によって与えられると思われる。ある事件が社会的影響が比較

的大きな事件であるかどうかを判断する基準が何かは、｢決定｣の条文からは読み取れない

のである。 

最高人民法院が 2010 年 1 月 12 日に公布した｢規定｣にも定かな対象事件の範囲を定める

条文がある。その｢規定｣第 1 条は、｢簡易手続を適用する事件と法律に別段の規定がある場

合を除き、次の各号に掲げる事件の第一審裁判は、人民参審員と裁判官と共に構成した合

議体で行われる。（一）民衆の利益に関わる事件；（二）公共利益に関わる事件；（三）民衆

に広く注目される事件；（四）他の社会的影響が大きい事件。｣としている。それで、その

条文は、(一)から(三)までの三つの社会的影響が大きい事件を明確的に記し、(四)をもて総

括的規定を設けるようになった。それに、｢規定｣第 2 条第 2 項は、｢人民法院が刑事事件の

被告人、民事事件の原告・被告、行政事件の原告から裁判で人民参審員制度を適用する同

意を得れば、彼らによる制度の適用の申請が提出したと見なす。｣と定め、訴訟当事者によ

る制度の適用の見なし申請を設けている。 

上述の法律条文と司法文書の規則に基づき、現行の人民参審員制度の対象事件は、①民

衆の利益に関わる事件；②公共利益に関わる事件；③民衆に広く注目される事件；④他の

社会的影響が大きな事件；⑤刑事事件の被告人、民事事件の原告・被告、行政事件の原告

による制度を適用する申請が提出され、または、彼らから制度を適用する同意を得た事件
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とまとめられる。 

 

３ 人民参審員の選任、解任 

 人民参審員の選任資格について、｢決定｣第 4 条と｢実施意見｣第 2 条は、それを定めてい

る。まず、｢決定｣第 4 条第 1 項に基づき、人民参審員になる者は、憲法を擁護すること(政

治条件)、満 23 歳以上であること(年齢条件)、公明正大であること(道徳条件)、健康である

こと(身体条件)という四つの一般条件を満たさなければならないのである。それに、人民参

審員に学歴制限も設けられている。つまり、人民参審員が原則として短大卒以上の学歴を

有しなければならず(｢決定｣第 4 条第 2 項)、例外として当該条件の達成が確かに困難である

地域、あるいは高齢かつ尊敬を集めている者についてはそれを適宜緩和すること (｢実施意

見｣第 2 条)という学歴条件が規定されている。 

 ｢決定｣第 6 条は、人民参審員の欠格事由を定めている。それに基づき、刑罰を受けた者

および公職を罷免された者は、人民参審員になることができない。そして、｢決定｣と｢選任

回答｣は、就職禁止事由を定めている。それは、人民参審員の職務を遂行する能力はあるが、

一定の職業に就いていることなどを理由として人民参審員になれる者から除外する場合で

ある。｢決定｣第 5 条と｢選任回答｣第 2 条によれば、人民代表大会常務委員会の委員、人民

法院、人民検察院、公安機関、国家安全機関、人民政府司法行政機関の在職職員と現役軍

人、弁護士は、除外される。しかも、｢選任回答｣第 6 条は、裁判官と検察官が退職した後

の二年以内に人民参審員になることができないこと、二年を経ても、退職した裁判官と検

察官は、元勤務の基層人民法院で人民参審員として務めていけないことを規定している。 

人民参審員を選任する前、裁判に要する人民参審員の人数を算定しなければならない。

｢決定｣第 7 条は、人民参審員の定数が基層人民法院により算定され、同級人大常務委員会

により確定されると規定している。算定する際に何を基準に如何に行うのかについて、｢決

定｣をもって答えられないのに対して、最高人民法院が制定した｢辦法｣および｢意見｣にそれ

に関わる条文を規定している。｢辦法｣第 5 条と｢意見｣第 4 条によれば、基層人民法院は、

管轄する当該地方の人口数、面積、民族構成、事件の数と特徴、上級人民法院の需要とい

う五つの要素を考慮する上で、所属する基層人民法院の現職裁判官の数の半数からその総

数までの数で、人民参審員の定数を算定し、それを上級の中級人民法院へ意見を具申し、

調整の指示を受けた後、定数を同級人大常務委員会へ報告し、決定を要請する。 

 人民参審員の定数が決められた後、基層人民法院が主導し、同級人民政府司法行政機関

が携わって、同級人大常務委員会が候補者を任命する選任手続は始まる。｢基層人民法院は、

人民参審員の選任資格に満足する公民が所属する職場または戸籍所在地の基層自治組織に

よる推薦あるいは本人の自薦を受け付け、同級人民政府司法行政機関と共に他薦者と自薦

者の申請書を審査する上で、基層人民法院院長は、同級人大常務委員会に対して人民参審

員候補者名簿を提出し、任命することを要請する。｣とある｢決定｣第 8 条は、選任手続を大

まかに定めているのに対して、それを詳しく規定しているのは、最高人民法院が制定した
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｢実施意見｣および｢辦法｣である。それらに基づき、人民参審員の選任手続は、図表 3.4 で示

すとおりに、五つの段階で行われると考えられる。 

 

図表 3.4 選任手続 

 「単位」推薦または本人申請 

                 ↓ 

人民法院が候補者を審査――司法局に意見を求め 

                 ↓ 

人民法院の院長が候補者名簿を提出  

        ↓ 

同級人大常務委員会が人民参審員を任命 

        ↓ 

人民法院が任命決定を公布  

 

まずは、人民参審員の推薦または自薦である。基層人民法院は、人民参審員を選任する

前の一ヶ月から、人民参審員の定数と選任資格、選任手続などを公募する(｢実施意見｣第 5

条、｢辦法｣第 9 条)。そして、選任資格に合致する公民は、所属している職場あるいは戸籍

所在地の基層自治組織による推薦、または、自薦で基層人民法院へ推薦書と自薦書を提出

しなければならない(｢実施意見｣第 6 条、｢辦法｣第 10 条)。また、推薦書と自薦書は、最高

人民法院により決められた様式150で作らなければならない(｢実施意見｣第 11 条)。 

次は、推薦者による推薦書と自薦者からの自薦書を審査することである。基層人民法院

は、推薦書と自薦書を受け取った後、記入した個人情報の真実性を確かめてから、被推薦

者と自薦者に選任資格、欠格事由、就職禁止事由があるかどうかを判断する上で、一応の

人民参審員候補者の名簿を作り出し、それを同級人民政府司法行政機関、すなわち、司法

局に送り、意見を求め、それに、候補者に関わる状況を調査する必要があると考えれば、

司法局と共にその候補者の所属している職場あるいは戸籍所在地の基層自治組織に行き、

その状況に関する調査を行える(｢実施意見｣第 7 条および｢辦法｣第 12 条、第 13 条)。 

第三は、人民参審員候補者を確定することである。基層人民法院は、予め決めた人民参

審員の定数と審査の結果をもとに人民参審員の人選を決め、その際に、社会の各業界から

違う性別、異なる民族、年齢別の者を吸収することに注意すべきであり、決めた後、その

選ばれた人民参審員の名簿を上級の中級人民法院へ報告し、その者の選任資格が再び中級

人民法院から確かめられるようにさせる(｢実施意見｣第 8 条、｢辦法｣第 14 条、第 15 条、第

16 条)。 

第四は、人民参審員を任命することである。人民参審員候補者名簿を確かめた後、基層

人民法院は、それを推薦書と自薦者など資料と共に同級の人民代表大会常務委員会へ提出

                                                   
150 参考資料 1 は、公式の推薦書であり、参考資料 2 は、公式の自薦書である。 
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し、任命することを要請し、それに対して、その人民代表大会常務委員会は、その資料を

形式的に審査をする上で、名簿に従い人民参審員を任命し、[人民陪審員工作証]151、つまり、

任命証書を授与する(｢実施意見｣第 8 条、｢辦法｣第 17 条、第 19 条)。 

最後は、任命された人民参審員の名簿を社会に公布することである。基層人民法院は、

任命された人民参審員の名簿を同級人民政府司法行政機関に同報しながら、中級人民法院

を経て、高級人民法院にそれを順次報告し、同時に社会に公告し、しかも、直ちに任命決

定を書面で人民参審員本人と所属している職場、戸籍所在地の基層組織に通知する (｢実施

意見｣第 9 条、｢辦法｣第 18 条)。 

｢決定｣および｢実施意見｣、｢辦法｣、｢意見｣に人民参審員の解任に関する条文が設けられ

ている。まず、人民参審員の辞職について、人民参審員が職業の変動や健康上のトラブル

があるなどの原因で人民参審員の職務を履行することができなくなる場合、基層人民法院

に辞職の申請を提出することができる(｢決定｣第 17 条、｢意見｣第 8 条)。次ぎ、人民参審員

の罷免について、選任された者は、ア）三年以内に適当な理由がなく裁判に参加すること

を三回拒んだことがある場合およびイ）選任された後、欠格事由と就職禁止事由があるよ

うになった場合、ウ）裁判に関わる法律と関連規定に違反したり、情実にとらわれて不正

行为をしたりして、それで誤判または他の深刻な結果をもたらした場合、罷免されなけれ

ばならない(｢決定｣第 17 条、｢意見｣第 9 条、｢実施意見｣第 19 条)。 

解任の手続に関しては、本人による辞職の場合と罷免のア）、イ）の場合であれば、基層

人民法院の人民参審員の人事管理部門152は、その状況を確かめた上で、罷免のウ）の場合

であれば、基層人民法院の監察部門は、調べて確認した上で、基層人民法院の院長を通じ

て、同級人民代表大会常務委員会に罷免するように要請する (｢辦法｣第 34 条)。もしも罷免

しようとする人民参審員は犯罪の容疑があれば、その刑事責任を追及し、もしも罷免しよ

うとする人民参審員は犯罪の容疑がなければ、基層人民法院が書面でその者の所属してい

る職場にその者を処分しようと提案する (｢決定｣第 17 条、｢辦法｣第 35 条)。 

 人民参審員を解任した後、基層人民法院は、書面で解任の決定を解任した者およびその

者の職場、戸籍所在地の基層組織に通知しながら、解任の名簿を司法局へ送り、中級人民

法院を経て、高級人民法院まで順次報告する同時に、社会に対してそれを公布しなければ

ならない (｢辦法｣第 37 条、｢実施意見｣第 19 条)。 

 

                                                   
151 参考資料 3 は、筆者の故郷の基層人民法院が授与した任命証書の表側の写真である。そ

の裏側に人民参審員の姓名、性別、生年月日、学歴、所属している職場とそのポスト、任

命番号が記入されてある。 
152 ｢辦法｣第 3 条に基づき、人民参審員の選任と解任の人事管理を担当するのが人民法院の

[政工部門] 、つまり、基層人民法院の政工科と中級人民法院から最高人民法院の政治部で

ある。ここで所謂[政工部門]は、裁判官を含み人民法院の全部の職員に対する政治観の教育

と業務能力の評判、人事変動と給料昇進を決める権力を握る核心部門である。官僚体制に

占める地位と権力の範囲から見ると、政治部・政工科は日本裁判所の事務局のと似ている

と言える。 
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４ 事件配点手続 

 ｢決定｣および｢規定｣、｢回答｣、｢意見｣は、事件配点手続、すなわち、任命された人民参

審員の中から具体的な事案を裁判する合議体に参加する者を選出する手続を定めている。 

 開廷の 7 日前に基層人民法院は、当該基層人民法院が作成した人民参審員の名簿から、

中級人民法院または高級人民法院は、所在都市の基層人民法院の人民参審員の名簿から、

パソコンによる無作為抽出で具体的な事件の裁判を担当する人民参審員を決める(｢決定｣第

14 条と｢規定｣第 4 条)。 

そして、パソコンによる無作為抽出を行う前に、基層人民法院は、職業や専門、出身地

などをもとに適当に人民参審員を分類してから名簿に記入することができる(｢回答｣第3条)。

特定の専門知識を有する人民参審員が裁判に参加する必要がある事件を裁判する場合、人

民法院は、その特定の専門知識を持する者だけから任意の抽出でその裁判に参加する人民

参審員を選んでもいいのである(｢規定｣第 5 条)。 

抽出された後、その人民参審員が正当な理由で裁判に参加することができない時、また

は、刑事事件の被告人、民事事件の原告・被告、行政事件の原告がその人民参審員を忌避

する場合、人民法院は、直ちに他の人民参審員を再び抽出しなければならない(｢規定｣第 6

条)。しかも、抽出された人民参審員は、長期に同じ裁判業務庭や同じ合議体に参加しては

ならない(｢回答｣第 2 条)。とにかく、個々の事案の人民参審員の選出は、広汎性の確保を原

則に行わなければならないのである(｢意見｣第 18 条)。 

 

５ 人民参審員の権限と義務 

人民参審員は、裁判長を担当できないこと以外、裁判官と同等の権限を有する(｢決定｣第

1 条)。具体的に言えば、人民参審員は、合議体の成員として事件を裁判するにあたり、事

実認定、法の適用につき独立した表決を行使し、合議体の成員の意見が分かれた時には、

院長に裁判委員会への付議を申請することができる(｢決定｣第 11 条)。それで、人民参審員

は、事実認定と法的適用に関する表決権および付議申請の権限を持すると考えられる。し

かも、人民参審員は、法に従い独立して訴訟事件を調停することができる(｢回答｣第 4 条)。 

人民参審員の忌避は、裁判官を忌避する規定を参照する(｢決定｣第12条、｢意見｣第24条)。

それに、人民参審員は、裁判に参加するに当たり、裁判官と同じ責務を行い、裁判の秘密

を守り、司法の礼儀を正しく尽くし、司法のイメージを保持しなければならないことが規

定されている(｢決定｣第 13 条、｢意見｣第 23 条)。 

総じて言えば、人民参審員は、裁判官とほぼ同じ権限と義務を賦与され、負わせられる

と思われる。 

 

６ 合議体の構成および評議 

人民参審員の参加する合議体の構成を定めている条文が｢決定｣第 3 条しかない。それに

基づき、人民参審員の合議体に占める割合は、三分の一を下回らないのである。第一審裁
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判の合議体の成員の数について、民事訴訟法は具体的な数を規定せずに、それが奇数であ

らなければならない(｢民事訴訟法｣第 40 条)と、行政訴訟法は、それが 3 以上の奇数であら

なければならない(｢行政訴訟法｣第 46 条)と定めているのに対して、刑事訴訟法は、より具

体的にその数を規定している。刑事訴訟法第 147 条に基づき、基層人民法院と中級人民法

院で行われる第一審裁判の合議体の成員は 3 人であり、高級人民法院と最高人民法院で行

われる第一審裁判の合議体の成員は、3 人から 7 人の奇数であると規定されている。実務で

は、民事訴訟でも行政訴訟でも合議体の成員の定数は、刑事訴訟法第 147 条に従い決まっ

ている。 

それで、基層人民法院または中級人民法院では第一審裁判を担当する合議体に占める人

民参審員が 1 人でも 2 人でもいいのであり、高級人民法院あるいは最高人民法院における

第一審裁判の合議体に参加する人民参審員は、3 人の合議体の場合であれば、1 人か 2 人で

いいし、5 人の合議体の場合であれば、2 人から 4 人でいいし、7 人の合議体の場合であれ

ば、3 人から 6 人までいいと思われる。 

｢決定｣および｢規定｣、｢意見｣は、人民参審員の参与する評議について規定している。ま

ず、人民参審員の関与する評議の手続について、合議体は事件の事実認定と法的適用を評

議するところに、先に裁判官が当該事件に関する法律と証拠規則を説明し、それから、人

民参審員と他の合議体の成員が各自の意見を充分に言い出し、かつ、その理由を説明し、

最後に、合議体の長である裁判長が自分の意見を発表し、その上、合議体の意見を総まと

めるという順序である(｢規定｣第 7 条、第 8 条)。それに、合議体の表決は多数決の原則で行

われることは、定められている(｢決定｣第 11 条)。また、裁判長または合議体の他の成員は、

人民参審員が自分の意思で独立して意見を出すことに不当な影響を施したり、それを妨げ

たりしていけない(｢意見｣第 15 条)。 

 なお、人民参審員が合議体のその他の成員と意見が分かれた時、人民参審員の意見を評

議の記録に記入し、また、人民参審員が当該事件の裁判委員会による検討決定が必要だと

思った場合、人民法院の院長に事件を裁判委員会への付議を要求しようと届け出、かつ、

その理由を説明し、それを評議の記録に残さなければならない(｢決定｣第 11 条、｢意見｣第

16 条、｢規定｣第 9 条)。裁判委員会が付議された事件を検討している時、人民参審員が表決

権を行使する権限がない他、その場に居て、検討に参加し、意見を発表することができる(｢意

見｣第 17 条)。 

人民参審員は、評議の記録を真剣に読んで確認した上でサインし、記録に記入された内

容と評議の内容と一致しないところを発見した時、それの書き直しと要求し、それが書き

直された後、サインするべきである(｢規定｣第 10 条)。 

  

７ 人民参審員の研修・考課・手当 

 人民参審員が評議において事件を審理する職責を十分に尽させるために、人民参審員と

して任命された者は、5 年の任期内に人民法院から裁判業務の育成訓練をされなければなら
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ないのである。｢決定｣は｢実施意見｣および｢意見｣、｢辦法｣と共にそれに関する規則を次の

ように定めている。 

 人民参審員は、任命された後、裁判に参加する前に研修を受けなければならない(｢実施意

見｣第 10 条)。その研修は、裁判を担当する前の初任研修と就職後の裁判業務の専門研修を

含んでいる(｢辦法｣第 20 条)。 

 研修の内容というと、初任研修の内容は、主として社会主義法治理念、司法制度、裁判

官の職責と権限や裁判官の職業道徳、裁判の規律、司法礼儀、法律基礎知識、基本的な訴

訟規則等を含んでいるのに対して、就職後の裁判業務の専門研修の内容は、主に政治理論、

証拠採用の規則、事実認定と法の適用に関する一般的なルール、および新しく公布された

法律である(｢実施意見｣第 12 条、｢辦法｣第 20 条、｢意見｣第 27 条、第 28 条)。 

 また、初任研修の時間は一般的に、24 時間を、就職後の裁判業務の専門研修の時間は毎

年、20 時間を下回らないように定めている(｢意見｣第 20 条、｢辦法｣第 26 条)。それに、研

修は、集中講義以外、裁判の見学や判例評釈、シンポジウムなど多様な形式で行われる(｢意

見｣第 29 条)。 

 なお、｢基層人民法院は同級人民政府の司法行政機関と合同で人民参審員を研修させ、人

民参審員の素質を高める。｣とある｢決定｣第 15 条に基づき、研修を担当するのは、基層人

民法院とその同級人民政府の司法行政機関に限っているにもかかわらず、最高人民法院が

制定した司法文書でその限定を突破し、研修を担当する機関が基層人民法院とその同級人

民政府の司法行政機関のみならず、中級人民法院並びに高級人民法院、最高人民法院も研

修を担当するようになっている。概言すると、初任研修は、高級人民法院を筆頭として最

高人民法院から基層人民法院までの人民法院システム全体により行われているのに対して、

就職後の裁判業務の専門研修は、人民参審員が所在した基層人民法院による担当されるの

である。 

 具体的に言えば、初任研修について、まずは、最高人民法院に所属する国家法官学院は、

全国で適用する研修シラバスと教材を制定し、明確な研修で達成する目標を設け、また、

定期的に研修の進み度を検査し、それから、各高級人民法院は、管轄区における人民参審

員を研修する具体的な実施の案を作り出し、それを記録に載せてもらうために最高人民法

院に報告してから、それに従い、本院で管轄地域における人民参審員を研修させ、または、

研修の環境がある中級人民法院と基層人民法院に人民参審員の初任研修をさせることを任

せるのである(｢意見｣第 27 条、｢辦法｣第 21 条、第 22 条、第 23 条)。それに対して、就職

後の裁判業務の研修は、人民参審員の所在している基層人民法院によって行われるべきで

ある(｢意見｣第 28 条)。 

 なお、人民参審員が時間通りに研修に参加することができるようにさせるために、研修

を引き受ける人民法院は、人民参審員とその者が所在する職場、戸籍所在地の基層組織へ

研修を始める 7 日前にその件を知らせなければならない(｢実施意見｣第 13 条)。 

 また、今度の制度改革において、人民参審員の裁判業務に対する考課制度が初めに設け
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れている。その考課制度の法的根拠である｢決定｣第 15 条は、｢裁判業務に著しい成績ある

いは顕著な業績がある人民参審員に表彰と奨励を与える。｣と定めている。その裁判業務を

考課する主体は、人民参審員の所在する基層人民法院およびその同級人民政府司法行政機

関である(｢辦法｣第 29 条、｢回答｣第 5 条)。考課の主な内容は、参審事件の数と出勤率、裁

判紀律の遵守、参審能力、思想道徳、裁判に熱心さ、研修に参加する状況という七つのこ

とを含んでいる(｢回答｣第 5 条および｢辦法｣第 30 条、｢意見｣第 31 条、｢実施意見｣第 15 条)。 

その考課は、普段で実施しているのみならず、毎年の年末でも行っているのである(｢辦法｣

第 29 条)。考課の結果は、人民参審員に表彰と奨励を与えるかどうかを決める依拠であり、

基層人民法院により直ちに人民参審員本人へ書面で通知されるべきであり、もしも人民参

審員がその結果について不服があれば、基層人民法院へ再判定を申請し、基層人民法院が

それを受け、考課を再度行わなければならない(｢辦法｣第 31 条)。また、基層人民法院は、

最終の考課の結果とそれに基づき決めた表彰と奨励の証書を書面で人民参審員とその者の

職場、戸籍所在地の基層組織に知らせなければならない(｢実施意見｣第 16 条、｢辦法｣第 33

条)。 

人民参審員への手当の支給について、人民参審員が裁判に参加しかつ研修を受けた人民

法院は、人民参審員へ職務の遂行または研修の参加によって生じた交通費や食費、宿泊料

などを全額で補償し、また、定職のない人民参審員に対して当該地域の平均給料水準を基

準に実際に裁判に参加した日数に応じて補助金を支給し、定職がある人民参審員に対して

はそのような補助金を支給しないが、その人民参審員の勤め先に本業の給料通りに支給す

るようになっている (｢決定｣第 18 条および｢経費通知｣第 1 条、｢実施意見｣第 14 条、｢辦法｣

第 38 条と第 39 条)。なお、その補償金と補助金という手当は、全部人民法院の同級人民政

府の財政予算に算入され、人民政府から支払われるのである(｢決定｣第 19 条、｢実施意見｣

第 22 条、｢経費通知｣第 3 条)。 

 

第 4 章 改革後の実施状況 

第 1 節 全国の実施概況 

 ｢決定｣が 2005 年 5 月 1 日に実施されて以来、人民参審員制度の全国の実施状況に関わる

統計資料は、中華人民共和国国務院報道弁公室が 2012 年 10 月に出版した『中国の司法改

革』という白書に掲載されたもの、および、最高人民法院の院長である周強による 2013 年

10 月 22 日第 12 回全国人大常務委員会第 5 次会議にて全国人大常務委員会に対して行った

制度の実施状況をめぐる報告しかない。ここでは、それらの資料を踏まえた上で制度の全

国的な実施状況について若干の検討を加えてみたい。 

全国の人民法院に務める人民参審員は 2005 年 4.8 万から 2007 年に 5.7 万、2013 年 10 月

には 8.7 万まで増加された。現在、人民参審員は全国の基層人民法院に在職中の裁判官の

数の二分の一を超えるまでとなっている。更に、最高人民法院は 2013 年に人民参審員の倍

増計画を作成し、将来の 3年まで務めている人民参審員の数を 20万人に増加しようとした。 



63 

 

次に、2013 年 10 月までの全国の人民参審員の年代と学歴の構成に関しては、表 4.1 と表

4.2 で示すとおりである。この表から見れば、年齢 61 歳以上の高齢者の分布が最も小さく、

働き盛りの 41歳から 50歳の者が大多数となっていることが読み取れる。第二番目と第三

番目に分布の多い年代層は、31歳から40歳までの者および51歳から60歳までの者である。

総じて見れば、相対的に社会的経験が豊富かつ体力と気力のある者が人民参審員の主体と

なっていると考えられる。 

学歴に関しては、短大卒以上の学歴を有する人民参審員が圧倒的多数となっており、合

計 84%もの割合をを占めている。このことから、人民参審員を選任する際にして、｢決定｣

第 4条に規定されている原則である、短大以上の学歴を有しなければならないという学歴

条件は、遵守されていると言えよう。 

表 4.1 人民参審員の年齢構成153 

年齢 比率 

30 歳以下 10.00% 

31 歳～40歳 29.00% 

41 歳～50歳 36.00% 

51 歳～60歳 19.00% 

61 歳以上 6.00% 

 

表 4.2 人民参審員の学歴構成154 

学歴 比率 

高校卒とそれ以下 16.00% 

短大卒 40.00% 

大学卒とそれ以上 44.00% 

 

 なお、人民参審員制度を利用した裁判の事件数および参審率155は、表 4.3 で示すとおりで

ある。人民参審員が関わった事件の総数は、2006 年 339965 件とあるのが、2012 年には

1487000 件と約 4.3 倍にもなる急増を見せ、参審率も、2005 年の約 12.80%から 2013 年には

約 71.70%までと大幅に上昇した。 

表 4.3 2005 年 5 月～2013 年 7 月人民参審員制度の実施状況156 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 年 5月～12 月 175000(約)157 12.80%(約) 

                                                   
153 中華人民共和国国務院報道弁公室『中国の司法改革』(外文出版社、2012 年)14 頁参照。 
154 前掲注(160)(最終アクセス日、2013 年 12 月 22 日)参照。 
155つまり、通常手続一審事件に参審事件が占めた比率である。 
156 前掲注(2)参照。 
157 2005 年 5 月から 12 月のデータおよび 2012 年のデータ、2013 年 1 月から 7 月のデー
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2006 年 339965 19.73% 

2007 年 377040 19.31% 

2008 年 505412 22.48% 

2009 年 632006 26.51% 

2010 年 912177 38.42% 

2011 年 1116428 46.50% 

2012 年 1487000(約) 62.90%(約) 

2013 年 1月～7月 744000(約) 71.70%(約) 

 

以上に見て来た｢決定｣以降の人民参審員制度の全国的な実施状況を人民参審員の総数と

年代・学歴構成という人的な面と人民参審員参加事件数と参審率という事件数の面の二つ

の側面から眺めれば、人民参審員制度は、年々盛んに運用される様になっていると言える。 

 

第 2 節 法社会学的な現地調査158による点描 

１ 各地域の人民参審員が加わった事件数と参審率 

(1) 湖北省における人民参審員が加わった事件数と参審率159 

中国中部の湖北省における人民参審員制度の情況について検討を行う。筆者は 2012 年 2

月 2 日から 3 月 2 日にかけて湖北省にある XJ 市基層人民法院、MH 市基層人民法院、QX

市基層人民法院および NG 中級人民法院、湖北省高級人民法院を訪問し、人民参審員が参

加した事件の数と参審率に関する統計データを入手した160。表 4.4 および表 4.5、表 4.6 は、

それぞれ過去数年間で上記三つの基層人民法院において人民参審員が加わった事件数と参

審率を示している。当該三つの基層人民法院を管轄する上級人民法院の NG 中級人民法院

での制度の実施状況は表 4.7 で示すとおりである。 

 最初に、参審率に関して触れておくこととする。｢決定｣が実施され始めた 2005 年におい

                                                                                                                                                     

タは、前掲注(2)の報告に言及したその期間における精度割合が省略されている概ねの数に

参考しているものである。 
158 筆者は、2012 年の 2 月および 8 月、9 月の三ヶ月で中国の湖北省、重慶市、内モンゴ

ル自治区、上海市、広東省に行って、当地の友人から紹介する文書を得たうえで、その地

方にある高級人民法院および一部の中級人民法院と基層人民法院で現地調査を行っていた。

地域により、各人民法院により、面等を見る友人と裁判官により、調査で入手した参考資

料の量とその内容の詳細さはそれぞれ異なっていることは、ここで予め説明しておく。 
159 湖北省で現地調査を行うことができるのは、筆者のＮＧ中級人民法院に務める裁判官で

ある従兄から支持し、各人民法院の裁判官を紹介してもらったからである。 
160 人民参審員制度の実施状況に関する統計業務は、国家レベルの部門により一律的に行わ

れているわけでなくて、各人民法院に所属する研究部門により操られているために、まと

めたデータの多少と詳細さは、やや異なっている。例えば、XJ 市基層人民法院の統計デー

タは 2006 年から 2011 年までの情況であるのに対して、隣の都市の QX 市基層人民法院と

MH 市基層人民法院から収集したデータは、2005 年から 2009 年までのものと 2005 年から

2010 年までのものである。 
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ては、QX 市基層人民法院の比率が 8.94%、MH 市基層人民法院の比率が 12.19%と、どち

らも 10%前後に止まっているが、2006 年には、当該二つの基層人民法院における制度の利

用比率は共に上昇し、特に、MH 市基層人民法院の参審率は、真っ先に 20％を超えること

となった。しかし、その内でも XJ 市基層人民法院の参審率は、未だ 10%未満の 9.38%と出

遅れている。その後、三つの基層人民法院の参審率は年々上昇し、2009 年には共に 30%に

前後にまでなった。とりわけ、MH 市基層人民法院の参審率は最高の 44.59%を記録した。

歴年の参審率の平均は、MH 市基層人民法院が最高の 29.50%、XJ 市基層人民法院が 24.11%、

QX 市基層人民法院が最低の 19.50 であり、総じていえば、20％前後から 30%未満までで

ある。 

これに対して、記録にある 2006 年の NG 中級人民法院の参審率は、最初こそ 33％以上

に達したが、2007 年から、2009 年にかけて徐々に低下した。しかし、2010 年からは再び

30%を上回り、最終的に 2011 年に 59.14%に達した。歴年の参審率の平均は、32.43%であ

る。この中級人民法院の参審率は、上述の基層人民法院と比較して相当高いと言える。加

えて、湖北省の高級人民法院では｢決定｣が交付されて以降、人民参審員が参加する合議体

で裁判を行った事件が一件も存在しないことが判明した。 

人民参審員の加わる事件数に関しては、基層人民法院では、参審率の変化と同様に年々

上昇している、その内、事件数が最も少ないのが、2006 年の XJ 市基層人民法院で人民参

審員制度を利用して行われた裁判 135 件であった。これに対して、最も利用数が多かった

のが 2009 年の QX 市基層人民法院における 528 件である。しかしその一方で、NG 中級人

民法院で行った人民参審員の参加した事件数は、最小が 2008 年の 15 件、最多が 2011 年

の 55 件までとなっている。 

 

表 4.4 XJ 市基層人民法院の実施状況161 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2006 年 135 9.38% 

2007 年 220 15.43% 

2008 年 264 18.28% 

2009 年 455 28.49% 

2010 年 492 34.72% 

2011 年 517 38.16% 

平均 ― 24.11% 

 

表 4.5 QX 市基層人民法院の実施状況162 

                                                   
161 現地調査で XJ 市基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
162 現地調査で QX 市基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに
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年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 157 8.94％ 

2006 183 12.23% 

2007 187 12.82％ 

2008 494 30.36％ 

2009 528 33.12% 

平均 ― 19.50% 

 

表 4.6 MH 市基層人民法院の実施状況163 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 148 12.19% 

2006 245 21.67%  

2007 253 27.65％ 

2008 271 32.56％ 

2009 310 38.22％ 

2010 206 44.59％ 

平均 ― 29.50% 

 

表 4.7 NG 中級人民法院の実施状況164 

年度 人民参審員

参加事件数 

第一審通常手続

事件数 

参審率 

2006 年 26 78 33.33% 

2007 年 29 102 28.43% 

2008 年 15 81 18.52% 

2009 年 16 87 18.39％ 

2010 年 28 76 36.76% 

2011 年 55 93 59.14% 

平均 ― ― 32.43% 

 

 なお、事件別の参審率について、統計を行ったのは XJ 市基層人民法院だけであり、更に、

その統計データは 2010 年と 2011 年の分しか存在していない。その為、次の図 4.1 と図 4.2

                                                                                                                                                     

よる。 
163現地調査で MH 市基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
164 現地調査でNG中級人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データによ

る。 
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は、2010 年と 2011 年における事件別の参審率を示している。2010 年と 2011 年では、人

民参審員の加わった事件の内、通常手続第 1 審事件に占める比率は刑事事件が圧倒的に多

く 98.70%と 100%となっている一方で、行政事件の参審率は極めて少なく 11.10%と 0%と

なっている。民事事件の参審率はその内間に位置しており、49.90%と 69.40%である。 

上記の数値を踏まえて考察すれば、XJ 市基層人民法院では、殆どの刑事事件と一部の民

事事件の裁判が人民参審員と裁判官から成る合議体により行われていたのに対して、行政

事件はごく稀にしか人民参審員制度を利用した裁判が行われていなかったということがで

きる。筆者が現地調査を行った際には、これが湖北省にある基層人民法院の一般的な状況

だと説明を受けた。 

図 4.1 XJ 市基層人民法院における 2010 年事件別の参審状況165 

98.70%

49.90%

11.10%

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

100.00%

120.00%

2010年事件別の参審率

（参審事件数）

 

 

図 4.2 XJ 市基層人民法院における 2011 年事件別の参審状況166 

                                                   
165 現地調査で XJ 市基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
166 現地調査で XJ 市基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
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(2) 内モンゴルにおける人民参審員が加わった事件数と参審率167 

筆者が 2012 年 8 月に中国北部の内モンゴル自治区、並びに西部の重慶市における人民法

院ので行った人民参審員制度に関する調査から制度の実施状況を見て行く。まずは、内モ

ンゴル自治区の高級人民法院、フフホト市中級人民法院の実施状況について、当該両人民

法院の裁判官から聴取したところ、調査時の 2012 年 8 月から遡って過去 20 年の間内モン

ゴル高級人民法院でもフフホト市中級人民法院でも人民参審員と裁判官から成る合議体で

事件を裁判したことがしないのに対して、フフホト市が管轄する TZ 旗基層人民法院では人

民参審員制度が盛んに運用されているとの説明を受けた。TZ 旗基層人民法院における人民

参審員制度の実施状況は、表 4.8 で示すとおりである。｢決定｣を実施した 2005 年における

参審率は 27.36%であったが、徐々に増加し、2011 年の参審率は 59.98%となり、2012 年

の前半年において参審率は急激に上昇し 100%に達した。人民参審員が加わった事件の数も、

2005年から 2012 年まで右肩上がっていたことが明らかになっている。更に、2012 年以後、

TZ 旗基層人民法院で行われた全ての事件の裁判を人民参審員制度で行うことを内部規則と

してすでに定めたと当該人民法院政治部の叢裁判官は語った。ここから見えるように、内

モンゴル自治区では人民参審員制度は、主として基層人民法院で実施されているのに対し

て、中級人民法院と高級人民法院では殆ど実施されていないと考えられる。 

 

表 4.8 TZ 旗基層人民法院の実施状況168 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 年 217 27.36% 

2006 年 283 27.85% 

                                                   
167 内モングルで現地調査を行うことができるのは、北海道大学法学研究科から卒業し、内

モングル大学法学院に務める筆者の先輩である孟根巴根氏から当該地域における人民法院

の裁判官を紹介してもらったからである。 
168 現地調査で TZ 旗基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
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2007 年 304 37.21% 

2008 年 346 37.57％ 

2009 年 381 43.44% 

2010 年 673 55.09％ 

2011 年 752 59.98% 

2012 年 6 月 570 100% 

 

(3) 重慶市における人民参審員が加わった事件数と参審率169 

筆者はまた、中国西部に所在する直轄市の重慶市に赴き、西部の人民法院システムにお

ける人民参審員制度の実状を調査した。表 4.9 と表 4.10 は、重慶市のＬＦ区基層人民法院

および当該人民法院を管轄する重慶市第三中級人民法院の人民参審員制度の運用状況に関

するデータである170。 

ＬＦ区基層人民法院の状況については、2009 年から 2011 年にかけて参審率と人民参審

員の参加した事件の数は上昇してきた。この参審率が同年度の全国平均参審率の 2 倍近く

になる点に注目すべきである。 

 

表 4.9 ＬＦ区基層人民法院の実施状況171 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2009 年 736 71.00％ 

2010 年 984 77.23% 

2011 年 1183 85.23% 

 

 また、表 4.10 で示すとおり、重慶市第三中級人民法院における参審率は、2010 年の

22.63%から、2011 年の 55.47%を経て、2012 年 6 月には 66.25%まで増加した。人民参審

員が参加した事件の数については、2010 年では 31 件の事件の裁判が人民参審員制度を利

用して行われたのに対して、2011 年には 137 件に急増した。2012 年の前半期の人民参審

員が参加した事件の数がすでに 53 件になったことおよびその上昇傾向を踏まえた上で、そ

の後、約半年間のデータを入手することはできなかったが、1 年間の人民参審員が参与した

裁判事件の数は優に 100 件を超えていたと推測できる。 

                                                   
169 重慶市で現地調査を行うことができるのは、西南政法大学の教授で、筆者の修士課程の

指導教官である徐静村氏から支持し、当該地域における人民法院の裁判官を紹介してもら

ったからである。 
170 この度で入手した統計参考資料は、涪陵区基層人民法院の 2009 年から 2011 年までの

三年間のものおよび重慶市第三中級人民法院の 2010 年から 2012 年 6 月までのものしかな

いということをご了承ください。 
171 現地調査で LF 区基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
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表 4.10 重慶市第三中級人民法院の実施状況172 

年度 人民参審員参

加事件数 

第一審通常手

続事件数 

参審率 

2010 年 31 137 22.63％ 

2011 年 137 247 55.47% 

2012年1月～6月 53 80 66.25% 

 

更に、重慶市第三中級人民法院における 2010 年度、2011 年度、2012 年の前半期の事件

別の参審率は、それぞれ表 4.3 と表 4.4、表 4.5 に示されている。2010 年度および 2011 年

において参審率が一番高いのは行政事件であり、その次に民事事件、刑事事件と続く。刑

事事件は最も低い参審率となっていた。一方で、2012 年の前半期における刑事事件の参審

率は 74.30%と最も高くなっており、民事事件の参審率が 65.70、40.00%の行政事件の参審

率が最も低い数値となっていた。 

 

図 4.3 重慶市第三中級人民法院の 2010 年事件別の参審状況173 

 

 

図 4.4 重慶市第三中級人民法院の 2011 年事件別の参審状況174 

                                                   
172 現地調査で重慶市第三中級人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計デ

ータによる。 
173 現地調査で重慶市第三中級人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計デ

ータによる。 
174 現地調査で重慶市第三中級人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計デ

ータによる。 
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図 4.5 重慶市第三中級人民法院の 2012 年 1 月から 6 月までの事件別の参審状況175 

 

 

(4)広州市における人民参審員が加わった事件数と参審率176 

筆者は更に 2012 年 9 月において広東省にある広州市中級人民法院、その下級人民法院で

ある広州市ＨＺ区基層人民法院、上海市ＺＢ区基層人民法院で一ヶ月間の現地調査を行っ

た177。さしあたり、広州市ＨＺ区基層人民法院における実施状況を表 4.11 および表 4.12、

                                                   
175 現地調査で重慶市第三中級人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計デ

ータによる。 
176 広東省で現地調査を行うことができるのは、西南政法大学の教授で、筆者の修士課程の

指導教官である徐静村氏から支持し、広東省高級人民法院に務める王氏を紹介してもらっ

たのであり、そして、王氏を介して広東省高級人民法院が管轄する広州市中級人民法院の

政治部の主任でもあり修士課程の先輩でもある李氏、および、ＨＺ区基層人民法院院長で

ある鐘氏を知り合うようになり、諸氏から助けを受けたからである。 
177 筆者は広東省と上海市に行っていた時、広東省高級人民法院および上海市高級人民法院、

閘北区人民法院を管轄する上海市第二中級人民法院を訪れ、人民参審員制度の実施状況を
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表 4.13、表 4.14 から見られる178。 

 民事事件の裁判に関して、民事第一法廷は 2010 年度、2011 年度、2012 年前半年の比率

が全て 50％未満であったのに対して、民事第二法廷は｢決定｣を実施した 2005 年から 2012

年6月にかけてその比率は大きな変動を見せず100%になりつつあった。事件数については、

民事第一法廷は最初の 2年度と 2012年の前半期において人民参審員制度を利用して裁判を

行った事件が 100 件未満である一方、民事第二法廷は 2005 年から毎年、人民参審員制度を

利用した事件が 400 件を超えている。 

 

表 4.11 ＨＺ区基層人民法院の民事第一法廷179の実施状況180 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2010 年 77 20.98% 

2011 年 92 41.07% 

2012 年 1月～6月 39 36.79% 

 

表 4.12 ＨＺ区基層人民法院の民事第二法廷181の実施状況182 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 年 423 100% 

2006 年 595 100% 

2007 年 752 100% 

2008 年 779 100% 

2009 年 790 100% 

2010 年 659 100% 

2011 年 514 100% 

2012 年 1月～6月 305 100% 

 

                                                                                                                                                     

調べようと求めたにもかかわらず、それらの人民法院によって拒まれた。だから、その度

に、広東省と上海市で現地調査を行った人民法院は、広州市中級人民法院、広州市海珠区

基層人民法院、上海市閘北区基層人民法院のみである。 
178 海珠区基層人民法院に刑事法廷、少年法廷、民事第一法廷、民事第二法廷、民事第三法

廷、民事第四法廷、行政法廷を含む七つの業務法廷があるにもかかわらず、その度の調査

で入手したデータが民事第一法廷と民事第二法廷、行政法廷、刑事法廷における歴年の人

民参審員が参加した事件数と参審率だけである。 
179 交通、医療、婚姻家庭、労働紛争、不法行為に関わる民事事件を取扱う業務法廷である。 
180 現地調査で HZ 区基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
181 契約や保険、会社などの商事事件に関わる民事事件を取扱う業務法廷である。 
182 現地調査で HZ 区基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
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また、行政法廷は、参審率が 2005 年の段階で 44.59%となっていたが、2年後の 2007 年

には 90.12%に急増し、更に、2008 年から 2012 年まで常に 100％を維持するようになった。

事件数については、最少で 2005 年の 33件、最多で 2009 年の 156 件となっており、約 5倍

近くの差が生じている。総じて言えば、参審率も事件数も 2005 年から増加し続けていると

言うことができる。 

 

表 4.13 ＨＺ区基層人民法院の行政法廷の実施状況183 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 年 33 44.59% 

2006 年 73 90.12% 

2007 年 112 94.11% 

2008 年 150 100% 

2009 年 156 100% 

2010 年 105 100% 

2011 年 94 100% 

2012 年184 ―― 100% 

       

 刑事法廷の場合は、参審率が 2005 年の 29.93%から 2009 年の 60.33%まで順調に増加した

が、2010 年に一度 59.85%と減少した。しかし、2011 年には再び上昇し、それまでで最高

61.13%となった。人民参審員が参加した事件の数は、2005 年度が最も少なく 320 件であり、

2011 年度が最多の 917 件であった。その変化は参審率と同様であり、年々増加していく傾

向にある。 

 

        表 4.14 ＨＺ区基層人民法院の刑事法廷の実施状況185 

年度 人民参審員参加事件数 参審率 

2005 年 320 29.93% 

2006 年 594 43.45% 

2007 年 679 52.12% 

2008 年 701 57.06% 

2009 年 888 60.33% 

                                                   
183 現地調査で HZ 区基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
184 当該業務法廷の裁判官により、2012 年度の人民参審員制度で裁判した事件数は不明で

あるが、すべての事件の裁判に人民参審員が参加したことは確かである。 
185 現地調査で HZ 区基層人民法院から入手した人民参審員制度の実施状況の統計データに

よる。 
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2010 年 878 59.85% 

2011 年 917 61.13% 

 

 広州市中級人民法院の実施状況に関しては、上述のような詳細なデータを入手すること

はできなかったが、裁判業務に関するデータの統計を担う副院長により次の説明を受けた。 

刑事事件の場合、人民参審員制度の適用は 2012 年 1 月から始まり、2012 年 6 月にかけ

て人民参審員が参加した合議体で裁判を行った事件は 9 件のみであり、通常手続で裁判し

た第一審刑事事件は約 300 件とであった。そのため、約半年間の参審率は極めて少ない 3％

となった。その理由としては、広州市中級人民法院の刑事法廷では裁判が行われる第一審

刑事事件がそもそも少ないこと、刑事事件の裁判を担う合議体を組む裁判官が足りている

ために、人民参審員を参加させる必要がないこと、という 2 点が挙げられた。 

同様に、2005 年から 2012 年 8 月まで、広州市中級人民法院の行政法廷において人民参

審員制度による裁判が行われた事件は僅かに３件である。歴年の通常手続で裁判した事件

数はの統計は不明であるが、その参審率も刑事事件の場合と同様に非常に低いとのことで

あった。 

これに対して、2009 年までは広州市中級人民法院が受理する第一審民事事件が少なかっ

たために、人民参審員制度は適用されなかったが、2010 年より民事事件の裁判に対して制

度の適用が盛んになり、2010 年後半から 2012 年 8 月まで、民事事件の参審率は 90％以上

を維持してきた。これは 2010 年から参審率が民事法廷の業務を評価する指標の一つとされ

始めたためであるとの説明を受けた。 

(5)上海市ＺＢ区における参審率186 

ＺＢ区人民法院での現地調査により得られた参考資料は、各法廷業務の概括的な参審率

のみであり、具体的なデータおよび人民参審員が参加した事件の数は入手できなかった。  

刑事法廷において、2005 年 5 月以後、各年度の参審率は 100%近くとなっており、特に、

2011 年の具体的な参審率は 96.07％であったとの説明を受けた。 

民事法廷においても行政法廷においても 2009 年から調査の時まで参審率は常に 100%で

あり、2009 年以前の比率は統計を取っておらず、不明とのことであった。 

(6)調査結果のまとめ 

前述の現地調査で入手した参考資料を整理したものを踏まえて、次の結論を導くことが

できると考える。第 1 に、法律上から見れば高級人民法院と最高人民法院でも制度を実施

することが可能であるにもかかわらず、実務において制度を適用した人民法院は基層人民

法院と中級人民法院に限られている。また第 2 に、参審率・人民参審員が参加した事件数

は共に、基層人民法院が中級人民法院をかなり超えている。以上の 2 点より、人民参審員

制度は、殆ど基層人民法院において実施されていることが言えよう。 

                                                   
186 上海市ＺＢ区基層人民法院で現地調査を行えるのは、北海道大学法学研究科の先輩であ

る葛敏氏から当該人民法院の研究室の劉敏裁判官を知り合わせてもらったからである。 



75 

 

全体的に見ると、参審率は上昇傾向にあるが、地域により異なっている。具体的には、

同年度の上海市と広州市における基層人民法院の参審率は、湖北省、内モングル自治区、

重慶市における基層人民法院の参審率より著しく高くなっている。なぜかと言うと、人民

参審員を選任したり、研修したりするため、発生する経費、および、事件の裁判に参加し

た人民参審員に支払う手当は、当該地域の人民政府の財政から負担されるようなっていて、

経済発達の地域である上海市と広州市の人民政府は、それほど経済発達でない地域の湖北

省、内モングル自治区、重慶市の人民政府より財政能力が強いからであろう。 

時間軸から見れば、｢決定｣が実施され始めた 2005 年より、制度の適用は、盛んになりつ

つあり、参審率は近年、100%に近づいていく傾向にあると見える。 

 

２ 人民参審員の属性187  

（１）湖北省における人民参審員の属性 

ＸＪ市における人民参審員の属性は図 4.6 と表 4.15、表 4.16、表 4.17 で示すとおりであ

る。表より見れば、人民参審員は男性が女性よりも多く、年代層は、40％近い比率を占め

る 30 代が最も多くなっている。その他の年代層の比率は大きな差はなく 20%前後となって

いる。このことから、男性は女性より、30 代青年は他の年代層の者より、人民参審員とし

て選任されやすい傾向が窺える。 

身分において共産党員の人民参審員は、どの政党にも加入しない一般人の人民参審員よ

りも圧倒的に多く存在する。そのため、共産党員であるという政治的背景が実務で選任さ

れる際に、何よりも優先的に考慮される事項であると考えられる。 

学歴に関して、学士の学歴を有している者が最も多く、短大卒がその次に多い。修士号

を取った人民参審員は 1 人だけであり、人民参審員に占める割合は僅かに 3.57%である。  

専門について、法学を専門とする者が 16人となり、人民参審員の半分以上を占めている。

これに引き続いて経済学、文学、工学を専門とする者が選任されているようである。よっ

て、ＸＪ基層人民法院が人民参審員を選任する際には、法学を専門としており且つ、学士

の学歴を有する者を選り好みしていると推測できる。 

職種の面から見れば、退職者を除いた大部分の者がＸＪ市において実権を有する公務員

である。例えば、中国共産党委員会のＸＪ市委員会の組織部の副部長と統一戦線工作部の

副部長、中国共産主義青年団のＸＪ市委員会の副書記、ＸＪ市にある中華全国総工会の下

部組織の工会の副主席、また、ＸＪ市教育局の副局長の名前が人民参審員名簿に記されて

いる。それ以外の者は全て XJ 市にある国有企業で勤めている管理職員である。更に、6 人

存在する退職者の人民参審員はその 5 人が当該人民法院を定年退職した裁判官であり、残

                                                   
187 2012 年 2 月と 8 月、9 月には、湖北省、重慶市、内モンゴル自治区、広東省、上海市

におけるヒアリング調査の結果である。湖北省、重慶市、内モンゴル自治区、上海市に所

在する各基層人民法院の情報は人民参審員名簿に、広東省の海珠区基層人民法院の情報は

内部報告書に基づく。それらの人民参審員名簿は参考資料 4 から参考資料 9 である。その

内部報告書は参考資料 10 である。 
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り 1 人は国有農場を定年退職した幹部である。つまり、すべてＸＪ基層人民法院によって

選ばれた人民参審員は、当該地方の執政党である共産党、政府機関、また国有企業で高い

地位にあって権力を掌握している実力者に限定されているというのが実体である。 

 

図 4.6 XJ 市における人民参審員の性別・年代別188 

 

 

 

 

表 4.15 XJ 市における人民参審員の政治的背景189 

 人数 割合 

共産党員 25 89.29% 

一般人 3 10.71% 

                                                   
188 参考資料 4 による。 
189 参考資料 4 による。 
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表 4.16 XJ 市における人民参審員の学歴・専門構成190 

 

 

 

 

 

 

 

専門 人数 割合 

法学 16 57.15% 

経済学 7 25.00% 

文学 3 10.72% 

工学 2 7.13% 

 

表 4.17 XJ 市における人民参審員の職業構成191 

職種 人数 割合 

公務員192 16 57.14% 

国有企業 6 21.43% 

退職者 6 21.43% 

 

 図 4.7 と表 4.18、表 4.19、表 4.20 は QX 市の人民参審員の属性を示している。ＸＪ市と

同様に、ＱＸ市もまた男性の人民参審員が女性よりも多くなっている。年齢層的には、50

代が一番多く、次が 40 代であり、20 代の数は最小である。政治的背景としては、90%近く

の人民参審員が中国共産党員であり、残りが一般人である。共産党員が選任されやすいこ

とはこの事実からも再び証明されていると思われる。 

 学歴構成はＸＪ市の状況と異なっており、短大とそれ以下の学歴を有する者が多数派の

70.37%の比率を占めている。よって、人民参審員として選任された者の学歴レベルは人民

参審員を選任する基層人民法院によりそれぞれ異なっていることが窺える。 

 職種に関しては、ＸＪ市と状況は同じであり、共産党側または政府側の公職にある者が

46 人と、人民参審員の 80％以上を占めている。その内、11 人が当地にある鎮の[総合治理

                                                   
190 参考資料 4 による。 
191 参考資料 4 による。 
192 本稿は政府機関の役員のみでなくて、執政党の中国共産党、そして中国共産主義青年団

や婦女連合会、中華全国総工会などの組織で務めている者も一括的に公務員の射程に入れ

ている。なぜならば、中国においてそれらの組織で務めている者は政府機関の役員と同じ

公務員試験を受け、それを合格しなければならない者のためである。 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 1 3.57% 

学士 22 78.57% 

短大 5 17.86% 

短大以下 0 0 
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辦公室]という公的部門の長である主任、副主任であるという事実は注目に値する。なぜな

らば、当該部門は情報、治安、司法、検察、公安などの部門を主管する中国共産党中央政

法委員会の鎮レベルまで広がった末端組織だからである。この点を注視して鑑みるに、人

民参審員制度は中国共産党中央政法委員会が人民法院の業務、ひいては、個別の裁判にま

で干渉するための手先であるかのようになってしまっている。しかも、その者は裁判官や

検察官、弁護士のような法律専門家ではなく、彼等より法務に馴染まないわけでもないの

である。 

なお、6人の退職者の人民参審員の内、4人は当該人民法院を定年退職した裁判官であり、

2 人は公立学校の教師である。退職した裁判官が、人民参審員として選任された事実はＸＪ

市もＱＸ市も同様である。どの点から見ても、ＱＸ市とＸＪ市の人民参審員はその殆どが

国家権力に馴染んでいる者であると結論することができる。 

 

図 4.7 QX 市における人民参審員の性別・年代別193 

 

                                                   
193 参考資料 5 による。 
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表 4.18 QX 市における人民参審員の政治的背景194 

 人数 割合 

共産党員 48 88.89% 

一般人 6 11.11% 

 

表 4.19 QX 市における人民参審員の学歴構成195 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.20 QX 市における人民参審員の職業構成196 

職種 人数 割合 

公務員 46 85.19% 

非営利事業体 2 3.70% 

退職者 6 11.11% 

 

 ＸＪ市とＱＸ市と隣接するＭＨ市の状況を、図 4.8 及び表 4.21、表 4.22、表 4.23 より見

                                                   
194 参考資料 5 による。 
195 参考資料 5 による。 
196 参考資料 5 による。 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 0 0 

学士 16 29.63% 

短大 35 64.81% 

短大以下 3 5.56% 
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れば、ＸＪ市とＱＸ市とは異なり、ＭＨ市の人民参審員が男性よりも女性が圧倒的に多い

のことがわかる。年代層に関しては、20 代、30 代、40 代の者しかおらず、その半分以上

を占めるのが 30 代である。全体的に見て、ＭＨ市の人民参審員はＸＪ市とＱＸ市のよりも

比較的に若い点が指摘できる。 

 政治的背景では、1 人の人民参審員がどの政党にも所属しない一般人であったが、その他

は一律に中国共産党に所属する党員であった。また、人民参審員は全て公務員である。人

民参審員の 81%を占める女性の職業はその殆どがＭＨ市の市レベルから鎮レベルまでの各

婦女聯合会の長である主席、副主席であった。この二つの事実から見て、ＭＨ市の人民参

審員が当該地方の権力層に馴染んでいる程度はＸＪ市とＭＨ市の人民参審員の状況よりも

深いと言える。なお、人民参審員の学歴構成においては、学士の学歴を有している者が圧

倒的多数であり、その次に短大卒と続くが、僅かに修士号を取得している者も存在する。 

 

図 4.8 MH 市における人民参審員の性別・年代別197 

 

                                                   
197 参考資料 6 による。 
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表 4.21 MH 市における人民参審員の政治的背景198 

 人数 割合 

共産党員 26 96.30% 

一般人 1 3.70% 

 

表 4.22 MH 市における人民参審員の学歴構成199 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.23 MH 市における人民参審員の職業構成200 

職種 人数 割合 

公務員 27 100% 

 

 湖北省に存在する三つの基層人民法院の人民参審員の属性は上述のとおりである。総体

的に見れば、湖北省の人民参審員の属性は次のようにまとめることができる。まず、男女

比については、男性の人民参審員の数が女性よりもやや少なく、年代別の順番においては

                                                   
198 参考資料 6 による。 
199 参考資料 6 による。 
200 参考資料 6 による。 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 1 3.70% 

学士 21 77.78% 

短大 5 18.52% 

短大以下 0 0 
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30 代が最も多く、40 代、50 代、60 代と続き、最も低い 20 代までという構成になってい

る。身分に関しては、人民参審員の内、90%以上の者が中国共産党員であり、しかも、80%

以上の者は当該地方の実権を握る在職中の公務員である。 

学歴構成において、97%超が短大卒以上の学歴を有している。その内、半分以上の者が学

士であり、残りが短大卒となる。修士号を取った者は僅かに二人のみである。短大以下の

者、つまり、高校卒または中等専門学校卒の者はＱＸ市人民法院の 3 人しか存在しない。 

｢実施意見｣に基づき、例外として、人民参審員が短大卒以上の学歴を有しなければなら

ないという要件を達成することが明らかに困難である地域、または、年長者でありかつ人

望のある者に関しては、学歴要件を適宜緩和することができる。ＱＸ市は湖北省の内でも

経済の発展レベルと市民の教育レベルが相対的に高い地方であるために、学歴要件を緩和

した理由として、要件の達成が明らかに困難である地域と考えることは難しい。そのため、

人民参審員に選任された 3 人が年長者でありかつ人望を有する者であったと理解する方が

妥当であろう。しかしながら、人民参審員名簿に記された経歴からみて、3 人の内、2 人が

57 歳、残り 1 人が 39 歳とあり、どちらも高齢者とは言い難い。そのため、少なくとも、

年齢の点では、例外に該当しないと考えられる。彼らの職種は、3 人ともそれぞれ鎮レベル

の共産党支部書記、鎮政府の幹部、鎮の[総合治理辦公室]の副主任と、すべて当該地方にお

ける実力者であった。これを以って、当該地方において人望を有する者であると推測でき

る。 

したがって、実務において年長者であり且つ人望を有するという二つの学歴要件の緩和

に関しては、前者に該当をしておらずとも、後者に該当する者であれば、選任されること

は可能になったと考えられる。 

（２）内モンゴル自治区における人民参審員の属性 

TZ 旗201基層人民法院における人民参審員の男女比、年代別、民族別の構成に関しては、

図 4.9 で示す通りである。人民参審員の内、男性の比率が女性比よりも大きくなっており、

年代別では 30 代と 40 代のみで、40 代の者が 30 代の者の 2 倍となっている。民族別では、

モンゴル族よりも漢民族が圧倒的な割合を占めている。 

 

図 4.9 TZ 旗における人民参審員の性別・年代別・民族別202 

                                                   
201 フフホト市の管轄下に置かれる漢民族とモンゴル族などの少数民族との民族混住の県

レベルの行政地域である。 
202 参考資料 7 による。 
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表 4.24 と表 4.25、表 4.26 で示す通り、ＴＺ旗基層人民法院の人民参審員の内、約三分

の二が共産党員であり、残り三分の一がどの政治団体にも所属しない一般人である。学歴

構成については、半分が学士、残り半分が短大卒である。また、15 人の人民参審員の内、

11 人が当該地方の公務員であり、残り 3 人が中学校の教師、1 人が国有企業の従業員であ

る。 

 

表 4.24 TZ 旗における人民参審員の政治的背景203 

 人数 割合 

共産党員 10 66.67% 

一般人 5 33.33% 

 

表 4.25 TZ 旗における人民参審員の学歴構成204 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.26 TZ 旗における人民参審員の職業構成205 

職種 人数 割合 

公務員 11 73.33% 

非営利事業体 3 20.00% 

私営企業 1 6.67% 

 

（３）重慶市における人民参審員の属性 

重慶市のＬＦ区基層人民法院は筆者が現地調査を行った基層人民法院の内で、上海市の

ＺＢ区基層人民法院に次いで多くの人民参審員を有する人民法院である。図 4.10と表 4.27、

表 4.28、表 4.29 で示す通り、その属性は上述の基層人民法院の人民参審員の構成よりもや

や複雑だと考えられる。 

図 4.10 により、LF 区基層人民法院における人民参審員は男性が女性の 2 倍以上であり、

                                                   
203 参考資料 7 による。 
204 参考資料 7 による。 
205 参考資料 7 による。 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 0 0 

学士 7 46.67% 

短大 8 53.33% 

短大以下 0 0 
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40 代と 50 代の者が人民参審員の主体となっていることがわかる。そして政治的背景につい

ては共産党員の者が過半数の 52.00%を占めているのに対して、無党派、民主党派の党員の

者はそれぞれ 18 人の 36.00%と、6 人の 12.00%となっている。民主党派は中国共産党に従

属している衛星政党の内から上級の知識人を支持母体とする九三学社および中国農工民主

党、中国民主建国会、中国民主同盟から成っており、その党員は実質的に共産党員と同じ

であると見做しても良い。ちなみに、6 人の民主党派の党員の内、2 人が政府機関からの退

職者、2 人が公務員、1 人が公立の内学校の教師、1 人が私営企業の従業員である。つまり、

民主党派に所属するこの 6 人も、共産党員の人民参審員と同様に権力層と親しくしている

者たちなのである。 

 

図 4.10 ＬＦ区における人民参審員の性別・年代別206 

 

 

                                                   
206 参考資料 8 による。 
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表 4.27 ＬＦ区における人民参審員の政治的背景207 

 人数 割合 

共産党員 26 52.00% 

民主党派 6 12.00% 

一般人 18 36.00% 

 

 ＬＦ区における人民参審員の学歴構成については、8 割の者が短大卒以上の学歴を有して

おり、法定の学歴要件を満たしているが、その内、10 人は学歴要件の例外となる短大以下

の高卒が最終学歴となっている。この 10 人を年代別に分けると、50 代が 3 人、40 代が 4

人、30 代が 1 人で、60 代の者は 2 人しかいない。学歴要件の例外にあたる年長者であり且

つ人望を有するものという緩和要件に関して、後者の要件に該当するか否かは、その人民

参審員の名簿に基づいて判断ができないにもかかわらず、10 人の内、年長者であるという

要件に該当する者は 2 人しかいない。このことから、ＬＦ区基層人民法院は人民参審員選

任の際には、学歴要件の例外となる緩和要件を遵守していないと言える。 

人民参審員の職業構成については、人民参審員の内、当該地方の権力層に近い公務員、

公立病院または学校などの非営利事業体に務める医師と教師、並びに、国有企業の職員は

31 人と 60%以上の割合を占めているのに対して、私営企業主並びに私営企業の職員、退職

者、失業者、無職の者を合計しても 19 人と 4 割に満たさないことが読み取れる。 

この点に関して、ＬＦ区基層人民法院は上述の各人民法院と比べて、人民参審員の内で

国家権力と結びついていない者の比率が 38%と相当高い割合を示しているが、公務員を筆

頭とする国家権力に近い人民参審員の割合と比べれば未だ低いと言える。 

 

表 4.28 ＬＦ区における人民参審員の学歴構成208 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 3 6.00% 

学士 18 36.00% 

短大 19 38.00% 

短大以下 10 20.00% 

 

表 4.29 ＬＦ区における人民参審員の職業構成209 

職種 人数 割合 

                                                   
207 参考資料 8 による。 
208 参考資料 8 による。 
209 参考資料 8 による。 
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公務員 18 36.00% 

非営利事業体 8 16.00% 

国有企業 5 10.00% 

私営企業 5 10.00% 

退職者 7 14.00% 

失業・無職 7 14.00% 

 

（４）上海市における人民参審員の属性 

図 4.11 及び表 4.30、表 4.31、表 4.32 で示す通り、上海市ＺＢ区基層人民法院は筆者が

現地調査を行った人民法院の内でも、人民参審員の人数が 68 人と最も多かった人民法院で

ある。まず、人民参審員の男女比と年代層については表 4.40 で示されているように、女性

が男性よりもやや多くなっているが、基本的に男女比は一対一となっている。年代層は、

50 代が最多で人民参審員全体の 50%近くを占めており、30 代が約 30%、20 代と 40 代、

60 代の比率はそれぞれ約 10%前後に止まっている。 

 

図 4.11 ＺＢ区における人民参審員の性別・年代別210 

 

                                                   
210 参考資料 9 による。 
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ＺＢ区における人民参審員は共産党員である 14 歳から 28 歳の若手エリート青年から成

る中国共産党の下部組織の共産主義青年団の団員および中国共産党に従属する衛星政党で

ある民主党派の党員を加わえて 51 人と 75%もの割合を占めているのに対して、何の政治団

体にも所属していない者は僅か 17 人と全体に占める割合は 25%に止まっている。学歴の構

成については、専門学校卒の 1 人を除く全ての者が短大以上の学歴を有していることが表

4.42 から読み取れる。短大卒以上の者の内、7 割近くが大学を卒業しており、3 割が短大卒、

修士号を取った者は僅かに 2 人である。これに対して、専門学校卒の者は 66 歳と高齢で、

どの政治団体にも所属しておらず、定年退職をした一般の労働者である。総体的に見て、

上海市ＺＢ区の人民参審員は学歴のレベルが相当高いことが窺える。 

職業の構成に関しては、他に調査を行った人民法院とは異なり、人民参審員の内、退職

者の数が最も多く 24 人となっており、公務員の 23人という数字を僅かながら越えている。

しかしながら、44 人の在職者の内、公務員、学校や病院などの非営利事業体の職員を加え

れば、国家権力と結びついている者は 36 人となり、一般の企業に勤めていた者の約 4 倍以

上にもなっている。このことから、ＺＢ区基層人民法院が人民参審員を選任する際には、

余裕のある退職者を優先的に選択するが、それを除けば他の基層人民法院と同様に公務員

と非営利事業体の職員を選り好みする傾向にある。 

 

表 4.30 ＺＢ区における人民参審員の政治的背景211 

 人数 割合 

共産党員 39 57.35% 

共産主義青年団員 5 7.35% 

民主党派 7 10.30% 

一般人 17 25.00% 

 

                                                   
211 参考資料 9 による。 
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表 4.31 ＺＢ区における人民参審員の学歴構成212 

学歴 人数 割合 

博士 0 0 

修士 2 2.94% 

学士 47 69.12% 

短大 18 26.47% 

短大以下 1 1.47% 

 

表 4.32 ＺＢ区における人民参審員の職業構成213 

職種 人数 割合 

公務員 23 33.82% 

企業214 8 11.77% 

非営利事業体 13 19.12% 

退職者 24 35.29% 

 

（５）広東省における人民参審員の属性 

｢決定｣が実施された 2005 年 5 月から現在までにＨＺ区基層人民法院は、2005 年 6 月、

2006 年 10 月、2009 年 7 月の三回に渡り合計 48 人の人民参審員を選任した。図 4.12 と表

4.33、表 4.34、表 4.35 で示す通り、男性が女性よりもやや多いが、上述の各地の人民参審

員の状況とは異なり、男女比がほぼ一対一である。加えて、ＨＺ区における人民参審員は

50 歳以上の者が圧倒的に多く、その他の年代層の者が占める割合は僅かなものである。 

 

図 4.12 ＨＺ区における人民参審員の性別・年代別215 

                                                   
212 参考資料 9 による。 
213 参考資料 9 による。 
214 ＺＢ基層人民法院の人民参審員名簿からその企業が国有企業か私営企業かは読み取れ

ないのである。 
215 参考資料 10 による。 



90 

 

 

 

 

人民参審員の政治的背景について、共産党員が 28 人、一般人が 20 人と、現地調査を行

った人民法院の内でも、一般人の数と共産党員の数との差が最も小さくなっている人民法

院が、ＨＺ区基層人民法院であるということが確認できる。更に、公務員である人民参審

員は 4 人と僅か 8.33%の割合を占めているのに対して、退職者の数は最も多い 36 人と全体

に占める割合が 70%以上にもなっている。企業または非営利事業体に勤めている者が 6 人

おり、参考資料の統計文書からその企業が国有企業か私営企業かは判断することはできな

いが、たとえその 6 人がすべて国家権力層と結びついている国有企業と非営利事業体の役

員であったとしても、政治権力に近い人民参審員は僅かに 10 名しかいない。この点から見

て、ＨＺ区の人民参審員は上述の他の地域と比較して、政治的権力と距離を置いていると

見られる。なお、学歴構成に関しては、短大卒以上の比率が人民参審員の約 90%であるの

に対して、短大卒以下の学歴を有している者は 5 人のみである。参考資料からは当該の 5

人に関する詳細な情報が得られなかったため、この者たちが学歴要件の例外にあたる緩和

要件を満たしているか否かについて分析することは叶わなかった。 
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表 4.33 ＨＺ区における人民参審員の政治的背景216 

 人数 割合 

共産党員 28 58.30% 

一般人 20 41.70% 

 

表 4.34 ＨＺ区における人民参審員の学歴構成217 

学歴 人数 割合 

学士以上 21 43.75% 

短大 22 45.83% 

短大以下 5 10.42% 

 

表 4.35 ＨＺ区における人民参審員の職業構成218 

職種 人数 割合 

公務員 4 8.33% 

企業・非営利事業体219 6 12.50% 

退職者 36 75.00% 

不明 2 4.17% 

 

（６）調査結果のまとめ 

人民参審員の年代構成の全国的な状況に関して、第 1 節にある表 4.1 で示されているよう

に、人数においては 40 代が最も多く、その次に 30 代、50 代、20 代、60 代以上と続いて

いる。20 代および 60 代以上の者が少なく、働き盛りである 30 代と 40 代、50 代の者が人

民参審員の主体となっている。その理由は、30 代の者は若くて気力に満ち溢れており、50

代の者は 30 代、40 代よりも社会経験が豊富且つ温和であり、それらの内間に位置する 40

代の者は気力が旺盛且つ相応の社会経験を有しているためだと考えられる。 

筆者が行った現地調査から、この年代構成は各地域の状況によってもそれぞれ異なる構

成となることが判明した。具体例を挙げて言えば、湖北省では 30 代が最も多く、内モンゴ

ル自治区では 40 代、重慶市と上海市、広東省では、50 代が最も多いという数値が確認でき

る。 

                                                   
216 参考資料 10 による。 
217 参考資料 10 による。 
218 参考資料 10 による。 
219 入手したＨＺ区基層人民法院の人民参審員の状況に関する統計資料に、企業で務めた者

を非営利事業体の職員と一括に[企事業単位](企業と非営利事業体)という項目に算入してい

るため、その企業は国有か私営か、企業の務め者と非営利事業体での職員がそれぞれ何人

かは分かることができないのである。 
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人民参審員を選任する際に、湖北省の人民法院は若くて、気力に溢れた者を特に対象と

し、重慶市と上海市、広東省の人民法院は、温和で社会経験の豊富な年長者を優先的に選

び、内モンゴル自治区の人民法院は、中間に位置するバランスの取れた 40 代の者を選り好

みしたと推測できる。 

 人民参審員の男女比の全国的な状況に関して、以前に公表された統計資料が存在しなか

ったため、今回の現地調査で入手した資料に基づいて明らかになった事実を以下に記述す

ることとする。 

湖北省のＭＨ市基層人民法院と上海市のＺＢ区基層人民法院の人民参審員は、男性が女

性よりも少なかったのに対して、それ以外の五つの基層人民法院では、男性が女性よりも

多かった。 

しかしながら、各々の基層人民法院の状況から見て、男女比は地域によりそれぞれ異な

っている。男女比の差が大きい順に見て行くと、内モンゴル自治区のＴＺ旗の 2.70、重慶

市のＬＦ区の 2.13、湖北省のＱＸ市の 1.70、湖北省のＸＪ市の 1.56、広東省のＨＺ区の 1.17、

上海市のＺＢ区の 0.85、湖北省のＭＨ市の 0.23 である。ここから読み取れるのは、経済が

発達している広東省のＨＺ区と上海市のＺＢ区の基層人民法院の人民参審員における男女

比のバランスはよく取れているのに対して、経済の発展していない内モンゴル自治区のＴ

Ｚ旗、重慶市のＬＦ区、湖北省のＭＨ市の男女比は、1.00 から大きく離れて、非常にアン

バランスなものとなっている。このことから、地域の経済発展の度合いが高くければ高い

ほど、人民参審員として選任された者の男女比のバランスがとれるようになる傾向にある

と指摘できる。 

ここで男女比のバランスが最も偏っているのは、女性の人民参審員が男性の 4 倍という

数値となっている湖北省のＭＨ市基層人民法院である。人民参審員名簿から見ると、女性

の人民参審員は全て当該地方の婦女連合会の主任又は副主任であることが読み取れる。当

該人民法院が婦女や未成年者の権利と利益を守ることを責務とした婦女連合会の担当者を

人民参審員として選任し、裁判に参加させるのは、家庭内の紛争や未成年者による犯罪の

処理を女性が調停などを行う、また、被告人が判決に納得する様に説得する機能を果たす

ことを期待したためだと考えられる。これらのことを考慮すれば、人民参審員の選任は無

作為で行われておらず、人民法院の選り好みによって左右されていると指摘できる。 

上述の全ての基層人民法院の人民参審員をまとめて見れば、男性が女性よりやや多く、

男女比が約 1.22 であることが判明した。今度の現地調査は中国の北部、西部、中部、南部、

東部に渡って行われており、全国の状況を判断するための資料として有効に利用できる。

よって、これを以って全国の人民参審員の男女比として見做すことはできると考える。 

 学歴構成に関して、全国の人民参審員の内、84%の者が短大卒とそれ以上の学歴を有して

いることが、表 4.2 で示されている。筆者が調査を行った各地域において、内モンゴル自治

区のＴＺ旗、湖北省のＸＪ市とＭＨ市の人民参審員は、全て短大卒とそれ以上の学歴を有

しているのに対して、湖北省のＱＸ市、重慶市のＬＦ区、上海市のＺＢ区、広州市のＨＺ
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区の人民参審員の内、短大卒以下の者が合計で 19 人存在している。学歴要件の例外として

選任された 19 人は、広州市の 5 人に関しては名簿がないので詳細に分析することができな

かったが、残りの 14 人の内で 60 歳以上の高齢者と言える者が 3 人のみであることが判明

した。したがって、実務においては、当該地方が短大卒以上の学歴という要件の達成が明

白に困難な地域でない以上、年長者で人望を有する者でなければならないという要件は、

厳格に順守されていないと推測できる。あくまでも、人民法院が人民参審員を選任してい

るため、短大卒以下の低い学歴の者よりも高学歴の者を選り好みしていることは指摘でき

る。 

 人民参審員の政治的背景に関しては、現地調査を行った五つの地域の基層人民法院の人

民参審員を全体的に見ると、共産党員が 202 人、共産党の青年組織である共産主義青年団

の団員が 5 人、衛星政党の各民主党派の党員が 13 人であった。執政党である中国共産党の

政治的立場に対して明確に支持を表明している人数が 220 名であるのに対して、無所属の

一般人は 70 人であった。これをまとめると、人民参審員の内、執政党である共産党に所属

あるいは従属する者は、無所属の人と比べて 3 倍以上も多く存在しているのである。した

がって、全国的に、合法な政治団体に所属する者は無所属の一般人より人民参審員として

人民法院に選任されやすいと結論付けることができる。 

また、地域毎に、共産党員が人民参審員に占める割合が高い順に見て行けば、湖北省が

90.83%、内モンゴル自治区が 66.67%、広東省が 58.30%、上海市が 57.35%、重慶市が 52.00%

となっている。ここから、中部の湖北省における人民法院では、他の地域における人民法

院と比べて、共産党員が一般人より人民参審員として選任されやすいのに対して、重慶市

ＬＦ区人民法院は、他の基層人民法院より、人民参審員を選任する際に、政治的背景を重

視していなかったといえよう。 

 人民参審員の職種について、全体的に見て行けば、人民参審員の内、公務員が 50%以上、

退職者が 30％以上、国有企業と非営利事業体の職員が約 10%、無職と私営事業体で務めた

者が最も少なく、僅か 5%前後となっている。公務員が直接的に国家権力を握っていること、

行政部門からの間接的なコントロールまたは直接的な管理下にある国有企業と非営利事業

体の職員が国家権力と緊密に結びついていることを踏まえて、人民参審員の内で国家権力

と関係を有する者は約、60%以上も存在していると推測できる。これに対して、国家権力と

何らの関係もない無職者と私営事業体に勤めている者は 10%にも満たない。したがって、

国家権力とどのように結びついているかが人民参審員として選任される可能性に強い影響

を与えていると考えられる。 

 総じて言えば、人民参審員は全国の総人口に僅かの一部を占めるエリート層、つまり、

党機関または政府機関に属し、高学歴を有している者に限られている。この状況は現地調

査を行った 2012 年から初めて生じるわけではなく、他の統計資料から見れば、早くとも

2005 年には成都市における人民参審員の内、91.21%の者が党関係者であること、及び、2010

年には、重慶市のある中級人民法院が管轄する地域における人民参審員内、行政機関に勤
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め、行政権を有している者が 61.68％を占めていたこと、2011 年当時、北京市の基層人民

法院では、人民参審員の内、党関係者が占める割合は 76.62%に達し、短大卒以上の者が占

める割合は 93.08%を占めていたことは指摘されている220。これから考えれば、人民参審員

のエリーか化は制度改革を行う 2005 年から現在にかけてずっと存在すると言われる。 

 

３ 裁判官および人民参審員の自己評価 

制度の運用に関わった裁判官と人民参審員が現在の人民参審員制度に対してどのような

思いを抱いているのかを明らかにするため、現地調査を行った際に、筆者は裁判官へのイ

ンタビュー、人民参審員へアンケート調査、また、電話でのアンケート調査も同時に行っ

た。以下では調査によって得られた結果とそれに対する分析を加えて行くこととする。 

（１）裁判官へのインタビュー調査研究 

裁判官へのインタビュー調査表は表 4.36 で示すとおりである。インタビュー調査の結果

を論じる前に、この調査表に記した五つの問いについて予め説明しておきたい221。第一の

問いは、実務において制度適用を決定するのは裁判官か当事者か、第二の問いは、人民参

審員が参加した裁判としていない裁判との間で差異は生ずるのか否か、第三と第四の問い

は、人民参審員が裁判に実質的に参加することができているのか否か、第五の問いは、実

務において人民参審員制度がどのような機能を果たしているのかということをそれぞれ明

らかにするために設けたものである。 

 

表 4.36 裁判官へのインタビュー調査表 

 

第一、 当事者の申請による人民参審員事件の数と割合はどのぐらいか。 

 

第二、 人民参審員の加わる事件と加わらない事件とは、裁判時間や裁判結果（例え刑事の場合、

量刑）には違いがあるのか。 

 

第三、 一般的に、裁判が始まる前、人民参審員が事件に関する参考資料を読むのか、そして、

裁判中と合議の時、人民参審員は発言するのか。 

 

第四、 人民参審員の意見と裁判官のとは一致しない場合、どのようにするか。 

                                                   
220 四川省成都市中級人民法院課題組｢呈現的実然与回帰的路径――成都地区人民陪審制度

運行情況実証調査分析｣人民司法 2006 年第 7 期 30 頁、王慶新・劉達文・婁必県｢従身分出

発：人民陪審員制度民主価値的表達与実践――以重慶某中級人民法院轄区陪審員為様本｣法

官論壇 2011 年第 24 期 42～44 頁、北京市高級人民法院政治部教育培訓処課題組｢関於北京

法院人民陪審工作情況的調研報告｣法律適用 2012 年第 2 期 95 頁参照。 
221 今度のインタビュー調査は七つの人民法院で務めている 34 名の裁判官から面会の許可

を頂いた上で行われていた。ここで、その 34 名の裁判官へ誠に感謝の意を申し上げる。 
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第五、一言で表わすと、人民参審員制度の機能が一体何か。 

 

① 湖北省のＸＪ市基層人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 2 月 21 日 15 時から 16 時、2 月 22 日 15 時から 17 時

である。インタビューの対象は、刑事法廷の羅裁判官と民事法廷の周裁判官、政治部の主

任である呉裁判官、副主任である李裁判官の四人である。 

第一の問いに対して、四人の裁判官は全員、自らの在職期間中、当事者の申請により人

民参審員制度を利用して事件を裁判した経験がないといった。第二の問いに対して、裁判

手続を主導したのは裁判官である裁判長であり、人民参審員の参加した事件と参加してい

ない事件とで裁判をする期間に違いはなく、裁判結果にも差異はないと感じていると羅裁

判官と周裁判官は述べた。人民参審員が参加するか否かで二つの事件の間で裁判の時間や

結果において差異が生ずるか否かに関する調査がなかったため、その問いには答えられな

いと政治部の呉裁判官と李裁判官は述べた。 

第三の問いについては、裁判が始まる前に、人民参審員が裁判官と同様に事件に関する

文書を予め読んでいるかどうかが不明であり、刑事裁判の場合では人民参審員は殆ど発言

せず、また民事裁判の場合でも人民参審員は裁判官のように法適用や事実認定に積極的に

関わってくるようなことはない。しかし、事実に関して当事者に対して聞いたり、確認し

たりすることはあると羅裁判官と周裁判官は述べた。人民参審員の研修を行う際には、積

極的に裁判官と同じく事前に、事件に関する文書を読み、裁判、ひいては、合議の場で発

言するようにと要求したが、実務では人民参審員の仕事が忙しいこと、また、裁判官の発

言に賛成することなどを理由として要求に応じてくれないと、人民参審員の研修・管理を

担当する政治部の呉裁判官と李裁判官は指摘した。第四の問いに対して、人民参審員の意

見と独立性を尊重し、協力しようとしていると羅裁判官と周裁判官は曖昧に述べた。具体

的な事件の裁判に携わっていない呉裁判官と李裁判官から返答を得ることはできなかった。 

 第五の問いに関しては、人民参審員が裁判へ参加することによって、判決が下された後

の人民参審員から当事者への説得が、敗訴当事者の判決に対する不平と不満を緩和、解消

させるのに役立っていると羅裁判官より、裁判が行われる前に一部の民事事件を調停し、

紛争が裁判になる前に解決するように人民参審員が働きかけていると周裁判官からそれぞ

れ返答を得ることができた。これに対して、ＸＪ市基層人民法院の通常手続で要求される 3

人から成る合議体を形成するために、人民参審員の存在は不可欠だと政治部の呉裁判官と

李裁判官は述べた。 

② 内モンゴル自治区の TZ 旗基層人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は 2012 年 8 月 15 日 14 時から 15 時である。インタビューの対象は 

政治部の叢裁判官の一名である。 

叢裁判官は五つの問いに対して、｢在職中の人民法院では今まで当事者による申請はなく、
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具体的な事件の裁判に制度を適用するかどうかは完全に人民法院により決定されているこ

と。そして、人民参審員が参加した事件の裁判と参加しない事件の裁判との差異はあまり

生じていない。その理由として、裁判官責任制、つまり、人民参審員ではなく、裁判官が

不当な裁判や冤罪事件が発生した際に、責任を負う制度が人民法院システム内で存在して

いるため、裁判官が人民参審員よりも事件の裁判に対して慎重な姿勢を取っていること。

多くの人民参審員が裁判の始まる前に、訴訟文書に簡単に目を通しており、裁判中に、人

民参審員が発言することもあるが、あまり頻繁でないこと。また、審理中に、意見が一致

しない場合は、法にしたがって、多数決で判決を決めていること。「人民当家作主」という

政治観の司法上の体現として、制度の運用によって民衆が従来から持っていた人民法院、

ひいては、裁判官への抵抗感がある程度払拭されてきていること｣をそれぞれ述べた。 

③ 重慶市第三中級人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 8 月 22 日 9 時から 12 時、14 時から 16 時である。イン

タビューの対象は、民事法廷の李裁判官、刑事法廷の陳裁判官、行政法廷の楊裁判官、政

治部の李○裁判官の四名である。 

第一の問いについて四人の裁判官は全員、今まで当事者による人民参審員制度の適用申

請を扱ったことはないと答えた。第二の問いについて、あらゆる事件の裁判について、主

審裁判官が責任を負い、厳密にチェックするので、人民参審員の参加した場合でも、参加

しなかった場合でも、違いがないと李裁判官と楊裁判官が述べ、人民参審員が加わった事

件の裁判と加わらない事件の裁判との間に生じる唯一の差異は裁判官のみで形成された合

議体による合議が充分に行われるのに対して、法律知識の欠如した人民参審員と裁判官か

ら成る合議体による合議は往々にして不十分なままに終わるということだと陳裁判官は強

調して述べた。政治部の李○裁判官は、該当する二種類の事件の裁判について別々に統計

をとり、分析した資料がないために、問いには答えられないと述べた。 

第三の問いについて、事件類型にかかわらず、陳裁判官も、楊裁判官も、李裁判官も、

人民参審員に事前に訴訟に関する文書を閲覧する者が極めて少ないという点で意見は一致

していた。また、上述の三人の裁判官は、合議の際、特定の専門知識に関わる民事事件、

例えば、医師の人民参審員が参加した医療紛争事件などを裁判する場合、その知識を有す

る人民参審員、つまり医師などが積極的に発言している場合を除き、他の事件を裁判する

際には、審判と合議の過程で人民参審員から発言がなされることは殆どないと述べた。 

第四の問いに関して、三人の裁判官は、どちらもこれまで決議の際、自らの意見に対し

て人民参審員から反対される様なことはなく、もしもこの先、人民参審員が異なる意見を

提出した場合には、法に従って、多数決で決議を取るべきだと述べた。ちなみに、政治部

の李○裁判官は上述の二つの問題に関して言及することを避けた。 

現実に制度がどのような機能を果たしているかに関して、陳裁判官は、基層人民法院に

とっては裁判官不足の困難を解決し、合議体を形成するための人民参審員を確保すること

が、制度が実際に有している機能であり、中級人民法院では人民参審員は何らの機能をし



97 

 

ていない者たちだと指摘した。それに対して、李裁判官と楊裁判官、政治部の李○裁判官

は、制度の実施が[人民当家作主]という政治観を司法の場で表現するのに役立っていると述

べた。 

④ 重慶市ＬＦ区基層人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 8 月 23 日 9 時から 12 時、14 時から 16 時である。イン

タビューの対象は、民事法廷の厳裁判官と何裁判官、刑事法廷の徐裁判官と楊裁判官、行

政法廷の陳裁判官と劉裁判官の六人である。 

一番目の問いに対して、六人の裁判官は全員、当事者の申請により制度が適用された裁

判を行った経験がないと答えた。そして、二番目の問いについて、厳裁判官と何裁判官、

徐裁判官、楊裁判官、陳裁判官は共に人民参審員が参加した事件の裁判と参加しない事件

の裁判とには差異が生じないと述べた。さらに、徐裁判官はいずれにせよ、人民参審員が

いる合議体でもいない合議体でも審判と合議の進行は裁判長である裁判官により決められ

ているためであるとその理由を述べた。それに対して、22 年間の勤務を経験している劉裁

判官は、そもそも行政法廷において人民参審員制度はあまり適用されておらず、更に、人

民参審員が参加した事件の裁判と参加していない事件の裁判に関する統計をとり、分析し

た資料がないと説明し、問いには答えられないと述べた。 

第三の問いに対して、六人の裁判官は、事件の類型を問わず殆どの人民参審員が事前に

訴訟資料を読まずに、審判と合議の場でも発言をしないと答えた。それに、民事法廷の厳

裁判官は、専門知識に関わる民事事件を裁判する場合、人民法院が往々にしてその専門知

識を有している者に事件の裁判を担当させるため、そのような事件の裁判に参加した人民

参審員が専門知識を生かして、裁判官へ意見を提出する傾向にあり、例えば、医療紛争に

関わる事件を裁判する場合、医師の人民参審員は積極的に事実に関して質疑を行い、合議

の際にも、独立した意見を述べていると補足した。つまり、選任された人民参審員の内、

少数名だけが、実質的に裁判に参加しているということである。 

第四の問いについて、民事法廷と行政法廷に所属している四人の裁判官は、これまで合

議体の人民参審員が裁判官と異なる意見を提出したことがないと述べたのに対して、刑事

法廷の徐裁判官と楊裁判官は、おおよそ 10%未満であるが、人民参審員の参加した刑事事

件の裁判において、人民参審員が裁判官と違う意見を提出しており、その場合には、合議

体による単純多数決で最終的な意見を決定し、もし三人の合議体で三つの異なる意見が提

出された場合であれば、法律に従ってその事件を院長に報告し、裁判委員会への付議申請

を求めると述べた。 

制度が実際にどのような機能を果たしているかという問いに対して、徐裁判官と楊裁判

官、何裁判官がはっきりとは言えないと答えたのに対して、厳裁判官と劉裁判官は、合議

体を形成する裁判官数の不足という現実の問題を解決したことを実質的な制度機能だと見

なし、陳裁判官は、一般の民衆を裁判に参与させることで、人民のために奉仕する人民法

院と裁判官という政治観を宣伝するようになることが制度の実際の機能だと考えていると
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述べた。 

⑤ 広州市中級人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 8 月 31 日 9 時から 12 時、14 時から 16 時である。イン

タビューの対象は、民事法廷の黄裁判官と楊裁判官、鄭裁判官、羅裁判官、刑事法廷の彭

裁判官、行政法廷の肖裁判官と竇裁判官の七人である。 

第一の問いに対して、民事法廷の羅裁判官を除き、他の六人の裁判官は、在職中におい

て、当事者の申請によって人民参審員制度を適用し、事件を裁判した経験はないと述べた。

唯一、当事者による申請で制度を適用した裁判を行った裁判官として羅裁判官は、これま

でに一件だけ、人民参審員が参加した事件の裁判が、当事者による申請で行われたと述べ

た。適用された事件は渉外商事事件で、外国人の原告が訴訟時を節約するために、人民参

審員制度の適用を申請したものであった。なぜ原告が人民参審員制度の適用を申請したの

かというと、合議体の形成にかかる時間から見て、人民参審員が裁判官よりも機動的で速

く事件の裁判に配置されるからだと述べた。 

第二の問題について、七人の裁判官は、人民参審員の参加する事件の裁判と参加しない

事件の裁判との間に差異は生じないと答えた。民事法廷の黄裁判官は、なぜならば、裁判

過程を主導するのが人民参審員でなくて、裁判官だからであるということを補足説明とし

て述べた。 

第三の問題に対して、民事法廷の黄裁判官と楊裁判官は、当該法廷で合議体に参加した

人民参審員が一般的には事前に資料を読んだり、裁判中に質疑や意見を提出していると述

べたのに対して、他の五人の裁判官は、これまで人民参審員が予め資料に目を通したり、

裁判中に発言したような経験はないと答えた。また、なぜ人民参審員が裁判官のように予

め訴訟に関する資料を読まないかということに関して、民事法廷の羅裁判官と行政法廷の

肖裁判官は共に人民参審員は自分の仕事で忙しく、特別に資料を読む時間を作りたくない、

また、人民法院には人民参審員が資料を読む場所が存在しないことがその原因だと述べた。 

第四の問いについて、民事法廷の鄭裁判官と楊裁判官の二人だけは、在職中に合議の時、

人民参審員から裁判官と異なった判決に関する意見を提出された経験が希有な状況である

が、その場合であれば、法律に従って合議体の構成員による単純多数決で最終的な判決を

下すと述べた。 

最後の問題に関しては、民意を判決に反映しまた法律知識を普及し、市民と裁判官との

距離を縮め、合議体を形成する人的不足を解決することが実質的な制度の機能であると民

事法廷の黄裁判官及び楊裁判官、鄭裁判官、羅裁判官らがまとめたのに対して、行政法廷

の肖裁判官と竇裁判官は、実際に人民参審員制度は何らの機能も果たしておらず、ただの

飾り物にすぎないと低い評価であった。また、刑事法廷の彭裁判官は、その問いについて

は依然としてはっきり言えないという曖昧な返答をした。 

⑥ 広州市ＨＺ区基層人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 8 月 28 日 9 時から 12 時、15 時から 1７時である。イン
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タビューの対象は、民事法廷の隋裁判官と劉裁判官、劉○裁判官、鄭裁判官、張裁判官、

刑事法廷の馬裁判官と浦裁判官、行政法廷の蘇裁判官の八人である。 

第一の問いに対して、全ての裁判官が、これまで当事者の申請により制度の適用が決め

られた事件の裁判を経験したことがないと述べた。 

第二の問題について、刑事法廷の浦裁判官を除き、他の七人の裁判官は、実際に事件を

裁判し、事実認定と法律適用を決める者は人民参審員ではなく裁判官であるため、人民参

審員が参加した事件の裁判と参加していない事件の裁判とに差異は生じないと答えたのに

対して、浦裁判官は、刑事訴訟の場合は量刑に関して、人民参審員が裁判官よりも一般市

民の感覚を理解しているため、人民参審員によって定められた刑罰は裁判官によるものよ

りも、一般的な感情から見て納得ができると思っていると述べた。 

第三の問いについて、八人の裁判官はいずれも、殆どの人民参審員は事前に、訴訟に関

する資料を読んだり、裁判中に発言したりすることはないと答えた。それに関して、理由

を尋ねると、民事法廷の張裁判官と行政法廷の蘇裁判官は、人民参審員は自らの仕事が忙

しく、裁判官のように裁判に時間を割きたくないことがその原因であるかもしれないと語

った。 

第四の問いに対して、全ての裁判官が口を揃えて、これまで合議を行った際に、人民参

審員が裁判官の意見と異なる意見を提出してきた経験はなく、もしそういった状況が発生

するならば、法に従って、単純多数決で最終的な意見を決定すると答えた。 

制度が実質的にどの様な機能を果たしているのかという問いについて、民事法廷の劉裁

判官は、事実認定と法律適用といったものよりも、むしろ裁判官の不正を監督し、裁判官

の官僚主義化を防ぐことにあると語ったのに対して、隋裁判官および劉○裁判官、馬裁判

官、鄭裁判官、張裁判官の五人は、制度が運用されることによって司法の場で「人民当家

作主」という政治観を体現できるようになることをその機能として挙げた。刑事法廷の浦

裁判官と行政法廷の蘇裁判官の二人は、この問いに関してははっきりとは答えられないと

述べた。 

⑦ 上海市ＺＢ区基層人民法院の裁判官へのインタビュー内容 

インタビューの日時は、2012 年 9 月 5 日 9 時から 12 時、15 時から 1７時である。イン

タビューの対象は、民事法廷の董裁判官、刑事法廷の周裁判官・張裁判官、行政法廷の王

裁判官の四人である。 

第一の問いに対して、董裁判官および周裁判官、張裁判官は、これまで当事者の申請で

制度の適用が決定された事件の裁判に携わった経験はないと答えたが、行政法廷の王裁判

官は、2005 年と 2006 年において一部のみだりに建築物を建てた者が期限内に撤去し立ち

退く行政命令を不服した行政事件の原告が、人民法院が人民政府との間に権力の関係があ

ることを配慮し、人民政府への不信感が人民法院へ移したために、人民法院に専属する裁

判官より超然の立場に立つことができると見られる人民参審員が参加する合議体による裁

判を申請したのであり、その申請に基づき、人民参審員制度の適用を決めた経験があると
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語った。 

二番目の問いについて、四人の裁判官はどちらも人民参審員の参加した事件の裁判と参

加していない事件の裁判とに差異は生じていないと考えている。また、なぜ差異が生じな

いのかという問いに、刑事法廷の張裁判官は、人民参審員として選任された者が裁判官と

ほぼ同様の素養を有していることをその理由として挙げた。 

第三の問いに対して、民事法廷の董裁判官は、人民参審員の内、定年を迎えた者は、基

本的に事前に訴訟資料に目を通しているのに対して、在職中の者は目を通していない。裁

判最中、とりわけ審理の際、事案の単純な事件を裁判する場合に、人民参審員は殆ど発言

をしないのに対して、複雑な事件を裁判する場合または専門知識が必要となる事件を裁判

する場合に、人民参審員は発言をすることが多いと述べた。しかしながら、刑事法廷の周

裁判官と張裁判官は、人民参審員は事前にあまり資料を読まなく、なぜならば、多数の人

民参審員が在職中の者であるため、資料を読む余裕がなく、また、実質的に判決を下す権

限が裁判官にあるので、その意欲もないことを理由として挙げた。更に、事前に資料を読

まないため、事件の裁判に関して疑問を持つこともなくなるようである、と付け加えた。

行政法廷の王裁判官は、現実には、裁判官も人民参審員も裁判の前に資料を読む者は一部

であり、なぜならば、裁判をする過程で資料を読む時間は用意されており、裁判中におい

て、裁判官による質問が十分になされるため、人民参審員はあまり発言しなくなると述べ

た。 

第四の問いについて、四人の裁判官は、実務において決議をする際、人民参審員が裁判

官と異なる意見を提出したことはあるが稀であり、もし意見の割れた時であれば、法に従

い、単純多数決で最終的な判決を下すと答えた。なぜ人民参審員は裁判官と異なる意見を

提出しないのかという問いについて、刑事法廷の周裁判官は、事件の裁判に配置された人

民参審員は頻繁に人民法院に通っており、各法廷の裁判官と親しくなっているため、合議

の際にも、裁判官と議論をすることを避けるようになったことを理由として挙げた。 

最後の問いに対して、民事法廷の董裁判官と行政法廷の王裁判官は、現実には制度の運

用によって、市民から人民参審員を選任し、市民と司法との距離を縮め、官僚主義化を防

ぐことができると述べた。張裁判官と王裁判官は、問いに関してはっきりと答えることは

できないと曖昧に述べた。 

⑧ 裁判官へのインタビュー調査結果のまとめ 

 上述の裁判官による第一の問題への回答に基づき、実務において、殆どの事件の裁判に

人民参審員制度を適用するか否かを決めるのは、当事者でなく、裁判官によることである。

本章第 2 節で明らかにした制度改革以来、全国にわたって参審率が高騰する趨勢、それに、

参審率を業務法廷の仕事を評価する指標としたことに加わって考えれば、現在、裁判官は、

できるかぎり多数の事件を人民参審員制度で裁判しようと故意的かつ積極的に努力してい

ると思われる。そして、第二の問題について、わからないと答えた一部の裁判官を除き、

多数の裁判官は、人民参審員が参加した裁判と参加しない裁判との間に違いがないと思っ
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たのである。上述の裁判官により、その理由と言うと、裁判官責任制、つまり、間違った

裁判を行った裁判官の責任を追及しなければならないという公開されてない定まりがある

から、その責任を背負った裁判官は、事件の裁判を大切にしているのに対して、それを負

わせない人民参審員は、あまり裁判に気にかけないからである。 

 第三と第四の問題に対する裁判官の答えを踏まえて、裁判官が人民参審員が合議体の構

成員であるが、実はあまり事件の裁判に携わっていないと思っていると考えられる。すな

わち、裁判官にとって、現在において人民参審員が実質的に裁判に参加していないのであ

る。 

 現実における制度の機能に関して、第 3 章の第 2 節で明らかにした改革後の制度が期待

される四つの機能の内、司法権威を維持する機能、並びに司法公正を確保する機能が裁判

官に言及されなかったが、多数の裁判官は、改革後の現行制度を実施することによってそ

れ以外の二つの機能、つまり、司法民主を発揚することおよび司法監督を強化することが

実際に果たされていると語った。更に、法律知識を普及することならびに当事者に判決を

納得させること、合議体を組むのに人的不足を補填することという公式の機能以外のこと

も言及された。 

（２）人民参審員へのアンケート調査研究 

人民参審員が裁判に参加する実態、および人民参審員による現実の制度機能に関する自

己評価を明らかにするため、人民参審員を対象にアンケート調査を行っていた。、人民参審

員へのアンケート調査表では設けた六つの質問は表 4.49 で示されているとおりである。こ

の部分では、アンケートの調査結果とそれに関する分析結果を示す。 

 

表 4.37 人民参審員へのアンケート調査表 
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1 開廷の前、訴訟事件に関する文書や資料を予め読むのか。 

A 何時も                B 偶に                 C なし 

 

2 裁判中、どれほど発言しているのか。 

A 何時も                B 偶に                  C なし 

 

3 裁判官とは意見が一致しなかったことがあるのか。 

A 有り                                         B 無し 

 

4 裁判官と意見が一致しない時、一般的にどのように最終意見を得るのか。 

A 議論せずに、裁判官の意見に賛成  B 議論した上で、単純多数決で  

 

5 合議の時、自分の意見が裁判官にどの程度重視されているのか 

A 大切                B 普通                  C 全然 

 

6 現実において制度が果たした最も重要な機能が何か。 

A 司法民主の発揚  

B 司法監督の強化  

C 司法権威の維持  

D 司法公正の確保    

E その他 

 

筆者は、上述の各地域で裁判官に対するインタビュー調査と並行して、五つの基層人民

法院で 46 人の人民参審員へのアンケート調査を行った。その内、湖北省のＸＪ市基層人民

法院の 5 人、内モンゴル自治区の TZ 旗基層人民法院の 1 人に対して行ったアンケート調査

は、当人に面会し、アンケート調査表に記載された項目を聞いた上で、答えを記入しても

らった。広東省のＨＺ区基層人民法院の 9 人と上海市のＺＢ区基層人民法院の 12 人へのア

ンケート調査は、その人民法院で務めた裁判官の友人を通じて、調査表を所属する人民法

院の全ての人民参審員に配布するよう頼み、12 人の回答を入手したものである。重慶市の

ＬＦ区基層人民法院の 19 人に対するアンケート調査は、当該人民法院の人民参審員の連絡

先を入手した上で、一人ずつ電話による聴き取りを行ったものである。アンケート調査に

よる 46 人の人民参審員の回答は、表 4.50 に示される通りである。 

 

表 4.38 人民参審員のアンケート調査に対する回答222 

                                                   
222 アンケート調査を受けた人民参審員の答えをまとめた上で作ったものである。 
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 オプション A オプション B オプション C オプション D オプション E 

質問 1 7 人 3 人 36 人 － － 

質問 2 6 人 8 人 32 人 － － 

質問 3 9 人 37 人 － － － 

質問 4 6 人 3 人 － － － 

質問 5 4 人 17 人 25 人 － － 

質問 6 23 人 7 人 0 0 16 人 

 

① 運用実態に関する人民参審員の答え 

 質問 1 に回答した人民参審員の内、78.26%が予め訴訟事件に関する資料を読んでいない

と回答したのに対して、15.22%の者が、基本的は開廷の前に、資料を読んでいると答えた。

質問 2 に回答した人民参審員の内、僅か 13.04%の者が審理の際に、積極的な発言を行った

とあるのに対して、69.57%の者は、基本的は発言をしていないとある。この回答結果より、

少数の人民参審員だけが、事前に資料を読み、裁判に参加するための準備を行っており、

審理中に裁判官と同様に事件の事実認定をする為の質疑を提出し、積極的に裁判に参加し

ようとしているという実体が見えてくる。 

 質問 3 に対する回答より、全体の内 19.57%を占める 9 人が合議の際に、裁判官と異なる

意見を提出した経験があると語った。その内、6 人は、異見を提出したにもかかわらず、最

終的な結論は議論によらず、裁判官の意見に従うような形となった、と答えたのに対して、

3 人は、議論をした上で、法による単純多数決で決議を取ったとある。この結果より、合議

の段階においては、裁判官の意見に容易に追従する確たる意見のない者が多数派であるの

に対して、自らの考えを有し、充分な議論を重ねた上で、議決権を行使した者は少数派で

あることがわかる。 

 質問 5 に回答した 46 人の人民参審員の内、自分の意見が裁判官に無視されていると感じ

た、と答えた者が過半数の 25 人であるのに対して、4 人が裁判官は意見を重用してくれて

いると答え、17 人は、ある程度重視されていると回答した。 

 以上をまとめれば、人民参審員を対象として行ったアンケート調査による人民参審員の

裁判への参加実態は、裁判官へのインタビュー調査で得られた、｢合議体の構成員ではある

が、人民参審員は実質的に裁判に参加していない｣という調査結果と正反対の結論が出た。

つまり、人民参審員は、自らが実質的に裁判官と同様に事件の裁判に参加していると自己

評価を行っているのである。 

② 現実における制度機能についての人民参審員の評価 

 本稿の第 3 章第 2 節では制度機能に関する公式見解を、司法民主の発揚および司法監督

の強化、司法権威の維持、司法公正の確保、という四つの機能にまとめた。だが、現実に

おいて、この四つの機能がそれぞれ実現されているのか、またその機能の内、どれが第一

義的な機能であるかについては、全国人大常務委員会と最高人民法院を含む権力機関は明
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確な答えを提示していない。調査表の質問 6 は、以上の問題関心より、実際に制度の実施

に携わった人民参審員からその答えを得ようとする為に設けたものである。 

 質問 6 に回答した 46 人の人民参審員の内、50.00%の 23 人は、現実において制度が果た

した最も重要な機能は司法民主を発揚することにあたると答え、15.22%の 7 人は、なによ

りも制度の実施により裁判官の腐敗と不正への監督を一層強化させることができるように

なったと回答した。これに対して、34.78%の 16 人は、現実における制度機能は四つの公式

見解に止まらず、法律知識を普及すること(12 人)、ならびに当事者に対する判決の説得(4

人)という機能が最も重要な役割として果たされていると答えた。またここでは、司法権威

を維持する機能および司法公正を確保する機能を選んだ者は誰もいなかった。この結果か

ら見て、人民参審員にとって、現実における制度の第一義的な機能は司法民主を発揚する

ことにあり、司法監督を強化すること、あるいは、法律知識を普及すること、当事者に判

決を説得することが他の機能として想定されていると考えられる。 

 

第 3 節 実施状況における問題点 

 この節では、上述の第 1 節と第 2 節で明らかにした現行制度の運用実態を踏まえた上で、

制度に関する法律に依拠しながら、制度の実施面で現れる問題点を指摘する。また、その

問題が生じる原因についても検証を行うこととする。 

１ 制度運用上の問題点 

(1) 人民参審員が加わった事件数からみる問題点 

 全国的に見ると、人民参審員が参加した事件数も参審率も上昇傾向にあり、とりわけ、

参審率は 2011 年には 50%近くに達した。2012 年には 60%を超え、2013 年には 70%以上

にもなった。更に、内モンゴル自治区のＴＺ旗基層人民法院においても参審率は 2012 年前

半期に 100%となり、上海市ＺＢ区基層人民法院においても参審率は 2009 年以降、常に

100%近い割合を示している。湖北省と重慶市、広東省における基層人民法院の 2012 年の

参審率の詳細なデータは入手できなかったが、上述の現地調査で得た各地方における基層

人民法院の参審率が近年上昇していることから、これらの法院もＴＺ旗基層人民法院とＺ

Ｂ区基層人民法院と同様に高い水準になっているものと推測することができる。よって、

東部、西部、中部、南部、北部を問わず、2012 年以降の基層人民法院における参審率は 100%

近い水準となっていると考えられる。 

これに対して、中級人民法院は参審率が非常に低い水準に止まっているのが現実である。

例えば、内モンゴル自治区のフフホト市中級人民法院は、これまでの 20 年間で人民参審員

制度を利用した裁判が存在しないこと、および、広州市中級人民法院において、刑事事件

と行政事件の裁判に殆ど人民参審員が参加していないことを例として挙げることができる。

言うまでもなく、高級人民法院と最高人民法院の参審率はゼロである。 

このことから、人民参審員制度を利用する裁判の大部分が基層人民法院で行われている

こと、人民法院のレベルが高いほど、制度利用の可能性が低くなること、と言う二つの結
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論を導くことができる。 

なお、対象事件は、社会的影響が比較的に大きな刑事、民事、行政事件と、刑事被告人、

民事事件の原告・被告、行政事件の原告により適用が申請された事件という二種類に限定

して定めている。これに、裁判官へのインタビューによって明らかとなった、当事者の申

請により制度利用の決定がなされたという事実が殆ど存在しない点を考慮に入れると、人

民参審員制度を利用したほぼ全ての裁判で、社会的影響が比較的に大きな事件であると当

該人民法院により判断されていると推測できる。しかし、実務において、ここ数年で上述

の基層人民法院で裁判した事件の大部分は必ずしも社会的影響が大きな事件に属している

といえない。更に、事件の社会的影響が大きければ大きいほど、事件を裁判する人民法院

のレベルが高くなることを考えれば、基層人民法院ではなく、中級人民法院、ひいては、

高級人民法院、最高人民法院が主として人民参審員制度を利用する人民法院であるべきだ

と考えられる。 

よって、第一の問題点として挙げられるのは、基層人民法院では社会的影響が大きいと

は必ずしも言えない事件の裁判にも人民参審員制度を利用していることである。つまり、

実務において、人民法院はある事件の裁判に制度を適用するか否かの判断を行う際に、制

度の対象事件を明文で定めている法律を無視し、恣意的な判断を下していることになる。 

(2) 人民参審員の構成からみる問題点 

 制度を定める法律に基づき、原則として、人民参審員になる者は短大卒以上である必要

があり、例外として、短大卒以下の学歴を有する者でも選任することが可能となっている。

このため、制度運用の実体においても、全国における人民参審員は 84.00%の者が短大卒以

上、各地方の状況を見れば、湖北省ＸＪ市、ＭＨ市および内モンゴル自治区ＴＺ旗の人民

参審員には短大卒以下の者がなく、湖北省ＱＸ市の人民参審員に僅か 3 名、全体の 5.56%

の割合を占め、重慶市ＬＦ区において短大卒以下の者が少数派の 10 名で全体の 20%、上海

市ＺＢ区の短大卒以下の人民参審員が 1 名で全体の 1.47%を占め、広州市ＨＺ区の短大卒

以下の人民参審員が 5 名で全体の 10.42%を占めている。つまり、全国においても、今回の

現地調査を行った地方においても、短大卒以下の人民参審員は、実数でも全体に占める割

合でも非常に低い水準になっている。更に、湖北省ＸＪ市とＭＨ市、上海市ＺＢ区におい

ては、学士とそれ以上の学歴を有する者は当該人民法院に所属する人民参審員の全体の

70%以上を占め、圧倒的な多数派となっている。 

 これに対して、2010 年の全国第 6 次人口に関する全面的な調査資料223から見れば、

1370536875 人の総人口の内、短大卒者と大学卒以上の者は合計で 119636790 人と、総人

口に占める割合は約 8.73%でしかない。つまり、短大卒以下の者が、総人口で約 91.27%を

占めているのが現状である。この点より、総人口の割合において約 8.37%しかいない短大

                                                   
223 2010 年第六次中国人口に関する全面的調査の官報による。中華人民共和国国家統計局

のホームページ

(http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/201104/t20110428_30327.html)参照。 

http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/201104/t20110428_30327.html
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卒あるいは大学卒以上の者から 8 割以上の人民参審員が選任されているのに対して、総人

口の大部分、約 91.27%を占める短大卒以下の者からは僅かに 16%の人民参審員しか選ばれ

ていないということがわかる。更に、現地調査を行った各地方ではこの状況はより厳しい

ものとなっているのである。すなわち、学歴構成から見た実務において、殆どの人民参審

員が総人口に占める割合が極少数の高学歴を有する者から選任されているという状況が見

て取れる。 

 次に、上述の人民参審員の政治的背景に関する現地調査からわかるように、現地調査を

行った基層人民法院における全ての人民参審員の 80%近くの割合を占める者が共産党員あ

るいは共産主義青年団員や衛星政党の民主党派に所属する党員である。つまり、人民参審

員の内、共産党関係者の占める割合が非常に高い。また、人民参審員の職業構成から見て

も、全ての人民参審員の 7 割近くが公務員および政府からの管轄または指導を受ける国有

企業や非営利事業体に務める役員であることがわかる。 

2012 年度の全国における共産党員および公務員の総数はそれぞれ 8512.7 万と 708.9 万

となっている224。両者が総人口に占める割合は僅かに 6.21%と 0.51%である。以上の政治

的背景と職業構成から見て、人民参審員の 70%以上が総人口の 10%未満の割合を占める者

で構成されていると結論できる。上記をまとめると、典型的な人民参審員とは学歴が短大

卒以上であり、政府機関に務めている公務員であり、且つ共産党員である者ということに

なろう。このよう条件に合致する者は僅かではいるが確かに存在する。しかし、彼らに関

しては所謂｢エリート｣と言うほかない。このエリートの者が人民参審員の主体であること

が、第二の問題点となっている。これは、人民参審員が大衆を代表し、真の民意を裁判に

反映するという機能を果たせなくなっている、言い換えれば、現在の人民参審員の代表性

が脅かされつつあるということになる。 

(3) 人民参審員が裁判に参加する実態の面からみる第三の問題点 

 法律により人民参審員は、合議体の長である裁判長になることができない点を除いて、

裁判官と同様の権限が与えられている。そのため、裁判にあたっては、合議体の構成員で

ある人民参審員は裁判官と同じく事実認定と法適用に実質的な影響力を持つことを立法者

は期待していたと考えられる。 

しかし、実務において人民参審員は期待された機能を果たすことができていない。つま

り、上記の裁判官へのインタビュー調査結果と人民参審員へのアンケート調査結果から、

人民参審員は基本的に、裁判の訴訟資料を事前に読み、裁判中または合議の際に発言し、

評決の際に裁判官と異なる意見を提出してはいないという実態が見られる。言い換えれば、

人民参審員は実質的に裁判官のように裁判に参加をしていないのである。この点から、従

                                                   
224 ｢中国共産党党員総数達 8512.7 万名｣人民網

http://politics.people.com.cn/n/2013/0701/c70731-22026648.html、｢公務員局：2012 年底 

全国公務員総数為 708.9 万人｣中国新聞網

http://www.chinanews.com/edu/2013/06-27/4977003.shtml。（最終アクセス日、2014 年 4

月 16 日）参照。 

http://politics.people.com.cn/n/2013/0701/c70731-22026648.html
http://www.chinanews.com/edu/2013/06-27/4977003.shtml
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来から存在していた [陪而不審]という問題は今回の制度改革によって解決されないままに、

第三の問題点として未だ残り続けている。 

(4) 現実の制度機能の面から第四の問題点 

 上述の裁判官へのインタビュー調査結果、並びに、人民参審員へのアンケート調査結果

から、裁判官と人民参審員によって、司法民主の発揚と司法監督の強化、法律知識の普及、

裁判官数の不足を補填すること、当事者に判決を納得させること、という五つの機能が実

際に果たされている制度機能であることがわかった。 

 しかしながら、第 3 章第 2 節では明らかにした制度改革以降、制度に期待される四つの

機能のうち、司法権威を維持する機能と司法公正を確保する機能に関しては、調査を行っ

た裁判官と人民参審員からほとんど言及をされなかった。実務において両機能が完全に果

たされていないと断言はできないが、少なくとも上記の五つの機能と比較して、裁判官と

人民参審員から認められていないことが窺える。制度改革を行った当初の立法者の意思は、

現実に実施されている制度において貫徹されていないことになる。そこで、第四の問題点

となるのは、立法者が期待した機能、つまり、司法権威を維持することと司法公正を確保

するという機能が完全に実現されていないばかりか、当初想定をされていなかった、すな

わち、法律知識の普及、裁判官数の不足を補填すること、当事者に判決を納得させること、

といった機能が現実の機能と見做され、また、その機能を果たしているということである。 

 

２ 問題点を生じる原因 

(1) 第一の問題点を生じる原因について 

上述のとおり、社会的影響が比較的に大きいとは必ずしも言えない事件の多くが社会的

影響の比較的大きな事件だと見做され、人民参審員制度の適用を受けているという問題点

がある。以下では法律の条文と人民法院システム内部規則の二つの側面からその原因の検

討を行っていく。 

法律により、法定の制度適用対象事件となるのは社会的影響の比較的大きな事件と当事

者による申請がある事件に限られているが、ある事件に社会的影響があるか否か、もしあ

ったとして、比較的大きな影響にあたるのか否かを判断する基準は定められていない。そ

のため、実務ではある事件が法定の制度適用対象事件となる、社会影響が比較的大きな事

件であるか否かは、裁判官の自由裁量となってしまっている。更に、裁判官へのインタビ

ューによって 2010 年から人民法院システムに参審率が裁判官ひいては、人民法院の業務を

評価する指標の一つとして定められたことが明らかとなった。裁判官は、評価を良くする

ため、担当した事件に社会的影響があるか否かにかかわらず、できるかぎり多くの事件に

制度を適用しようとする傾向にある。法律に定められている社会的影響が比較的大きな事

件という曖昧な表現、並びに、参審率が裁判業務を評価する指標の一つとなっていること

が、上述の制度運用上における第一の問題点の原因だと考えられる。 

(2) 第二の問題点を生じる原因について 
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 エリート階級が人民参審員の主体を構成しているという現実について、その原因を人民

参審員の選任資格から探っていくこととする。第 3 章第 2 節で論じたとおり、｢決定｣には

政治要件と道徳要件、年齢要件、学歴要件、身体要件という五つの面から人民参審員の選

任資格が定められており、その内、学歴要件は、人民参審員のエリート化という問題点を

もたらした原因の一つとなっていると考えられている。なぜならば、原則として短大卒以

上(短大卒を含み)の者が選任されるのであり、例外として、原則の要件を貫徹することが明

らかに困難な地方、または、年長者であり且つ人望を有する者である場合に学歴要件が短

大卒以下まで緩和される。そのため、人民参審員になる者は、短大卒以上(短大卒を含み)

の者でなければ、年長者であり且つ人望を有する者、あるいは、短大卒以上(短大卒を含み)

の者が極めて少ない地方で選任される者である。上記の現地調査で示したとおり、実務に

おいて、例外要件に該当する人民参審員が選任されることは稀である。更に、短大卒以上(短

大卒を含み)の者は、総人口に占める割合が非常に低いため、原則規定であれ、例外規定で

あれ、法定の学歴要件を満たす者はそもそも極少数である。 

 更に、高学歴の者は就職する際、往々にして政府機関と国有企業、非営利事業体のよう

な国家権力と結び付けやすい職場に勤めようとする傾向があるため、短大卒以上の学歴を

有する人民参審員のうち、公務員並びに国有企業または非営利事業体の役員である者が多

くなっている。また、公務員と国有企業または非営利事業体の役員は、これも往々にして

共産党員あるいは衛星政党の民主党派の党員になる傾向にある。そのため、高学歴という

学歴要件を満たす者は、自然に国家権力とが接近し、そしてまた必然的に、執政党たる共

産党にも近づく結果となる。結局、法定の学歴要件を設けていることが人民参審員のエリ

ート化を進めていると考えられる。 

(3) 第三の問題点を生じる原因について 

法定の人民参審員の選任・考課手続および人民参審員の五年という任期の設置が人民参

審員の司法官僚化を進行させていると考えられる。人民参審員を選任するのに、人民法院

による審査、院長による指名、人民代表大会常務委員会による任命という手続が不可欠で

あるため、人民参審員は、選挙権者の内から選挙で選ばれる者というよりも、むしろ、上

司による任命を受けた官僚のようになっている。しかも、人民参審員に五年の任期が設置

され、毎年裁判官による人民参審員に対する考課が行われていることも、裁判官が上司で

あり、人民参審員がその部下であるという構図に拍車をかけている。 

この手続が、裁判の際、官僚的な階級の下位に位置する人民参審員が上位に位置する裁

判官の意見に従い、ひいては、裁判に参加する人民参審員自身の主体性を失わせつつある

ように見える。 

なお、人民法院システムの内部規則として定められた誤審を行った裁判官のみに責任を

負わせる制度の存在は、人民参審員が裁判官と同じく合議体の構成員で、合議体の長であ

る裁判長に成れないことを除いて、同等の権限を有するにもかかわらず、人民参審員に裁

判官とは異なった裁判への責任感を持たせる契機となっている。つまり、人民法院に属す



109 

 

るプロの法律家としての裁判官は、冤罪又は誤審を行ったことによる責任追及を恐れ、自

らの昇進を考慮に入れている。対して、人民法院に属しておらず法律の素人である人民参

審員は、人民法院システム内部の昇進といった事項を考慮する必要性がなく、また、裁判

官のように責任を追及されるおそれもない。そのため、実務における人民参審員は、裁判

官のように事前に訴訟資料を読み、裁判中と合議の際に積極的な質疑、意見の提出をする、

といったことをしないという態度を基本的に取っている。 

(4) 第四の問題点が生じる原因について 

前提として、事件を正しく裁判し、事実認定を行った上で、法律に則した判決を下すこ

とができれば、その結果として公正な裁判が確保され、司法権威を維持する機能は自然と

果たされることになる。しかしながら、現地調査から明らかとなったように、実務におい

て人民参審員はこの前提に関して何らの役割を果たしていない者たちである。つまり、上

記の第三の問題点、人民参審員が実質的に裁判に参加をしないために、司法権威と司法公

正を確保する機能が果たされないという自体を生じさせている直接の原因になっていると

考えられる。この第三の問題点を生じさせる原因、つまり、人民参審員の選任、考課手続

と裁判官への責任追及制度は、それをもたらしている間接的な原因だといえよう。 

2002 年から実施されている司法試験のため、裁判官資格の取得が以前よりも困難になり、

裁判官の数が増えにくくなる一方で、近年、人民法院に訴えられる事件数は急増している

という現実がある。この状況が、合議体を形成するために人民参審員を裁判に参加させる

という結果をもたらしたということは、すでに学者が指摘しているとおりである。225。 

法律知識を普及することが現実における制度機能であると、アンケート調査に回答した

人民参審員に見做されているという点に関しては、裁判官によって行われている人民参審

員に対する法定研修が、当該人民参審員に法律知識を普及することが制度の機能だという

ことを印象付けたと考えられる。 

 上海市ＺＢ区基層人民法院で現地調査を行っていたところ、当該人民法院の民事法廷の

董裁判官から｢2010 年から実施されている人民法院システムの内部規則で定められた[案後

答疑制度]、つまり、判決を下した後、合議体の構成員である裁判官または人民参審員が判

決について質疑を提出した当事者に対して説明を行う制度を利用している｣との説明が得

られた。実際において、プロの法律家である裁判官ではなく、人民参審員が当事者に対し

て、判決を説明し、納得をさせるのである。このため、当事者に判決を納得させることが、

現実における制度の機能として見做されていると考えられる。 

 

第 5 章 現行制度の特徴と改革のねらい 

第 1 節 日韓との制度比較に見る人民参審員制度の特徴 

 日本では 2004 年 5 月 21 日に、内閣所属の司法制度改革推進本部が提出した裁判員制度

を導入する法律案(以下、｢裁判員法｣と略称)が国会で可決され、五年の準備期間を経て 2009

                                                   
225 劉晴輝・前掲注(19)155～156 頁。 
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年 5 月 21 日に施行された。韓国では、大法院の傘下にある司法改革委員会が 2004 年 12

月 5 日、大統領付きの司法制度改革推進委員会へ陪審制および参審制の混合モデルである

国民参与裁判制度を提示し、司法改革推進委員会との共同で制度の法律案が作成された。

この法案はその後の 2007 年 6 月１日に、司法改革推進委員会による最終法律案を以って、

国民の刑事裁判参与に関する法律(以下、｢国民参与法｣と略称)として国会で可決され、2008

年 1 月 1 日からの 5 年間を試験期間として設定し、現在も試験的に運用されている。この

節では、比較の手法で人民参審員制度が日韓の両制度とは異なる特徴を浮き彫りにする。 

1 対象事件について 

表 5.1 に見るように、制度の対象となる罪種の範囲は、中国の法が最も広い。更に、法定

されている制度の対象となる事件は、日韓両国とも共通しており、国民の関心が特に高い

重大犯罪に係る刑事事件と限定し、しかも、それらの罪を明示的に列挙するという形式に

なっている。これに対して、中国では、人民参審員制度は、刑事、民事、行政事件である

か否かに関わらず、社会的影響が比較的に大きな第一審の事件、および、社会的影響に関

わらず当事者による申請が提出された第一審の事件を適用の対象としている。 

そのうえ、ある事件の社会的影響が比較的に大きいか否かの判断は、裁判官の自由裁量

によるものとなっており、法に明確な定めはない。実際に当事者が制度の利用申請をしな

いという現状については、第 4 章で既に明らかにしたことであるが、理論的には、当事者

による申請がなされれば、どの様な事件にでも制度を利用しなければならないという設計

になっている。 

 

表 5.1 中日韓比較：対象事件の範囲 

中国 日本 韓国226 

① 社会的に影響が比較的

に大きい刑事・民事・

行政事件。 

② 刑事事件の被告人、民

事事件の原告と被告、

行政事件の原告による

申請が提出された事

件。 

① 死刑又は無期の懲役若

しくは禁錮に当たる罪

に係る事件。 

② 死刑、無期又は短期 1 年

以上の懲役・禁錮に当た

て、故意の犯罪行為によ

り被害者を死亡させた

罪に係る事件。 

① 刑法犯において人の死

亡の結果が発生した刑

事事件。 

② 特定犯罪加重処罰等に

関する法律等に規定さ

れた一定の罪に係る事

件。 

③ 地方法院合議部の管轄

する事件のうち大法院

規則で定める事件。 

④ ①から③までの事件の

未遂罪、教唆罪、幇助罪、

                                                   
226 今井輝幸『韓国の国民参与裁判制度－裁判員裁判に与える示唆―』(イウス出版、2010

年)6～7 頁に拠る。 
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予備・陰謀罪に係る事

件。 

⑤ ①から④までの事件の

関連事件で併合決定が

された事件。 

 

実施件数について、日本における裁判員裁判で処理される事件数227は、制度設計の時点で

は、被告人の数が年間 3000 名近くになると見込まれていた。しかし、犯罪発生状況等の変

化もあり、当初の予想をかなり下回る結果となった。2009 年 5 月 21 日から同年末までの

約五ヶ月間に判決人員、すなわち、終局裁判を受けた被告人数は全国で 142 人であり、同

年における刑事通常第一審事件全体の新受人員、つまり、起訴された被告人の人数または

他の裁判所から移送等によって受理された被告人の人数(9万 2777人)の僅か 0.15%である。  

2010 年は、1 年間に 1506 件の裁判員裁判が実施され、これが同年における刑事通常第一

審事件全体の新受人員(8 万 6387)の 1.74%を占めている。2011 年は、1 年間に 1525 件の裁

判員裁判が実施され、これは同年における刑事通常第一審事件全体の新受人員(8万 0608人)

の 1.89%を占めている。2012 年は、1 年間に 1500 人の被告人に対して裁判員裁判が実施

され、これが同年における刑事通常第一審事件全体の新受人員(7 万 6589 人)の 1.96%を占

めている。2013 年は、1 年間に 1387 人の裁判員裁判が実施された。 

上記の数値より、裁判員裁判で処理された事件数は、2009 年の約 140 件を除いて、2010

年から 2013 年までの 4 年間を平均して 1 年間で約 1500 件となっており、参審率は 2.00%

未満になっている。 

韓国における国民参与裁判制度で処理する事件数228は当初、1 年間に 100 から 200 件と

いう目標値を想定していた。2008 年の 64 件、2009 年の 95 件は、それより低い実績を記

録したが、その後、2010 年の 162 件、2011 年の 253 件、2012 年に 274 件となった。 

五年間を通じて見れば、全対象事件の 2.00%の国民参与裁判制度は実施されていないこと

                                                   
227 日本の裁判員制度の実施件数は、最高裁判所事務総局のホームページ

http://www.saibanin.courts.go.jp/topics/09_12_05-10jissi_jyoukyou.html に掲載されてい

る 2009 年から 2012 年までの裁判員裁判の実施状況等に関する資料(ダイジェスト版)と裁

判員裁判の実施状況について(制度施行～平成 26 年 2 月末・速報)に拠った。 
228 韓国の国民参与裁判制度の実施状況は基本的に趙炳宣(山名京子・金玲訳)｢韓国の国民参

与裁判制度の一年半の状況とその評価｣関西大学法学論集第 59 巻第 5 号(2010)99 頁以下お

よび今井輝幸｢シンポジウム｢刑事裁判への市民参加 日韓比較法｣についてのコメント｣

『ノモス』NO.31(2012)41 頁以下、今井輝幸｢韓国の国民参与裁判制度について｣比較法研

究第 75 巻(2013)280～282 頁、今井輝幸・前掲注(237)31～32 頁に示されているものに拠っ

た。 
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がわかる。実際には、国民参与裁判制度の対象事件が極少数の重大な刑事事件に限られて

いるため、参審率、すなわち実際に制度が適用された事件数が刑事事件に占める割合は、

2.00%よりもかなり低いと考えられる。 

これに対して、中国では第 4 章で論じているように、実施件数および参審率は 2005 年 5

月から 12月の約 175000 件と約 12.80%、2006 年の 339965 件と 19.73%、2007 年の 377040

件と 19.31％、2008 年の 505412 件と 22.48%、2009 年の 632006 件と 26.51％、2010 年

の 912177 件と 38.42%、2011 年の 1116428 件と 46.50%、2012 年の約 1487000 件と約

62.90%、2013 年 1 月から 7 月の約 744000 件と約 71.70%である。これらのデータから、

人民参審員制度は実施件数においても参審率においても、韓国、日本の両制度を大きく上

回っていることがわかる。 

 

2 合議体の構成について 

合議体の構成については、図表 5.2 に見るように、日本では、原則として合議体は、裁判

員 6 名・裁判官 3 名で、例外の場合、つまり、事実に争いがなく、事件の内容その他の事

情を考慮し適当と認められる事件を裁判する時、当事者に異議がなければ、裁判所の決定

で、裁判員 4 名・裁判官 1 名でも可能である。 

韓国では、法定刑が死刑、無期懲役または無期禁錮に該当する場合に陪審員が 9 名、そ

れ以外の事件では陪審員が 7 名以上とされている。また、事件の内容に照らして特別な事

情がある場合、決定により陪審員の数を 7 名か 9 名に変更することができる。更に、被告

人が公訴事実を認めた場合は 5 名の陪審員でも可能となっている。裁判官の数は上記の場

合全てにおいて 3 名でなければならない。 

以上の日・韓国両国に対して、中国では、人民参審員が合議体の全体の 3 分の１以上で

なければならなず、加えて、基層人民法院と中級人民法院で第一審通常手続の合議体の人

数が 3 名、高級人民法院と最高人民法院で第一審通常手続の合議体の人数が 5 名あるいは 7

名であることが、法律で定められている。基層人民法院または中級人民法院で人民参審員

制度が利用される場合、合議体の構成員は人民参審員 1 名・裁判官 2 名、あるいは、人民

参審員 2 名・裁判官 1 名である。 

高級人民法院または最高人民法院で制度が利用される場合、合議体の構成員は、人民参

審員 2 名・裁判官 3 名、あるいは、人民参審員 3 名・裁判官 2 名、人民参審員 4 名・裁判

官 1 名、人民参審員 3 名・裁判官 4 名、人民参審員 4 名・裁判官 3 名、人民参審員 5 名・

裁判官 2 名、人民参審員 6 名・裁判官 1 名である。 

 

表 5.2 中日韓比較：合議体の構成 

中国 日本 韓国229 

                                                   
229 今井輝幸・前掲注(237)7～9 頁参照。 
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人民参審員は合議体

の全員(3 人～7 人)3

分の１以上でなけれ 

ばならない。 

① 原則として、裁判

官 3 名・裁判員 6

名である。 

② 例外として、裁判

官 1 名・裁判員 4

名である。 

① 死刑、無期懲役・

禁錮に当たる罪

の事件では原則

として、裁判官 3

名・陪審員 9 名

で、例外として裁

判官 3 名・陪審員

7 名である。 

② それ以外の事件

では原則として、

裁判官 3 名・陪審

員 7 名で、例外と

して裁判官 3

名・陪審員 9 名で

ある。 

③ 被告人が公訴事

実を認めた場合

では裁判官 3

名・陪審員 5 名と

することができ

る。 

 

 

3 選任資格について 

表 5.3 で示されている通り、裁判に参加する者の条件について、韓国は最も簡素な形式を

取っており 20 歳以上という年齢要件のみが設置されている。日本は同様の年齢要件に加え

て、心身の故障無しという健康上の要件および義務教育を終えた学歴要件という三つの選

任資格を定めている。 

これに対して、中国は韓国、日本よりも多い五つの選任資格要件を設けている。年齢要

件と健康要件を除いて、特徴的な選任資格と見ることができるのは、政治要件の憲法擁護

と、道徳要件である品行方正、高学歴要件の短大卒以上の学歴を有すること、の三つであ

る。 

 上記の要件から見て、日本、韓国で裁判員または陪審員になる者は、一般の国民である

と想定できるのに対して、中国で人民参審員になる者はエリートである一部の国民に限ら

れると考えられる。 
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表 5.3 中日韓比較：参加する者の条件 

中国 日本 韓国230 

① 憲法を擁護すること。 

② 23 歳以上であること。 

③ 品行方正であること。 

④ 健康であること。 

⑤ 原則として短大卒以上の

学歴を有すること。 

① 20 歳以上の衆議院議員

の選挙権を有すること。 

② 心身の故障無しであるこ

と。 

③ 義務教育を終えたこと。 

満 20 歳以上の大韓民国国民

であること。 

 

裁判に参加する者の数と構成について、日本で裁判員・補充裁判員の合計人数が総人口

に占める割合は、表 5.4 で示すとおりである。裁判員制度の実施が開始された 2009 年を除

いて、2010 年から 2013 年にかけて年平均で約 8500 人の者が裁判員として選任され、裁判

に参加した。実際に裁判に参加した裁判員が総人口に占める割合は年平均で約 0.00667%で

ある。 

 

表 5.4 各年度における選任された裁判員・補充裁判員の数・確率 

年度 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

総人口231 128031514 128057352 127798704 127515133 127297686 

裁判員の数・ 

確率 

838・

0.00065% 

8673・

0.00677% 

8815・

0.00690% 

8633・

0.00677% 

7937・

0.00623% 

補充裁判員の数・ 

確率 

346・

0.00027% 

3067・

0.00239% 

2988・

0.00233% 

2906・

0.00228% 

2622・

0.00206% 

 

裁判員・補充裁判員の属性について、2012 年 12 月に最高裁判所事務総局が公布した『裁

判員裁判実施状況の検証報告書』によれば、裁判員の年齢構成は、70 歳以上の割合が低く

なっているが、20 代から 60 代までの各年代のバランスが取れた分布となっており、また、

国勢調査の人口比とよく合致している。男女比は国勢調査結果よりも若干男性が占める割

合が高まっているが、概ねバランスの取れた構成となっており、職業構成についても、国

勢調査で得られた職業分布に対応している、とまとめられている。 

韓国では 2008 年 6 月末日までに陪審員と予備陪審員として合計 208 名が選ばれた。その

属性は、性別構成が 52.40%の男性が 47.60%と女性よりもやや多くなっているが、ほぼバ

ランスがとれており、年齢別では、32.3%の 30代の比率が最も高かったが、50代以上 26.9%、

                                                   
230 今井輝幸・前掲注(237)9 頁参照。 

231 各年度の総人口は総務省の統計局のホームページ http://www.stat.go.jp/data/jinsui/new.htm 

に拠った。 
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40 代 24.50%、20 代 16.30%と、比較的に偏りなく分布している。職業別構成比率を見ると、

会社員が 28.8%と高い数値を示しており、また、主婦、自営業もそれぞれ 20.2%、16.8％

と高くなっているが、これも会社員、自営業、主婦を中心に広く分布していると指摘され

ている232。 

 これに対して、第 4 章第 1 節で示しているとおり、中国の人民参審員は人数においても、

総人口に占めている比率においても、韓国の陪審員・予備陪審員はいうまでもなく、日本

の裁判員も大幅に上回っている。属性においては、人民参審員は裁判員とも陪審員とも異

なり、エリート階級のみに限られているという結果になった。 

 

4 選任方法について 

表 5.5 で示す通り、中国における人民参審員の選任は、基層人民法院が主導し、当該地域

の同級人民政府の司法行政部門と共同の資格審査を経て、立法機関の同級人民代表大会に

よる任命で行われている。対して、日本と韓国における裁判員・陪審員の選任は中国と同

様に裁判所・法院が選挙人名簿または住民名簿からくじで裁判に参加する者を選任する方

式が取られている。 

選任手続に携わる権限を有している機関について、日・韓両国では、選挙管理委員会ま

たは行政自治部長官という司法機関ではない行政部門が、選任手続初期の段階で関与する

ことはあるが、主要な選任作業は司法機関である裁判所・法院に任されている。これに対

して中国では、選任の各段階に携わっているのは、司法機関である基層人民法院だけでな

く、行政機関である人民政府および立法機関である人民代表大会常務委員会も含まれる。

つまり、人民法院と人民政府、人民代表大会常務委員会が共同して選任作業を担当してい

るのである。 

上記を踏まえて見れば、人民参審員を任命する手続が司法官僚である裁判官を任命する

手続と非常に似ていることがわかる。このため、人民法院システムにおいて人民参審員は、

裁判官との間に厳しい上下関係が築かれやすくなり、裁判に参加している人民参審員が人

民法院と裁判官から独立性を保つことが困難な原因になっていると思われる。 

なお、選任方法にあたっては、日本も韓国も、無作為抽出方式を選任手続の各段階にわ

たって利用しているのに対して、中国では、パソコンによる無作為抽選を使って人民参審

員に事件配点を行う段階を除いて、権力機関による人民参審員候補者に対する検査と調査

が行われている。つまり中国では、司法機関と行政機関、立法機関を含んだ権力機関が、

人民参審員の実質的な選任を行っているのである。 

 

表 5.5 中日韓比較：選任方法と任期 

中国 日本 韓国 

                                                   
232 今井輝幸・前掲注(237)31～32 頁参照。 
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① 基層人民法院は、当該管

轄地域の人民参審員の総

数を算定し、一ヶ月の公

示期間を於いて公募す

る。 

② 基層人民法院は、自薦ま

たは所属する職場あるい

は戸籍所在地の党基層組

織による推薦を受け付け

る。 

③ 基層人民法院は、同級人

民政府の司法行政機関と

共に自薦者・他薦者に対

して審査を行う。 

④ 基層人民法院は、候補者

名簿を作成し同級人民政

府司法行政機関に提出し

意見を聴取する。 

⑤ 基層人民法院院長は、候

補者を決め、同級人民代

表大会常務委員会に提出

し任命を要請する。 

⑥ 同級人民代表大会常務委

員会は、人民参審員を任

命し、人民参審員名簿を

本人および本人の職場、

戸籍所在地の党基層組織

に対して通知する。 

⑦ 個々の案件の人民参審員

は、基層人民法院の人民

参審員の名簿からパソコ

ンによる無作為抽出で決

められる。 

① 市町村の選挙管理委員会

は、有権者の中から地方

裁判所が算定した必要な

裁判員候補者の員数の者

をくじで選び、地方裁判

所ごとに裁判員候補者名

簿を作成する。 

② 事件ごとに、地方裁判所

は、裁判員候補者名簿の

中からくじで一定数の者

を選び、選任手続期日に

呼び出す。 

③ 選任手続期日に、地方裁

判所は、裁判員候補者へ

質問をし、欠格事由・就

職禁止事由・不適格事由

等に該当する者に対して

不選任の決定をする。 

④ 地方裁判所は、不選任と

ならなかった裁判員候補

者の中から裁判員・補充

裁判員を無作為抽出で選

任する。 

 

① 行政自治部長官は、その

管轄区域内に居住する満

20 歳以上の国民の住民

登録資料を地方法院長に

送付する。 

② 地方法院長は、住民登録

資料を活用し、陪審員候

補予定者名簿を調製す

る。 

③ 事件ごとに、法院は、陪

審員候補予定者名簿の中

から無作為抽出方式で必

要な数の陪審員候補者を

定め、選定期日を通知す

る。 

④ 選定期日に、法院は陪審

候補者へ質問をし、欠格

事由・除外事由・除斥事

由・免除事由に該当する

者に対して不選定決定を

する。 

⑤ 法院は、不選任とならな

かった陪審員候補者の中

から無作為の方法により

陪審員および予備陪審員

を選定する。 
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5 評議および評決方法について 

評議の順序に関して、三ヶ国ともに評議の開始段階で人民参審員、裁判員、陪審員らの

実質的な参加を可能なものにするため、裁判官が事案の要旨や適用される法律、証拠等に

関して予め説明するよう規則でが定めであるが、より詳細に、発言の順序を法で規定して

いるのは中国のみである。表 5.6 で示すように、人民参審員が最初に、裁判長である裁判官

が最後という発言の順序がそれである。 

人民参審員が最初に発言するという発言順序は、人民参審員が裁判官の意見に影響され、

独立した意見が形成され難いという事態を避けるためにある。にもかかわらず、評議の最

後に意見を提出するのが裁判体の長である裁判官でなければならないのでは、評決に入る

前に、人民参審員が自らの意見を改め、裁判官の最後の意見を受けいれるといった状況を

招くと考えられる。 

 評決方法に関して、原則として全員一致、例外的に多数決で陪審員からなる陪審団が評

決するという韓国制度をを除いて、同じ参審制を採用した中国と日本の両制度を比較すれ

ば、日本では、構成裁判官及び裁判員の双方の意見を含む多数決で評決しているのに対し、

中国では、裁判官か人民参審員を問わず、単純多数決で評決を取ることとなっている。ま

た、評議において、日本では裁判員は裁判官と異なる素人の裁判者である者と見做されて

いるのに対して、中国では、人民参審員はプロの裁判者である裁判官と同じ考えを持って

いる者と見做されていると考えられる。更に、中国では、合議体が多数決に達することが

できない場合、人民法院システムのトップである裁判委員会によって判決の結果が求めら

れるようになっている。 

 以上に基づいて、人民参審員は裁判官と同じく人民法院に属し、職場内の上下関係にお

かれる者として位置付けられていると思われる。人民参審員が一般大衆の代表者として有

する独立性はますます削減され、いっそう裁判官と同質化しつつあるのである。 

  

表 5.6 中日韓比較：評議および評決方法 

中国 日本 韓国 

①裁判官が当該事件に関す

る法律と証拠規則を説明す

る 

②人民参審員が先に意見を

言い出し、その理由を説明す

る。 

③最後に、裁判長である裁判

官が自分の意見を発表する。 

④評決は、単純多数決で決め

られる。 

①裁判官は、裁判員

に対して必要な法令

に関する説明を行

い、分かりやすく評

議を整理し、裁判員

から各自の意見が述

べられ、充実した意

見交換が行われるよ

うにする。 

②評決は多数決で行

①裁判長は、陪審員に対して公

訴事実の要旨と被告人の主張要

旨、適用法律、証拠能力等に関

して説明する。 

②陪審員は、有・無罪に関して

評議し、全員の意見が一致する

時は、これにより決める。陪審

員の過半数の要請がある場合、

裁判官の意見を聞くことができ

る。 
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⑤合議体は多数意見を達し

ない時、人民参審員が人民法

院の院長に事件を裁判委員

会への付議を要求する権限

を有する。裁判委員会の決定

は判決の結果として執行さ

れなければならない。 

われるが、しかし、

裁判官あるいは裁判

員のみによる多数で

被告人に不利益な判

断をすることができ

ない。 

③陪審員は、有・無罪に関して

評議したが、全員の意見が一致

しない時は、裁判官の意見を聞

いた上で、多数決で評決する。 

④評決が有罪である場合、陪審

員は裁判官と共に量刑に関して

討議し、これに関する意見を開

陳する。 

⑤ただし、陪審員の評決と意見

は、法院を拘束しない。 

 

 なお、日韓両国の制度には存在しない、中国特有の制度構造である人民参審員に対する

研修と考課は本稿の第 3 章第 2 節で既に詳しく論じており、この構造がよりいっそう人民

参審員の従属的性格を深刻にさせていると思われる。 

 

第 2 節 改革のねらい 

 この節では、学者が提出した新たな制度案を概観し、最高人民法院に高く評価された｢呉

中モデル｣をもとに制度改革の到達点を明らかにした上で、制度改革のねらいを検討する。 

1 新たな改革案 

 第 2 章で論じたように、制度改革が行われ始めた 2005 年以前より、学者達による人民参

審員制度の存廃および改革に関する議論は盛んに展開されてきた。近年では、学界におけ

る人民参審員制度改革に関する研究は下火になってきているが、現行制度の一部を改めよ

うという改革案は提出されている。その具体的な内容は、次のとおりである。 

(1) 人民参審員の選任資格について 

人民参審員のエリート化を防ぐため、学歴要件の取り消しが指摘されている233。年齢要

件に関しても、20 代の若者は社会経験に乏しく、性格も未熟であり、落ち着きがない、そ

のため、人民参審員として裁判に参加する際、事件に対する考えが過激になり、極端な判

断を下す恐れがあるとして｢決定｣に規定されている 23 歳以上という年齢の下限を 30 歳に

引き上げるべきだとの指摘がなされている234。その一方で、高齢者は健康または生活に問

題が生じやすいため、裁判に参加することができないことがあるとして、人民参審員の年

齢に上限を設けるべきだとの主張もなされている235。また、当該地方で人望を集め、高い

道徳と豊富な社会経験を有するという要件を人民参審員の選任資格として法律に定めると

                                                   
233 鐘莉・前掲注（43）166～167 頁参照。 
234 蔡木義｢論我国人民陪審員制度作用与完善｣法制与社会 2013 年第 4 期(下)295 頁参照。 
235 張鏑｢関於完善我国人民陪審制度的几点思考｣東北農業大学学報(社会科学版)2012年8月

第 10 巻第 4 期 147 頁参照。 
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いう主張も提出されている236。 

(2) 選任方法と任期について 

 ｢決定｣に規定されている自薦または他薦、当該地方の基層人民法院と司法行政部門によ

る審査、当該地方の基層人民法院の院長による指名、当該地方の県レベルの人民代表大会

常務委員会による任命を経るという旧来の選任方法を、県レベルの人民代表大会常務委員

会によって選挙権者名簿から、当該地方の基層人民法院の在職裁判官の人数の五倍の選任

資格を満たした者をランダムで選出する方法に変えるべきだという主張がなされている237。   

なお、人民参審員の五年という任期の期限を廃止し、一つの事件ごとに裁判官が当事者と

共にランダムに裁判に参加する人民参審員を選出し、当該事件の裁判が終わった後、参加

した者が人民参審員でなくなるという裁判ごとの人民参審員配置制度が学者により提出さ

れている238。 

(3) 対象事件の範囲について 

 社会的影響が比較的に大きな事件の類型を法律に列挙すること、および裁判が始まる前

に、裁判官が当事者に対して人民参審員制度を利用する権利を有していることを告知する、

たとえ裁判官が事件の社会的影響が比較的に大きいことを理由として制度の適用を決定し

たとしても、当事者に拒否権を与えることが主張されている239。 

(4) 評議・評決方法について 

 ｢若干規定｣に｢合議体が事件を評議する時、裁判官の裁判長が先に事実の認定と法律の適

用などについて意見を発表しなければならない。｣という合議規則が定められている。その

ため、評議の際、裁判官が意見を発表した後では、人民参審員はプロの法律家かつ合議体

の長でもある裁判官の意見に流され、独立した意見を形成し、自らの意見を主張すること

が困難になる可能性が高いと指摘されている240。そこで、評議・評決の規則をより詳しく

規定すべきだという主張がなされている241。 

具体的には、発言の順序を、人民参審員が自由に独立した意見を出せるように、評議の

際に、一人の人民参審員と二人の裁判官からなる合議体の場合であれば、人民陪審員が先

に発言し、次に裁判官、裁判長である裁判官という順序で発言をする。一人の裁判官と二

人の人民参審員からなる合議体の場合であれば、経験が浅い人民参審員が先に、次に経験

のある人民参審員、裁判官とすることなどが挙げられている。評決については、合議体の

構成員が互いに妥協し、譲歩するといった環境を作り出さないために、各事項に対して一

度だけ無記名投票を行った上で最終的な判決を下すといった提案がなされている。  

                                                   
236 劉学貴｢論人民陪審員制度的現実問題及対策｣山東審判 2008 年第 4 期 36 頁参照。 
237 何進平｢司法潜規則：人民陪審員制度司法功能的運行障碍｣法学 2013 年第 9 期 130 頁参

照。 
238 劉晴輝・前掲注(19)294 頁参照。 
239 劉学貴・前掲注(247)・35 頁、鐘莉・前掲注（43）168～169 頁参照。 
240 劉晴輝・前掲注(19)294 頁参照。 
241 何進平・前掲注(248)・131 頁、劉晴輝・前掲注(19)295 頁参照。 
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(5) 人民参審員の権限と義務について 

 権限について、人民参審員は裁判官と同様の権限を有していると法律に定められてはい

るが、権限の具体的な内容に関しては詳細な記述がない。更に、法律の素人である人民参

審員がプロの法律家である裁判官と同様に適切な法適用をするのは難しいという認識を踏

まえて、人民参審員には事実認定を行う権限を付与し、裁判官に法適用の権限を与えると

いった主張がなされている242。 

人民参審員の義務に関しては、ランダム抽選で決めたある事件の裁判に参加する人民参

審員が適切な理由なくして、参加をしない場合に、その者に罰金または拘禁などの処罰を

課す出頭義務を法律で明確的に規定すべきだという主張がなされている243。 

 

2 人民法院の試みとしての｢呉中モデル｣ 

本稿の第 3 章で論じたように、今回の制度改革が開始された 2005 年から現在にかけて、

｢決定｣および最高人民法院が公布した制度に関する規則等は次々に施行され、制度に関す

る規定は以前よりも詳細かつ豊富になっている。このため、人民参審員制度の完全化はよ

り一層進展をしていると考えられる。だが、制度改革は現在もなお続けられており、現行

制度の実施と共に、人民法院の主導する試験的なものである現行制度を再度改正する作業

が 2008 年には開始された。 

2008 年 3 月に、江蘇省蘇州市呉中区基層人民法院は最高人民法院による慎重な選抜を経

て、制度の再改革を試験的に行う人民法院として、当該人民法院における制度の実施状況

に基づいて、現行制度の法律と規則を遵守した上で、制度構造の刷新を試験的に行うとい

う任務を受けた。2010 年 5 月、呉中区基層人民法院が人民参審員制度を実施する先進的な

人民法院として選出され、当該人民法院で制度を運用する方式が｢呉中モデル｣と称され、

当時の最高人民法院院長である王勝俊によって高く評価された。この方式は次々と新聞や

ニュースに掲載され、宣伝されることとなった244。 

現在、｢呉中モデル｣の詳細な内容は公開されておらず、またそのために、この方式をを

めぐる研究も殆ど存在していない。2012 年に筆者は呉中区基層人民法院に赴き｢呉中モデ

ル｣の実施状況を現地調査で明らかにしようとしたが、現地調査の要請が当該人民法院に拒

まれたため、調査ができなかった。そこで、当該地方に位置する蘇州大学に務めている教

師である友人を通じて、2012 年 11 月 16 日に呉中区基層人民法院の内部に通達された、[蘇

州市呉中区人民法院人民陪審員工作規程(試行)](以下、｢呉中規程｣と略する)という文書を

入手した。ここでは、この文書を踏まえて｢呉中モデル｣の内容を明らかにし、またこれを

                                                   
242 蔡木義・前掲注(245)・295 頁、鐘莉・前掲注（43）169～170 頁参照。 
243 劉晴輝・前掲注(19)296～297 頁参照。 
244 丁国峰｢人民陪審“呉中模式”値得推広｣法制日報 2010 年 5 月 6 日第 5 版、｢最高法院

王勝俊院長批示 肯定呉中法院人民陪審員工作 要求総結“呉中模式”経験｣中国網

http://www.china.com.cn/cpc/2011-05/16/content_22572072.htm(最終アクセス日 2014 年

5 月 1 日)参照。 

http://www.china.com.cn/cpc/2011-05/16/content_22572072.htm(最終訪問日2014年5月1
http://www.china.com.cn/cpc/2011-05/16/content_22572072.htm(最終訪問日2014年5月1


121 

 

もって最高人民法院が主導する制度改革の行方を探ることとする。｢呉中規程｣は全部で 45

条あり、その大部分の条文が現行制度を規定している｢決定｣と最高人民法院が制定した内

部文書の内容を踏襲するものであるが、一部の条文は｢呉中モデル｣特有のものとなってい

る。この条文の内容と分析は以下の通りである。 

(1) 選任資格について 

｢呉中規程｣は当該人民法院の裁判官を対象とする通達であるため、人民参審員の資格に

関する規定は直接に設けられていないが、第 3 条で人民法院が人民参審員を選任する際に

考慮することが定められている。 

｢人民参審員の選任は以下の要素を考慮した上で行うべきである。(一)人民参審員の年齢

構成の均衡がとれること、(二)人民参審員が健全に裁判に参加する作業に適応できること、

(三)人民参審員は人望に厚く、品行方正で、人となりが正直であり、社会経験の豊富な者で

あること、(四)人民参審員は人大代表、あるいは、人民政冶協商会議の委員、政府機関・団

体またはそれに属する各部門の責任者であること。｣とある｢呉中規程｣第 3 条に基づれば、

人民参審員のエリート化をもたらした｢決定｣に定められている原則として短大卒以上の学

歴を有しなければならないという学歴要件が要求されていない。しかし、第三と第四の選

任基準があることは、人民参審員になる者を当該地方のエリート階級、ひいては、権力層

と結び付いている者、つまり、人大代表および政協委員、政府機関・団体の責任者に限定

するように規定されていると見ることができる。 

加えて、上記の四つの選任基準が設けてはいるが、完全的に客観的な基準ではない。特

に、人望に厚く、品行方正で、人となりが正直で、社会経験が豊富な者であるかどうかを

判断するという基準は、曖昧であり不明確である。そのため、選任の際において、裁判官

による裁量の余地がまだ大幅に残っているものと見られる。 

要するに、政治条件と身体条件、道徳条件、年齢条件、学歴条件という五つの選任資格を

定める｢決定｣と｢実施意見｣と比べて、｢呉中モデル｣は身体、年齢、道徳、職業と先の選任

資格よりも一つ少ない四つの項目からなる選任基準を設けた。しかし、職業に関して単刀

直入に人大代表、政協委員と政府機関・大衆団体の責任者である者に限定している点から

見て、｢呉中モデル｣は選任資格について｢決定｣と｢実施意見｣の規定を緩和するどころか、

むしろより制限を加えていると思われる。 

以上から鑑みるに、｢呉中モデル｣を高く評価した最高人民法院は学者の立場とは異なっ

ており、もとより人民参審員のエリート化を問題と見ていない。むしろそれを一層進め、

人民参審員を権力層に属する人大代表、政協委員、政府機関・大衆団体の責任者に限って

いることを積極的に認めていると言えよう。 

(2) 対象事件について 

｢呉中規程｣第 9 条は｢社会的影響が比較的に大きな事件と当事者の申請による事件に加え

て、以下に列挙する事件の裁判は人民参審員制度で行われる。(一)五年以上の懲役を言い渡

す可能がある刑事事件、および、未成年者の犯罪事件、新たな類型の刑事事件；(二)公共の
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利益または環境汚染、公共設備安全、消費者利益などの民衆の生活に係る民事事件、およ

び、医療事故、あるいは、集団の労資紛争などの双方当事者の地位が不平等な民事事件、

事実が相当に複雑な民事事件、法の適用が指導性の意義を有する新たな類型の民事事件；

(三)人身の自由を制限したこと、許可証を取り消したこと、1 万元の罰金を下したことに係

る行政事件。｣と規定し、制度を適用する事件を明確に定めている。実際にはこれらの事件

はそもそも社会的影響が比較的に大きな事件にあたるので、｢呉中規程｣はその条文中に一

部のよく起こる社会的影響が比較的に大きな事件を列挙しているのだと思われる。 

この列挙は裁判官が有している、社会的影響が比較的に大きな事件であるかどうかを判

断する裁量権をある程度制限している。つまり、これらの事件は、裁判官の判断により対

象事件でないと判断することができなくなり、裁判においては必ず人民参審員制度が利用

されることとなる。また、それを受けてこれらの事件の当事者の制度を利用する権利を守

ることができるようにもなっていると考えられる。このような対象事件を列挙する方式は、

将来の制度に関する法律で採用されると推測できる。 

(3) 合議体の構成について 

｢呉中規程｣第 12 条は、合議体の構成を規定している。｢人民法院は事案を裁判する合議

体に参加する人民参審員の数を決める際に、なるべく二名の人民参審員と一名の裁判官か

らなる合議体を構成する。｣とある。この第 12 条より、当該人民法院では合議体が一般的

に一名の裁判官と二名の人民参審員から構成されること、合議体の構成員が人民法院の裁

判官の職権で決定されていることが見てとれる。 

これに対して合議体の構成を定めている唯一の法律条文である｢決定｣第 3 条は｢人民参審

員の合議体に占める割合が三分の一を下回らない｣と曖昧な定め方をしている。そのため、

基層人民法院または中級人民法院では第一審裁判を担当する合議体に占める人民参審員は

1 人でも 2 人でも良いこととなり、合議体の人民参審員の人数が裁判官の恣意的な判断によ

って、容易に裁判官自らの意見を合議体の多数意見になさしめるおそれが存在している。 

｢呉中モデル｣がこの規定を設けているのは、人民参審員を圧倒的多数派とすることにより、

できるかぎり裁判官から独立した立場に立つようにさせるためであると考えられる。 

(4) 人民参審員権限について 

 ｢決定｣第 1 条は｢人民参審員は裁判長を担当できないこと以外、裁判官と同等の権限を有

する。｣と規定しているが、その権限の具体的な射程は未だ定められていない。 

これに対して、｢呉中規程｣の第 17 条は｢人民参審員は事前に訴訟資料を閲覧する権限を

有する。人民参審員は開廷の三日前までに訴訟資料を全部読まなければならない。｣と規定

し、第 18 条は｢裁判中、人民参審員は自分の考えにより直接的に当事者に対して質問を行

う権限を有する。｣、第 19 条は｢裁判中、人民参審員は裁判官と共同で調停を行い、または、

裁判長の裁判官の同意を得た上で、独立した調停を行うことができる。人民参審員による

調停で協議を達成した場合で、合議体がその協議に違法なことがないと確認した後、その

協議に基づいて、法的拘束力がある調停書を下すことができる。｣とする。第 20 条は｢人民
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陪審員は、合議体の許可を得た上で、裁判官と共同で事案の事実について調査を行うこと

ができる。｣と規定している。人民参審員の権限は、訴訟資料の事前閲覧、並びに、当事者

への尋問権限、訴訟の調停、事実の調査、という四つの事項に限定されている。このよう

に権限を具体化することによって人民参審員が裁判に実質的に参加することを可能にする

のが目的であると考えられる。 

以上が、最高人民法院が高く評価した｢呉中モデル｣の内容である。｢呉中モデル｣の下で

は、人民参審員が当地の政治権力層にある権力者のみに限られるため、人民参審員のエリ

ート化、とりわけ、政治エリート化が一層深刻なものとなっている。政治エリートである

人民参審員と法律エリートである裁判官との同質化は未だ相変わらず存在している。更に、

いくつかの具体的な事件の裁判に関しては制度を利用しなければならないということが定

められており、裁判官の制度の適用を決める裁量権を制限しているが、裁判官の恣意を払

拭してはいけないと考えられる。 

人民参審員の権限はより具体化され、人民参審員が合議体に占める割合は圧倒的に多数

となった。しかし、裁判官と同化した人民参審員が実質的に裁判に参加することは可能か

否かに関しては首をかしげざるを得ない。 

要するに、制度改革の行方を示した｢呉中モデル｣から観て、本稿第 4 章で指摘した現行

制度の問題点は解消していくどころか、だんだん深刻になっていく傾向にあるとさえいえ

る。これと同時に、人民参審員制度の特徴は更にはっきりしていくことが予想できる。 

 

3 司法の党化と民主的正統性の調達とを目指す制度改革 

 制度改革が開始される 2005 年以前には、人民参審員の数は非常に少なく、参審率も低か

った。人民参審員制度の形骸化に関しては第 1 章で指摘したように、2005 年から現在にか

けて人民参審員の数も人民参審員制度を利用した事件の数も増えつつあり、参審率も年々

増加する傾向にある。参審率は、近年 70%以上を上回る数値となっているが、第 4 章で論

じたとおり、実務において人民参審員は裁判に実質的に参加しているわけではない。つま

り、今回の制度改革は人民参審員制度の形骸化という問題を解決していないということで

ある。 

 前述のとおり、制度改革の行方を示し、最高人民法院に高く評価された｢呉中モデル｣の

内容から観て、｢呉中モデル｣の下で人民参審員のエリート化は一層深刻になっているので

あり、人民参審員が必ずしも裁判に参加していないことがわかる。つまり、人民参審員制

度の形骸化は、｢呉中モデル｣を実施するとしても、未だ存在し続けると考えられる。 

 この分析を踏まえて、立法者が人民参審員制度を改革しようとするのは、人民参審員の

裁判への実質的な参加をさせるためではないといえよう。第 4 章で現地調査によって得ら

れた結果と前述の｢呉中モデル｣に関する論述から考えれば、人民参審員のエリート化は意

識的に進められている一方で、制度を利用した事件数と参審率とも、意識的に高められて

いると見える。 
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 制度が期待される機能は公式には司法公正の確保、司法民主の発揚、司法監督の強化、

司法権威の維持という四つのことが挙げられ、民間では法律を普及すること、当事者を説

得すること、裁判官数の不足を補うこと等が指摘された。人民参審員制度の改革は、それ

らの機能を果たすことを最終的な目標としていないと考えられる。日韓制度と違い、人民

参審員制度は司法制度というよりも、むしろ政治制度にあたると考えられる。現行制度が

日韓制度とここまで大きく異なっているのは、制度改革が司法の党化と民主的正統性の調

達という政治目標を達成するため行われているからだと思われる。すなわち、司法の党化

および民主的正統性を調達することこそ、今回の制度改革の真の狙いであろう。  

司法の党化を中国の司法伝統として最初に作り出し提唱したのは孫文が率いた中国国民

党である。1935 年、当時の最高法院院長である居正氏は司法の党化について次のように論

じていた。｢党でもって国を治める原則に基づき支配する国家において、司法の党化は普段

の食事のようなことと見做されるべきである。この国では一切の司法制度を党化するべき

である。……一切の司法制度を党化しなければ、自分で自らの武装を解除し、敵による襲

撃に任せるにほかならない。まして司法というのは国益を守り、社会秩序を保障するもの

においては、これを党化しなければ、敵が派遣した回し者を自分の部隊に受け入れるに違

いない。これは、なんと自殺のごとき政策でしょう。……吾々の見識によって、司法の党

化は以下の二つの意味を含んでいなければならない。第一は[党人化]、つまり、司法幹部と

司法業務に携わる者を一律に党化することである。第二は[党義化]、すなわち、法の適用を

行う時、党の主張や執政理念を反映することで｣245ある。中華民国の時代においてはどのよ

うな形式の陪審制も参審制も有効に中国の大部分の地域で実施されてはいなかった246が、

居正氏は｢司法の党化を実現するために、[人民陪審制度]を採用しなければならない。更に、

[陪審員]の資格に制限を設けなければ、司法権を反動分子の手に流してしまうようになる。｣

247と主張した。ここから見て、早くも 1930 年代に、当時の裁判システムのトップに立った

者が裁判に参加する者の資格を制限する国民参与裁判制度をもって司法の党化を実現しよ

うと訴えたことがわかる。 

 同時代に、中国共産党が支配している革命根拠地では中国共産党の[一元化領導]、つまり、

党による全般的支配が強化されていた。中国共産党の[一元化領導]は、中国共産党と政府機

関や司法機関、立法機関、大衆団体等の機関・団体との関係上、中国共産党が指導者であ

り、その機関・団体が中国共産党の指導を受ける構図、および、党組織の内部では個人が

党組織に従い、下級が上級に従い、全部の党員が党中央に従う構図を含むと指摘されてい

る248。このような権力構図のもとで、裁判システムは党の指導を受け、党が支配する機制

                                                   
245 居正「司法党化問題」東方雑誌第 32 巻第 10 号（1935 年）6～7 頁参照。 
246 1949 年以前、中国における国民参与裁判制度に関する立法と実施の状況について、孔

暁鑫・前掲注（29）は詳しく論じている。 
247 居正・前掲注(256)・8 頁参照。 
248 候欣一『従司法為民到人民司法―陝甘寧辺区大衆化司法制度研究』中国政法大学出版社

(2007 年)83 頁参照。 
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の一環として含まれている。司法の党化という言葉は使われていないが、中国国民党と比

べ、中国共産党による司法に対する支配の程度は勝るとも劣らないと考えられている249。 

 人民参審員制度は、革命根拠地で中国共産党が革命経験をもとに創造した独特な司法制

度250として、党の支配を受けない例外となってはいけない。第 1 章で論じたように、従来

から人民参審員の資格を設けていなかったにもかかわらず、革命根拠地における最初の人

民法院である軍事裁判所で裁判を行った裁判官も人民参審員も、中国共産党側の軍人であ

った。また、建国後、人民参審員として裁判に招かれた者は殆ど中国共産党の幹部または

労働者、貧農等中国共産党を支持するプロレタリアート階級の者であった。更に、今回の

制度改革で、人民参審員に五つの資格を設けているため、第 4 章の現地調査で示したとお

り、人民参審員として選任されたのはほぼ中国共産党党員または中国共産党に従属する衛

星政党の党員でもあり、知識レベルが高いエリートでもある者たちである。更に、｢呉中モ

デル｣においても、より直接的に人民参審員になる者を人大代表、政協委員、政府機関・大

衆団体の責任者として限定するようにもなっている。 

これらの点を鑑みれば、居正が提唱した[党人化]であれ、中国共産党の[一元化領導]であ

れ、人民参審員の属性はそれを充分に実現していると思われる。｢従来、法院は社会主義国

家の階級独裁の用具とされ、それは物理的力によってそれを実現する軍隊と同様の性質を

持つ機関であった｣251。中国の軍隊と政府、司法機関等の国家機関は中国共産党によって創

り出されたため、中国共産党の全面的な支配を受けるのは当然のことだと考えられている252。

最高人民法院副院長である張軍は、｢司法制度は国家の政治制度の重要な一環であり、司法

に携わる者は支配階級の意志を反映し、支配階級の利益を保護しなければならない｣と単刀

直入に訴えた253。つまり、政治的属性において、裁判官も人民参審員も中国共産党と同調し

ていなければならない。この論理に従えば、人民参審員のエリート化は、まったく制度実

施における問題などではなく、制度改革を主導する最高人民法院にとって司法の党化を実

現するために必要な前提条件にすぎない。 

 2007 年 9 月 3 日、第一回の全国人民参審員制度を実施する部会の会議で当時の中央政法

委員会書記、つまり、人民法院や人民検察院、公安部などの司法機関を統轄するトップで

ある羅幹氏は｢人民参審員制度が我国の一つの重要な社会主義的な民主主義を実現する政

治制度であり、司法の場で党の大衆路線を具体的に体現している。｣254と示し、2010 年 5

                                                   
249 蘇力｢中国司法中的政党｣法律和社会科学第 1 期(2006 年)257 頁参照。 
250 当局側と多数の学者は陪審制・参審制が西方に始めたことを否認しないが、人民参審員

制度が完全に革命根拠地から起源し、中国共産党が独創したものと考えている。肖成｢陪審

制：国家権力的支配和再分配｣法律和社会科学第 3期(2008 年)206 頁参照できる。 
251 鈴木賢｢人民法院の非裁判所的性格――市場経済化に揺れる法院の動向分析――｣『比較

法研究』55 号(1993 年)174 頁参照。 
252 蘇力・前掲注(260)・264 頁参照。 
253 張軍｢在司法実践中堅持馬克思主義法哲学方法論｣最高人民法院編写組『当代中国能動司

法』人民法院出版社(2011 年)29 頁参照。 
254 劉榮「推動中国特色人民陪審員制度的完善－記第一次全国法院人民陪審員工作会議―」
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月 15 日、第二回の全国人民参審員制度を実施する部会の会議では当時の最高人民法院副院

長である沈徳詠氏が｢人民参審員制度は中国的特色のある社会主義的な司法制度でもあり、

中国的特色のある社会主義的な民主主義を実現する政治制度でもあり、党の大衆路線を司

法業務で体現している。｣255と再度強調し、2013 年 10 月 22 日、最高人民法院院長である

周強氏も｢我国の人民参審員制度は人民が国家の事務を扱う一つの重要な方法で、司法領域

で中国的特色のある社会主義的な民主主義を実現する政治制度である。｣256と再度の指摘を

行った。 

よって、人民参審員制度は、中国共産党の執政方策である大衆路線を実施し、社会主義

的な民主主義を実現する政治的な制度であると見做されている。つまり、この制度は中国

共産党が執政理念または方針を裁判においても貫徹しながら、統治の正統性を調達する媒

介と見做されているのである。 

大衆路線に関する｢党組織は分散的な大衆の意見をまとめた上で検討し、統計的な意見を

形成してから、この意見を大衆に対して宣伝し、説明し、納得させ、実践する。その後、

実施状況に応じて、この意見をより正確なものへと修正していく。｣257という記述に基づき、

合議体が評議する際に、大衆路線を貫徹すれば、評議は党組織の役割を演じる裁判官が大

衆の役割を担う人民参審員の意見を聞き、自らの意見を提出し、人民参審員を説得した後、

それを判決として下すことによって行われる。つまり、この場合に、多数決で判決を下す

などは、とんでもないこと、であろう。 

過去の歴史を復唱し、党を神聖化することによる歴史的正統性および経済高速成長によ

る成績・成果の正統性が持続できない以上、再生・持続可能な市民参加による民主的正統

性の調達は、中国共産党にとって優先的な選択肢となっている258。そのため、人民参審員

制度に民主的要素、つまり、無作為的に大衆から人民参審員を選出すること、無作為的に

事件配点を行うこと、人民参審員に裁判官と同様の権限を付与すること、評議・評決の際、

多数決で最終意見を得ることを、といった要素を付加する必要に迫られている。 

しかし、前述のとおり、大衆路線はそもそも民主的要素と衝突しているのである。故に、

妥協の産物として生まれた制度改革後の人民参審員制度は、無作為に大衆から人民参審員

を選出することを拒否し、他の民主的要素を採用するに止まった。その上で、人民参審員

を研修・管理・考課する制度も並行して設けられた。また、これに加えて、民主主義をパ

フォーマンスするために、制度改革以降、人民法院は、意識的に人民参審員の数および制

度を利用した事件数、参審率を年々増やしている。以上を鑑みれば、現行制度は確かに制

                                                                                                                                                     

人民司法第 19 期(2007 年)47 頁参照。 
255 高紹安｢全国法院人民陪審工作会議在福建召開｣人民法院報 2010 年 5 月 15 日第 3 版参

照。 
256 前掲注(160)(最終アクセス日、2014 年 5 月 2 日)参照。 
257 毛沢東｢関於領導方法的若干問題｣『毛沢東選集(第三巻)』人民出版社(1953 年)921 頁参

照。 
258 王錫辛『公衆参与和中国新公共運動的興起』中国法制出版社(2008 年)80 頁参照。 
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度改革を行ったことにより従来の制度よりも民主的と言えるようになってきた。しかし、

その実体は未だ、単なる｢中国共産党が裁判を介入して社会改造の目的を叶うための道具に

すぎない｣259と言えるのである。 

要するに、人民参審員制度は制度改革によって民主的な外観を取り繕っているが、決し

て日本の裁判員制度および韓国の国民参与裁判制度のような様々な階級に属する者が裁判

に参加し、事件を民主的に討議するような司法制度ではない。人民参審員制度の実体は、

支配階級のイデオロギーを宣伝し、政治的な民主参加の不在を補うために、司法という場

で、民主的な演出を行うことによって統治の正当性を調達する道具にほかならない。 

 

おわりに 

 人民参審員制度は 1960 年代から 2005 年にかけて、有名無実の状態になりつつあった。

そのため、学界では制度の存廃に関する論争が盛んに行われていたが、2005 年 5 月 21 日、

人民参審員制度を定める単行法である｢決定｣が、制度の抜本的改革への一里塚として施行

された。現在にいたるまで、制度改革を主導する最高人民法院は、次々と法的拘束力を有

する人民参審員の選任や対象事件、評議・評決方法、人民参審員への研修・考課などを規

定する内部規則を制定し、公布してきた。つまり、人民参審員制度の法整備は、以前と比

べるとより一層の進歩が見られるのである。この法律と規則、並びに、それの制定に携わ

る者の発言に基づき、人民参審員制度に期待される機能は、司法公正の確保、司法民主の

発揚、司法監督の強化、司法権威の維持という四つの公式見解にまとめることができる。 

 実務において、全国的に人民参審員として選任された者の数および制度を適用した事件

数、参審率は年々増加している。地域によってそれぞれ異なってはいるが、総体的に見れ

ば、右肩上がりの傾向を示している。要するに、制度改革以前の状況とは正反対に、制度

改革後の制度適用はかなり盛んに行われている。これらの要素だけを見れば、現行制度は

有名無実の状態から脱したようにも見える。しかし、裁判官へのインタビュー調査および

人民参審員へのアンケート調査による結果から見れば、大勢の人民参審員が人民法院に招

かれ、合議体の構成員として裁判の場に居合わせているにも関わらず、実際には、殆どの

人民参審員が評議・評決の際に、何の役割も果たしておらず、裁判官の意見に追従する下

級の役人になってしまっているという実体が明らかになった。より簡潔にまとめれば、人

民参審員は実質的に裁判に参加しておらず、飾り物にすぎないのである。更に、制度が実

際に果たした機能に関しては、四つの公式見解の内、司法公正の確保と司法権威の維持が

まったく言及されず、司法監督の強化については少しばかり触れられたにすぎない。また、

司法民主の発揚が調査を受けた者から最も多くの賛同を得たが、制度実施がどのような司

法民主を発揚しているのかに関しては、プロの法律家である裁判官も、素人である人民参

審員からも明確な回答は得ることができなかった。のみならず、当初、当局側が想定して

いなかった機能、つまり、裁判官の人的不足を補うこと、当事者を説得すること、法律知

                                                   
259 劉晴輝・前掲注(19)226 頁参照。 
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識を普及すること、といった機能が多数の人民参審員によって挙げられたのである。これ

らの点から見て、現行制度は立法理念が現実とずれており、混乱した状態に陥っているよ

うである。 

 本稿では、また、制度の仕組、実施状況という二つの側面から日本の裁判員制度と韓国

の国民参与裁判制度との比較研究を行った。そこから明らかになった現行人民参審員制度

の特徴は、次のようにまとめることができる。日・韓の両制度とは異なり、人民参審員制

度の仕組みに従い、制度運用に携わるのは、司法機関である人民法院だけでなく、行政機

関の人民政府および立法機関の人民代表大会も決定的な役割を果たしている。とりわけ、

人民参審員の選任において、三つの公的機関は全て参加しており、厳格な選任資格を参照

し、人民参審員のエリート化を推し進めている。人民参審員への研修・考課を加えて考え

れば、人民参審員は司法官僚の如き様相を呈している。 

 2010 年、江蘇省蘇州市呉中区基層人民法院において試験的に実施された人民参審員制度

は、最高人民法院から高い評価を受けた。しかしながら、この｢呉中モデル｣の内容からみ

ると、｢呉中モデル｣が全国にわたり実施されたならば、人民参審員相変わらずが実質的に

裁判に参加しないままに、人民参審員の数と参審率は、一層増加していこうと予想される。

しかも、人民参審員のエリート化に拍車がかかることは想像に難くない。制度改革を進め

る最高人民法院はそもそも人民参審員のエリート化を問題と見做しておらず、人民参審員

の数と参審率の増加によって裁判官の人員不足を補充し、民主的演出を国内外に見せよう

と工夫していると考えられる。それは、本来、一般庶民を裁判に参与させ、事件処理に対

して役に立つようにするのは制度改革の目的ではなく、人民参審員制度の改革が目指すの

は司法の党化を強化し、民主的演出による民主的正統性を調達することわけである。 
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参考資料 1  

人民参審員の推薦書 

被推薦人 

姓名 
 性別  

出生年月

（  歳） 
 

写真 民族  籍貫  出生地  

政治面貌  婚姻状況  健康状況  

専業技術 

職務 
 

熟悉専業有

何専長 
 

学歴 

学位 

全日制教

育 
 

畢業院校系

及専業 
 

在職 

教育 
 

畢業院校系

及専業 
 

現工作単位 

及職務 
 

通訊地址、郵編 

及其他聯系方式 
 

推薦单位名称  

推薦单位地址、郵編 

及其他聯系方式 
 

簡 

 

 

 

 

歴 
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奨懲 

 

情況 

 

主 

要 

家 

庭 

成 

員 

及 

社 

会 

関 

係 

 

称  謂 姓  名 出生年月 政治面貌 工作单位及職務 

     

     

     

     

     

     

     

     

被 

推 

薦 

人 

意 

見 

 

 

 

                       簽名（蓋章） 

                             年   月    日 

推 

薦 

单 

位 

意 

見 

 

 

 

                       簽名（蓋章） 

                             年   月    日 

備注  
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参考資料 2 

人民参審員の自薦書 

申請人 

姓名 
 性別  

出生年月

（  歳） 
 

写真 民族  籍貫  出生地  

政治面貌  婚姻状況  健康状況  

専業技術 

職務 
 

熟悉専業有

何専長 
 

学歴 

学位 

全日制教

育 
 

畢業院校系

及専業 
 

在職 

教育 
 

畢業院校系

及専業 
 

現工作単位 

及職務 
 

通訊地址、郵編  聯系電話  

簡 

 

 

 

 

歴 

 

奨懲 

 

情況 

 

 

 

 

主 称  謂 姓  名 出生年月 政治面貌 工作单位及職務 
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要 

家 

庭 

成 

員 

及 

社 

会 

関 

係 

 

     

     

     

     

     

     

     

     

備注  
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参考資料 3 
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参考資料 4 

 

 

 

XJ 市人民陪審員基本情況 

 性别 出生年月 専業 学歴 工作単位及職務 政治背景 

1 男 1963.06 経済学 大学 油田管理局公共事務法律事務辦公室主任 中共党員 

2 女 1975.01 法学 大学 石油鑽頭股份有限公司法規処経理 群衆 

3 女 1986.02 法学 大学 建築工程公司職工 群衆 

4 男 1971.07 法学 大学 油田運輸公司法律事務科科長 中共党員 

5 男 1981.09 法学 大学 街道辦事処法律顧問 中共党員 

6 男 1953.11 法学 大専 国有農場退休幹部 中共党員 

7 男 1962.11 経済学 大学 鎮政法委副書記 中共党員 

8 女 1985.05 工学 大学 市委辦公室信息科科長 中共党員 

9 女 1980.02 経済学 大学 市婦女聯合会辦公室主任 中共党員 

10 女 1978.09 法学 大学 市婦女聯合会婦女児童工作委員会副主任 中共党員 

11 女 1982.05 文学 大学 共青団市委副書記 中共党員 

12 女 1974.03 文学 大学 市委統戦部副部長 中共党員 

13 女 1975.04 経済学 大学 市教育局副局長 中共党員 

14 女 1978.03 法学 碩士 市人力資源和労働保障局基金監督科科長 中共党員 

15 女 1975.01 法学 大学 市政府政務督察室科員 中共党員 

16 男 1984.10 経済学 大学 共青団市副書記 中共党員 

17 男 1976.04 法学 大専 市城建档案館辦公室主任 中共党員 

18 男 1972.03 法学 大学 市供銷合作社聯合社理事会主任 中共党員 

19 男 1960.05 経済学 大学 市供銷合作社聯合社政工科長 中共党員 

20 男 1964.01 法学 大学 市石油公司辦公室副主任 中共党員 

21 男 1974.11 経済学 大学 市委組織部辦公室主任 中共党員 

22 男 1962.08 文学 大学 市工会副主席 中共党員 

23 男 1987.04 工学 大学 労働管理所職工 群衆 

24 女 1949.01 法学 大専 市法院退休幹部 中共党員 

25 男 1944.07 法学 大専 市法院退休幹部 中共党員 

26 男 1948.11 法学 大専 市法院退休幹部 中共党員 

27 男 1946.12 法学 大専 市法院退休幹部 中共党員 

28 男 1950.02 法学 大専 市法院退休幹部 中共党員 
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参考資料５ 

QX 市法院人民陪審員基本情況 

 性别 出生年月 学歴 工作単位及職務 政治背景 

1 女 1965.2 大専 鎮婦女聯合会主任 中共党員 

2 男 1963.8 大学 中学副校長 群衆 

3 男 1964.1 大専 村党支部書記 中共党員 

4 男 1974.8 高中 村党支部書記 中共党員 

5 女 1969.2 大専 鎮婦女聯合会主任 中共党員 

6 男 1967.1 大学 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

7 女 1962.11 大学 農場財管所所長兼女工委主任 中共党員 

8 男 1963.1 大専 農場総合治理辦公室副主任 中共党員 

9 男 1963.9 大専 鎮党委副書記 中共党員 

10 女 1971.9 大専 鎮組織委員、婦女聯合会主任 中共党員 

11 女 1969.2 大専 鎮宣伝委員 中共党員 

12 男 1966.5 大専 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

13 男 1965.6 大学 鎮党政辦公室主任 中共党員 

14 男 1956.8 高中 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

15 男 1974.9 大学 鎮黄潭片党総支書記 中共党員 

16 男 1955.1 大専 鎮機関総合治理辦公室幹部 中共党員 

17 女 1971.6 大学 鎮党政辦公室副主任 中共党員 

18 男 1955.2 大学 鎮党政辦公室副主任 中共党員 

19 男 1963.1 大学 総合治理辦公室副主任 中共党員 

20 女 1978.2 大学 鎮党政辦公室副主任 中共党員 

21 女 1964.2 大専 鎮政府副主任科員 中共党員 

22 男 1959．11 大専 鎮紀委副書記 中共党員 

23 男 1959.11 大専 鎮政法辦公室主任 中共党員 

24 男 1966.8 大専 鎮総合治理辦公室主任 中共党員 

25 男 1956.9 中専 鎮政府幹部 中共党員 

26 男 1968.5 大専 鎮居民調解委員会委員 群衆 

27 女 1979.6 大学 鎮委組織委員 中共党員 

28 男 1966.2 大専 鎮政府幹部 中共党員 

29 男 1954.5 大専 鎮信訪辦公室主任 中共党員 

30 男 1962.8 大専 城建辦公室副主任 群衆 

31 男 1962.7 大専 工業園経済発展局主任科員 群衆 
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32 男 1956.4 大専 鎮政府主任科員 中共党員 

33 女 1965.1 大専 鎮社会発展辦公室主任 中共党員 

34 女 1971.1 大学 鎮婦女聯合会主任 中共党員 

35 男 1956.7 大専 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

36 女 1975.8 大学 郷婦女聯合会主席 中共党員 

37 女 1987.9 大学 郷団委書記 中共党員 

38 男 1962.11 大専 辦事処総合治理辦公室副主任 中共党員 

39 女 1969.8 大学 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

40 男 1975.1 大専 鎮総合治理辦公室副主任 中共党員 

41 男 1955.9 大専 鎮政府総合治理辦公室副主任 中共党員 

42 男 1947.8 大専 鎮退休幹部 中共党員 

43 女 1962.5 大専 辦事処婦女聯合会主任 中共党員 

44 女 1975.1 大学 侨郷経済開発区婦女聯合会主任 中共党員 

45 女 1978.12 大専 市婦女聯合会主席 中共党員 

46 女 1976.3 大専 市工商局法規科科長 中共党員 

47 男 1963.7 大専 市労働保障監察大隊長 中共党員 

48 男 1969.7 大専 鎮政府信訪辦主任 中共党員 

49 女 1981.7 大学 市第一小学教师 群衆 

50 男 1947.12 大専 市法院退休法官 中共党員 

51 男 1948.2 大専 市法院退休法官 中共党員 

52 男 1946.12 大専 市法院退休法官 中共党員 

53 女 1953.12 大専 辦事処退休幹部 群衆 

54 男 1949．11 大専 市教育局退休幹部 中共党員 
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参考資料６ 

MH 市法院人民陪審員基本情況 

 性别 出生年 学歴 政治背景 工作単位及職務 

1 女 1982 大学 中共党員 市婦女児童工作委員会辦公室主任 

2 女 1972 大学 中共党員 市建設委員会政工科科長 

3 女 1977 大学 中共党員 市経済委員会信息産業科科長 

4 女 1971 大学 中共党員 市財政金融管理領導小組辦公室党組成員 

5 女 1977 大学 中共党員 市婦女聯合会副主席 

6 女 1975 大専 中共党員 市婦女聯合会城郷部部長 

7 女 1976 大学 中共党員 辦事処婦女聯合会主席 

8 女 1973 大学 中共党員 市委農村工作領導小組辦公室科長 

9 女 1977 大学 中共党員 辦事処婦女聯合会主席 

10 女 1964 大学 中共党員 辦事処婦女聯合会主席 

11 女 1975 大学 中共党員 市政法委辦公室主任 

12 女 1970 大学 中共党員 市工業園婦女聯合会主席 

13 男 1966 大学 中共党員 鎮政府信訪辦公室主任 

14 女 1979 大専 中共党員 鎮党委統战幹事 

15 男 1969 大学 中共党員 鎮政府総支書記 

16 女 1978 大学 中共党員 鎮党委組織委員、統戦委員 

17 女 1985 大学 中共党員 鎮婦女聯合会主席 

18 女 1984 大学 中共党員 鎮政府統計站副站長 

19 男 1977 大学 中共党員 市職業学院団委書記 

20 男 1982 大学 中共党員 中学団委書記 

21 女 1979 硕士 中共党員 共青団市委青工青農部副部長 

22 女 1969 大学 中共党員 鎮党委宣伝委員 

23 女 1978 大専 中共党員 鎮婦女聯合会主席 

24 女 1979 大専 中共党員 鎮婦女聯合会主席 

25 女 1983 大学 中共党員 鎮婦女聯合会主席 

26 女 1979 大学 群衆 鎮政府副鎮長 

27 男 1973 大学 中共党員 市監察局主任 
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参考資料７ 

TZ 旗法院人民陪審員基本情況 

 性别 年龄 民族 学歴 政治面貌 工作単位及職務 

1 男 41 蒙族 大専 中共党員 土左旗白庙子鎮織津桥村村支部書記 

2 男 43 漢族 大専 群衆 土左旗第一職業中学教师 

3 男 42 漢族 本科 中共党員 土左旗台阁牧郷政府主任 

4 女 38 蒙族 本科 中共党員 土左旗畢克鎮人民政府副鎮長 

5 男 47 漢族 本科 中共党員 土左旗善岱中学校長 

6 男 36 漢族 大専 群衆 土左旗哈素海管理処幹部 

7 女 41 漢族 本科 中共党員 土左旗疾病控制中心副主任 

8 男 42 漢族 大専 群衆 土左旗華聯建築公司職工 

9 男 40 漢族 大専 中共党員 土左旗水務局副隊長 

10 男 43 漢族 大専 中共党員 土左旗陶思浩服務中心主任 

11 男 34 蒙族 大専 中共党員 土左旗人事労働和社会保障局幹部 

12 女 34 漢族 本科 群衆 土左旗文聯辦公室幹部 

13 男 42 漢族 大専 中共党員 土左旗铁帽服務中心幹部 

14 女 32 漢族 本科 群衆 土左旗職中教师 

15 男 42 漢族 本科 中共党員 土左旗水務局支部書記 
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参考資料８ 

ＬＦ区法院人民陪審員基本情況 

 性别 出生年月 学歴 政治面貌 工作単位及職務 

1 男 1953.06 大専 中共党員 退休幹部 

2 男 1977.05 大学 群衆 ＬＦ区投资促進辦公室主任 

3 男 1952.05 大専 九三学社 ＬＦ区農委副主任 

4 男 1956.03 研究生 中共党員 長江師範学院教師 

5 女 1977.07 大学 中共党員 白涛街道辦事処幹部 

6 男 1977.02 大専 群衆 ＬＦ城郷建築工程公司職員 

7 男 1954.10 研究生 農工民主 退休幹部 

8 男 1973.08 大学 群衆 区地质環境监测站幹部 

9 男 1957.03 硕士 中共党員 离岗休养 

10 男 1950.02 中専 中共党員 退休幹部 

11 女 1970.02 大専 群衆 海陵实業有限公司職員 

12 男 1950.09 高中 群衆 区中医院医師 

13 女 1968.04 高中 群衆  無職 

14 女 1972.04 大専 中共党員 無職 

15 女 1968.10 高中 中共党員 区政协城环委委員 

16 男 1957.01 大学 九三学社 退休幹部 

17 男 1949.03 大専 民建 区李渡街道辦事処信访辦主任 

18 男 1973.10 大学 群衆 区中心医院医師 

19 男 1952.12 大学 中共党員 区卫生監督督所所長 

20 男 1954.05 大学 中共党員 清溪鎮安全生産監督管理辦公室秘書 

21 男 1973.07 大専 中共党員 焦石鎮信访辦主任 

22 男 1956.01 大専 群衆 清溪鎮企業招商服務辦幹部 

23 男 1968.11 大学 中共党員 区审计局副局長 

24 女 1967.03 大学 中共党員 区婦聯主任 

25 女 1955.01 大専 中共党員 区婦聯主任 

26 女 1963.04 大学 民建 区第七中学教師 

27 男 1963.10 大学 中共党員 重慶市铂码房地産咨询评估有限公司経理 

28 男 1970.01 大学 群衆 区市政园林管理局副局長 

29 男 1969.01 大学 中共党員 区龙潭鎮政府综治辦主任 

30  男 1962.01 大専 中共党員 区青羊鎮政府经発辦幹部 

31 男 1955.06 大専 中共党員 区回龙水利电力开発有限公司職員 
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32 女 1969.03 大専 中共党員 工行ＬＦ支行副行長 

33 女 1958.08 学士 群衆 大为石化公司経理 

34 男 1950.06 大専 群衆 私营企業主 

35 男 1963.12 高中 中共党員 蔺市鎮中心医院医師 

36 女 1975.11 大専 群衆 農副産品公司（破産）職員 

37 男 1958.05 中専 群衆 市政执法支隊副隊長 

38 男 1962.06 大学 民盟 御驰汽车贸易公司副経理 

39 女 1981.04 中専 群衆 ＬＦ化工公司職員 

40 女 1971.02 大専 群衆 無職 

41 男 1949.12 大専 中共党員 退休幹部 

42 男 1981.05 大学 中共党員 ＬＦ一中教師 

43 女 1955.10 大専 中共党員 新妙小学退休教师 

44 女 1963．07 中専 群衆 区食品公司（破産）職員 

45 男 1971.05 大専 中共党員 珍溪鎮政府幹部 

46 男 1963.09 大専 中共党員 ＬＦ十二中教师 

47 女 1968.04 高中 群衆 区農资公司（破産）職員 

48 男 1968.11 高中 群衆 無職 

49 男 1977.08 大学 中共党員 区龙潭鎮中心卫生院医師 

50 男 1968.10 大学 中共党員 重慶市云中龙汽车运输公司副経理 
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参考資料９ 

闸北区法院人民陪审員基本情况 

 性别 出生年月 政治背景 学歴 職務 

1 男 1977.1 中共党員 大学 司法社工 

2 女 1982.9 中共党員 大学 司法社工 

3 男 1957.4 民主促进会 大専 幹部 

4 女 1979.5 中共党員 硕士 婦聯専職幹部 

5 女 1972.12 群衆 大専 司法社工 

6 女 1978.7 民建 大学 副科長 

7 男 1958.1 民建 大学 副秘書長 

8 女 1956.2 中共党員 大専 職工(退休) 

9 女 1964.10 中共党員 大学 主管护士 

10 女 1975.2 中共党員 大学 教师 

11 女 1954.8 群衆 大専 幹部(退休) 

12 女 1947.7 群衆 中専 職工(退休) 

13 女 1957.4 群衆 大専 職工(退休) 

14 女 1982.4 団員 大学 执業医师 

15 女 1971.11 群衆 大学 教师 

16 男 1943.7 群衆 大学 教师(退休) 

17 女 1983.3 団員 大学 司法社工 

18 男 1983.11 中共党員 大学 党辦幹部兼団委書記 

19 女 1983.11 中共党員 硕士 婦聯専職幹部 

20 女 1986.2 団員 大学 幹部 

21 男 1947.11 中共党員 大専 幹部(退休) 

22 男 1955.8 農工党 大学 老年科主任 

23 女 1959.6 中共党員 大学 職工(退休) 

24 男 1977.9 中共党員 大学 常務副主任 

25 男 1942.2 群衆 大学 教师 

26 男 1973.2 民建 大学 公安局派出所所長 

27 男 1942.6 中共党員   大専 幹部(退休) 

28 女 1957.1 群衆 大学 企業職工(退休) 

29 女 1959.3 群衆 大学 教师(退休) 

30 男 1945.5 中共党員 大学 校長 

31 女 1970.6 中共党員 大学 教师 

32 男 1944.12 中共党員 大学 工場高级工程师 
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33 女 1945.9 中共党員 大学 教师(退休) 

34 女 1951.9 中共党員 大学 幹部(退休) 

35 女 1945.7 群衆 大学 教师(退休) 

36 男 1973.2 群衆 大学 公司会計 

37 女 1962.1 中共党員 大専 司法社工(退休) 

38 男 1976.11 中共党員 大学 校務辦公室主任 

39 男 1941.10 群衆 大専 大学研究員(退休) 

40 男 1979.10 中共党員 大学 幹部 

41 女 1978.12 中共党員 大学 中学教导主任 

42 男 1945.11 中共党員 大学 教师(退休) 

43 女 1981.4 団員 大学 司法社工 

44 女 1954.1 中共党員 大専 机关工会副主席(退休) 

45 女 1960.11 群衆 大専 職工(退休) 

46 女 1957.6 中共党員 大学 副主任 

47 女 1977.7 中共党員 大学 幹部 

48 男 1940.4 中共党員 大専 職工(退休) 

49 男 1981.7 団員 大学 公司派遣人員 

50 男 1958.8 群衆 大専 公司协税員 

51 男 1975.3 中共党員 大学 幹部 

52 女 1960.6 中共党員 大学 辦公室副主任 

53 女 1955.3 中共党員 大学 幹部(退休) 

54 女 1975.6 中共党員 大学 教师 

55 男 1954.5 中共党員 大専 職工 

56 男 1941.9 民革 大学 主任委員(退休) 

57 女 1954.12 中共党員 大専 幹部(退休) 

58 女 1965.11 群衆 大学 教师 

59 男 1980.8 中共党員 大学 企業職工 

60 男 1943.1 中共党員 大学 企業職工(退休) 

61 男 1979.4 群衆 大学 司法社工 

62 男 1955.8 中共党員 大学 市委幹部 

63 男 1961.7 農工党 大学 市政府幹部 

64 女 1979.6 中共党員 大学 区政協辦公室主任 

65 男 1938.12 中共党員 大学 教师(退休) 

66 女 1955.12 中共党員 大学 幹部 

67 女 1959.2 中共党員 大専 企業職工 
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68 男 1960.9 群衆 大専 企業職工 

 

参考資料１０ 

        市人民陪审员基本情况统计表 海珠

男 女
大学
以上

大
专

高中
以下

共产
党员

民主
党派

群众
党政
机关

企事
业单
位

科研
院校

离退
休人
员

农民 其他
城镇
人口

农村
人口

30岁
以下

31-40
岁

41-50
岁

51岁以
上

第一批选任 18
200
5年6
月

5 13 2 11 5 5 13 1 1 15 1 18 1 2 5 10

第二批选任 10
200
6年
10月

7 3 4 6 6 4 9 1 10 1 9

第三批选任 20
200
9年7
月

14 6 15 5 17 3 3 5 12 20 2 18

合计

填表人：     陈坚文 联系人：陈坚文 联系电话：84406945 填表时间：2009年7月

地区分布 年龄分布情况学历情况类别

批次

政治面貌 职业分布
陪审
员总
数

选任
时间

性别分布

少数
民族

 


